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第 1 章 序論 

 

 

1.1 本研究の背景 

  

高速道路ネットワークをはじめとする社会基盤は，我が国の生活・経済・文化活動

を支える国民共有の財産である．我々は，社会基盤の有効活用と保全を図り，将来世

代に継承していかなければならない．しかし，少子高齢化の進行，経済成長率の鈍化

といった現在の社会経済情勢において，社会基盤の整備・維持管理に資する財政的な

制約は一段と厳しさを増している．また，我が国の社会基盤は，高度経済成長期以降

に集中的に整備されており，今後，建設から 50 年以上経過する施設の割合が加速的に

進行していくことが見込まれている． 

社会基盤に対するアセットマネジメントの重要性が高まっている中，時間的に変動

していく施設の劣化状態をモデル化することは，維持管理費用や劣化リスクの将来予

測，あるいは維持管理施策の最適化のために極めて重要となる．こうした背景から，

現場で実測された点検・調査データをもとにした統計的劣化予測モデルに関する研究

が蓄積されている．2005 年に開発されたマルコフ劣化ハザードモデル 1), 2)によって，

社会基盤施設の劣化過程を表すマルコフ推移確率を，非集計データに対して，構造条

件や環境条件などを特性変数として考慮したうえで推定する手法が確立された．さら

に，マルコフ劣化ハザードモデルを拡張させた数多くのモデル 3)－7)が開発されている．

社会基盤の老朽化が深刻な現状において，長年にわたって蓄積された劣化予測モデル

を，実務的課題の解決やアセットマネジメントの継続的稼働に向けて，適材適所で実

装していくことが重要になっている． 

西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 西日本）が管理する高速道路ネットワーク

は，総延長 3,603km（2023 年 9 月時点）に達し，約 293 万台／日（2022 年度）の交通

を担っている．一方，管理延長の約 6 割が供用開始から 30 年を超える中，大型車交通

量の増加や凍結防止剤の散布といった過酷な使用環境のもと，各種構造物の老朽化が

進行している．この問題に対し，2012 年 11 月，東日本高速道路株式会社・中日本高速

道路株式会社・西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO3 会社）は，高速道路ネット

ワークの機能を永続的に健全な状態で保つため，「高速道路資産の長期保全及び更新の

あり方に関する技術検討会（以下，長期保全委員会）」を設置した．長期保全委員会で

は，高速道路本体の構造物について，大規模更新・修繕の必要性やその対策方法の検

討が進められた注 1)．長期保全委員会の検討結果を踏まえ，2015 年 3 月，国土交通大臣

から道路整備特別措置法に基づく更新事業の認可を受け，NEXCO3 会社は大規模更新・
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修繕事業に着手し，現在では，橋梁床版の取替等の工事が全国各地で本格的に展開さ

れている．2019 年より，これらの事業のフォローアップが行われ，更新事業の実施等

により得られた新たな課題が整理された注 2)．それと同時に，2014 年度から実施してい

る 5 年に 1 度の近接目視による定期点検や点検技術の高度化を踏まえた調査等により，

従来の知見にはなかった損傷のメカニズムなどが新たに確認された注 2)． 

近年，本研究で対象とする高速道路のアスファルト舗装において，損傷が深層部ま

で進展していることが確認されている 8)ことを受け，長期保全委員会の検討対象構造

物に舗装が追加された．2023 年 1 月に公表された中間とりまとめ注 2)において，アスフ

ァルト舗装に関する検討結果として，1）損傷が路盤まで進行していること，2）路盤

部の損傷は，アスファルト安定処理上層路盤の疲労ひび割れ，下層路盤の脆弱化と永

久変形であること，3）路盤部の高耐久化を図る対策が必要であること，4）舗装の健

全性をより網羅的に把握するため，舗装表面のたわみ量を移動しながら測定できる車

両の開発が重要であること，が整理されている．  

 こうした中，現行の料金徴収期間では，点検強化により判明した重大な損傷に対応

するための更新事業や，国土強靭化等の社会的要請を踏まえた高速道路の進化に関す

る事業に必要な財源の確保が困難になっていることを受け，2023 年 9 月，道路整備特

別措置法および独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法の一部が改正された．

この改正により，料金徴収期間が最長 2115 年までに延長され，期間内において 50 年

の債務返済計画が確認された都度，高速道路の更新・進化に関する事業化が可能とな

った．したがって，高速道路の安全・安心を確保する取り組みにおいても，中長期的

視野に立脚した事業計画を立案・検討することが重要になっている．  

 

  



3 
 

1.2 高速道路のアスファルト舗装における損傷 

 

1.2.1 高速道路におけるアスファルト舗装の標準断面構成  

高速道路舗装の構造設計には，路床の設計 CBR と計画交通量から舗装断面を決定す

る TA 法を標準的に採用している．TA 法で設計される高速道路舗装の標準断面構成は，

図-1.1 に示すとおり，表層・基層・アスファルト安定処理上層路盤・下層路盤の 4 層

構成となっている．ここで，舗装全厚の最小厚さは 35cm，アスファルト混合物層厚（表

層・基層・アスファルト安定処理上層路盤の合計厚（以下，As 層厚））の最小厚さは

18cm，表層と基層の合計厚さは 10cm（原則），下層路盤の種別はセメント安定処理路

盤（原則）が，それぞれ規定されている 9)．本研究では，アスファルト安定処理上層路

盤と下層路盤を「深層部」と定義する．  

 

1.2.2 高速道路舗装の損傷形態の変遷 

(1) 名神高速道路のひび割れ  

1963 年 7 月，我が国初の高速道路として，名神高速道路の栗東インターチェンジ（以

下，IC）～尼崎 IC が開通した．しかし，開通後 2 年が経過した頃から，写真-1.1(a)

に示すような線状ひび割れが確認された 10)．ひび割れの進行は予想外に早く，線状ひ

び割れの発生後 1～2 年で，写真-1.1(b)に示す亀甲状ひび割れに進行することが確認

された．この状況を受け，ひび割れの発生原因を明らかにするため，1967 年から大規

模な調査が開始された．調査では，表層上で繰り返し平板載荷試験とベンゲルマンビ

ームによるたわみ量測定が行われ，順次表層以下の層をはぎ取り，各層上での載荷試

験と密度測定，採取した材料を用いた各種室内試験が行われた．調査の結果，名神高

速道路のひび割れの発生原因は，As 層厚（10cm）が不足している断面構成に集約され

ることが明らかになった 10)． 

 

(2) 東名高速道路の流動わだち掘れ  

 東名高速道路の舗装設計では，AASHO（American Association of State Highway Officials）

道路試験の結果を踏襲した SN 設計法を適用し，舗装構造の強化を目的にアスファル

ト安定処理上層路盤を採用した．その結果，名神高速道路で経験した早期ひび割れ発

生の問題は解決するに至った．一方で，供用開始直後から，わだち掘れの発生に苦慮

することとなった．東名高速道路の舗装設計で参考とした AASHO 道路試験において

確認されたわだち掘れの発生状況は，アスファルト混合物の圧密や流動は比較的小さ

く，上・下層路盤面や路床面での変位が大きいというものであった．これに対し，東

名高速道路では，牧之原地区で実施された開削調査の結果，路面上のわだち掘れは表

層混合物の圧密と流動によるものであり，アスファルト安定処理上層路盤の上面で数



4 
 

mm 程度の変形が確認されたものの，下層路盤以下では全く変形していないことが確

認された．このことから，東名高速道路で発生したわだち掘れは，アスファルト混合

物の流動が主な要因であると判断された 10)． 

 これらの調査結果を踏まえ，1992 年以降の建設，補修工事では，流動わだち掘れ対

策として，1）表層用混合物の見直し，2）ホイールトラッキング試験による動的安定

度（DS：Dynamic Stability）の導入，3）使用アスファルトの見直し，が図られた．表

層用混合物の見直しでは，それまでに使用していた表層用混合物（タイプⅠ）に比べ，

骨材粒度が粗く耐流動性に優れるタイプ A 混合物の配合粒度を新たに設定した．動的

 

図-1.1 高速道路のアスファルト舗装の標準断面構成  

 

表層（アスファルト混合物）

基層（アスファルト混合物）

上層路盤
（アスファルト安定処理）

下層路盤
（セメント安定処理）

10cm

18cm
以上

35cm
以上

As層厚

深層部

  

(a) 線状ひび割れ           (b) 亀甲状ひび割れ 

写真-1.1 名神高速道路で発生した路面のひび割れ 10) 
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安定度は，耐流動性に優れた混合物を適用するにあたり，混合物の性能評価手法とし

て導入したもので，交通区分と地域区分により目標値が設定された．また，わだち掘

れの要因分析の結果，アスファルト混合物の耐流動性を高めるために，針入度の低い

ストレートアスファルトを使用することが効果的であることが明らかになったため，

ストレートアスファルト 40／60 の適用が図られた．さらに，大型車交通量が 15,000 台

／日・一方向以上の超重交通区間では，混合物の耐流動性をより向上させるため，ス

トレートアスファルトにゴム・熱可塑性エラストマーを添加した改質アスファルトが

適用された． 

 

(3) 積雪寒冷地域における摩耗わだち掘れ  

 高速道路の整備が全国的に展開されるとともに，東名高速道路で問題となった流動

わだち掘れに加えて，積雪寒冷地においては，スパイクタイヤやタイヤチェーンによ

って表層がすり減る摩耗わだち掘れが急増した．摩耗わだち掘れは，骨材やアスファ

ルトよりはるかに硬い金属製スパイクピンやチェーンがアスファルト混合物を削り取

ることにより発達する．特に摩耗わだち掘れが顕著な地域では，わだち掘れ量の進行

量が 7mm／年程度であると報告されており，一般地域（非積雪寒冷地）に該当する東

名高速道路のわだち掘れ量の進行量である 2mm／年程度に比べはるかに大きな値を示

していた 10)． 

 流動わだち掘れと摩耗わだち掘れの研究が進められていくにつれ，流動わだち掘れ

に対する抵抗力を大きくすると摩耗わだち掘れが発生しやすく，逆に摩耗抵抗性を大

きくすると流動わだち掘れを起こしやすくなるというトレードオフの性質を有するこ

とが明らかになった 10)．具体的には，混合物のアスファルト量を多くしていくと流動

変形量は増大し摩耗量は減少すること，アスファルトの針入度を小さくすると流動変

形量は減少するが摩耗量は増大することが明らかになった．また，混合物中の粗骨材

量を多くすると流動変形量は減少するが摩耗量は増大することも明らかになった．こ

のため，配合設計要素である粗骨材量やアスファルト量は，流動変形と摩耗量のバラ

ンスを考慮して決定する必要性があった．したがって，交通条件や気象条件を考慮し

各地域に適した混合物の配合を決定するため，表層混合物の配合設計において図-1.2

に示す 3 つの地域区分（摩耗地域，準摩耗地域，一般地域）による配合基準が設定さ

れた 10)． 

 

(4) 高機能舗装の導入に伴う表層の骨材飛散と基層のはく離  

 高速道路ネットワークが全国に拡大していくにつれて，我が国のモータリゼーショ

ンも大きく進展し，1965 年に約 720 万台であった自動車の保有台数は，1993 年には

6,150 万台にも達していた 11)．このような急激な自動車保有台数の伸びとともに，車両
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の大型化・高性能化といった要因，さらには社会経済活動の多様化などの要因が加わ

り，1988 年ごろから交通事故が急増し大きな社会問題になっていた 11)．こうした情勢

のもと，当時，国内外において注目を集めていた排水性舗装について，1991 年から高

速道路への適用に関する試験施工が実施された．図-1.3 は，高速道路上で降雨時に交

通事故が多く発生していた箇所（調査対象 164 箇所）において，排水性舗装を施工し

た前後における事故件数を比較した結果であり，排水性舗装の効果により降雨時の交

通事故が約 8 割も減少したことが確認された 12)．以上の経緯から，1998 年，日本道路

 

図-1.2 表層用混合物の配合設計の地域区分 10) 

 

 

図-1.3 高機能舗装施工前後の事故件数の比較 12) 
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公団（以下，JH）は，排水性舗装を高機能舗装と称し，高速道路舗装の表層の標準工

種として採用した． 

 高機能舗装の最大の特徴は，舗装内部に有する 20%程度の空隙へ雨水が浸透し，基

層面を通じて路肩に排水することである．空隙を確保するため，高機能舗装用混合物

の配合は，細骨材量が少なく，粗骨材をアスファルトで点状に接着する構造を呈して

いる．このため，高機能舗装に使用するアスファルトは，従来のアスファルトに比較

して接着性能を高めた高粘度改質アスファルトを使用している．この結果，混合物の

変形抵抗性が飛躍的に向上し，副次的に流動わだち掘れの発生が抑制され，東名高速

道路の供用後から苦慮し続けたわだち掘れ対策に終止符が打たれることになった．  

 一方で，1）骨材飛散，2）基層のはく離，といった，高機能舗装の採用によって新た

な損傷の発生が確認された．高速道路上において，高機能舗装特有の損傷形態である

骨材飛散は，写真-1.2 に示すように，タイヤチェーン装着車の走行で骨材飛散が生じ

る冬季路面の損傷形態であった．そのため，骨材飛散に対応するためには，高粘度改

質アスファルトの骨材把握力を適切に評価したうえで向上させる必要があった．そこ

で，ポリマー改質アスファルトの曲げ試験方法 13)を考案し，曲げ仕事量ならびに曲げ

スティフネスの基準値を満足する積雪寒冷地用の高粘度改質アスファルトが開発され，

骨材飛散対策に適用された． 

 舗装内部に雨水を浸透させるという高機能舗装の特徴は，舗装構造設計条件で考慮

していない要素である．特に，排水経路となる基層は雨水に触れる機会が増え，舗装

が変形した場合は基層面に雨水が滞水した状態で繰り返し交通荷重が作用する供用条

件となる．この影響により，基層用混合物は，骨材からアスファルト被膜が剥がれる

「はく離」を引き起こしやすくなる．アスファルトは骨材同士をつなぐ接着剤の役割

 

写真-1.2 チェーン規制後の骨材飛散状況 10) 
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を果たしており，はく離により接着効果が薄れてくると，基層用混合物は不安定にな

り最終的に土砂化（写真-1.3）に至る．この対策として，基層用混合物のはく離を防

止することを目的に，混合物の水密性を高めるため，空隙率を小さくするように配合

設計の粒度範囲が見直された．また，使用する骨材はアスファルトとの親和性に優れ

る材料が選定されるように，それまで任意だったアスファルト被膜のはく離試験によ

る骨材自体のはく離抵抗性の確認が義務化された．さらには，配合設計における耐久

性試験として水浸ホイールトラッキング試験を行い，混合物としてのはく離抵抗性の

確認を義務化し，必要に応じてはく離防止剤や改質アスファルトの使用により基層用

混合物の耐水性能の改善が図られた．なお，最新（2023 年 7 月）の高速道路舗装に関

する技術基準 14)において，現地の施工実態を考慮し，基層用混合物の使用アスファル

トは改質アスファルトを標準とするように改定された．  

 

1.2.3 アスファルト舗装の損傷の深層化 

名神高速道路で経験した早期ひび割れの発生と，東名高速道路で顕在化したわだち

掘れの問題は，舗装には構造上の寿命と混合物特性上の寿命とが存在し，舗装設計に

おいて双方のバランスを考慮する必要性を指摘した．すなわち，舗装厚を必要以上に

大きくしても混合物の寿命が先に到達する場合は，舗装構造は有効に活用されない．

しかし，東名高速道路の構造設計で想定したように，舗装構造が 10 年で寿命に到達す

るとすれば，その時点で下層路盤から表層までを修繕することになり，時間的制約と

莫大な修繕費用の観点から現実的ではない．したがって，舗装構造体としては，将来

にわたりできるだけ長期間耐えられる構造とし，路面性状の状況に応じて表層だけを

切削オーバーレイで補修する，いわゆる畳の表替え方式が現実的で経済的な方策であ

ると結論付けられた 10)． 

 表層を対象に切削オーバーレイで補修し，高速道路舗装路面の供用性を確保すると

 

写真-1.3 基層用混合物の土砂化 

 

基層用混合物の土砂化

表層As安定処理
上層路盤
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いう考え方は，高機能舗装を全面展開する際にも適用され，供用路線の補修に際し，

既設の損傷した表層を高機能舗装に置き換え，基層はそのまま存置する形態の工事が

各地で進められた．表層を高機能舗装に切り替えた箇所では，経年劣化を受けている

基層が雨水にさらされ，既設の基層のはく離が進行することとなった．そのため，既

設基層用混合物のはく離抵抗性を評価する手法が考案され 15)，補修工事における舗装

深さ方向の補修範囲の決定にあたっては，既設基層用混合物のはく離抵抗性や損傷状

況を確認することが重要視されることになった．その結果，現在の高速道路舗装の補

修では，基層域までを対象にすることが一般的となっている．  

 以上に示したとおり，従来までは，表層・基層に発生した損傷に対して補修を繰返

すことで，高速道路舗装の健全性が維持できると想定されてきた．しかしながら，近

年，路面に土砂が噴出する現象やアスファルト安定処理上層路盤部のひび割れの発生

など，路盤部まで損傷が進行する事例が散見されている．路盤部まで損傷が進行して

いる箇所に対し，表層・基層のみを補修した場合，十分な補修効果が得られず，短期

間で新たな損傷が発生し補修頻度が著しく高くなるといった問題が生じている注 2)． 

 このような状況を受け，高橋ら 8)は，実道のアスファルト舗装では，実際にどのよう

な要因で舗装の内部の損傷が進行するのかを明らかにするため，「高速道路におけるア

スファルト舗装の解体新書プロジェクト」と称する開削調査を全国的に実施した．調

査の結果，1）それまでに数回の打換えを余儀なくされていた箇所において，下層路盤

の永久変形，滞水による脆弱化（写真-1.4），2）As 層厚が 18～20cm と薄い IC 間にお

いて，アスファルト安定処理上層路盤に下面から進展する疲労ひび割れが発生してい

ること（写真-1.5），また，その周辺部においてはく離が生じていること 16)，3）損傷

箇所のアスファルト舗装は，各層間が一体化されておらず，ひび割れ等から浸透した

雨水が各層間を水平方向に流れ，付着切れしている状態であること，4）基層用混合物

のはく離抵抗性が低下していること，が明らかになった．開削調査の知見は，長期保

全委員会において，深層部の損傷メカニズムとして図-1.4 のとおり整理された注 2)．図

 

写真-1.4 下層路盤の永久変形 

 

永久変形の発生
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-1.4(a)の深層部の損傷の発生段階では，表基層の損傷に対し補修を繰返している中で，

交通荷重等の疲労がアスファルト安定処理上層路盤に蓄積し，下部に疲労ひび割れが

生じる．図-1.4(b)の損傷進行段階では，さらなる交通荷重等の増加により，疲労ひび

割れがアスファルト安定処理上層路盤全層に進行する．そして，図-1.4(c)の下層路盤

の損傷段階では，アスファルト安定処理上層路盤のひび割れの発生により，雨水が下

層路盤まで浸入し，下層路盤の脆弱化に伴う永久変形が発生する．  

 我が国の高速道路草創期の名神・東名から現在までの時系列において，各時期でク

ローズアップされた損傷形態を舗装構造の層別に分類し，模式的に整理したものを図

-1.5 に示す．表層のひび割れやわだち掘れが問題となった時期（名神・東名），基層の

耐久性・耐水性が問題となった時期（高機能舗装の導入）を経て，現在はアスファル

ト安定処理上層路盤・下層路盤といった舗装構造の深層部の損傷に対応しなければな

らない新たな時期に突入したと考えられる．本研究では，舗装構造に対する損傷の発

生部位が，表層⇒基層⇒アスファルト安定処理上層路盤・下層路盤に進展している現

象を「損傷の深層化」と定義する． 

 

 

 

 

 

 

写真-1.5 アスファルト安定処理上層路盤の疲労ひび割れ  

（採取したブロック供試体を上下反転して撮影） 

 

路面側

アスファルト安定処理上層路盤
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図-1.5 高速道路舗装の損傷の深層化 

 

昭和 平成 令和

名神/東名 新規5道
全国
ネットワーク

表層

基層

上層
路盤

下層
路盤

・名神：ひび割れ

・東名：流動わだち

・寒冷地：摩耗わだち

高機能舗装
の導入

・はく離

時系列

舗装
断面

・疲労
ひび割れ

・脆弱化

・永久変形
損傷の深層化

・骨材飛散

開削
調査

 

(a) 深層部の損傷の発生段階  (b) 損傷進行段階  (c) 下層路盤の損傷段階  

図-1.4 深層部の損傷メカニズム注 2 

 



12 
 

1.3 高速道路舗装マネジメントの高度化の必要性 

 

1.3.1 社会基盤のアセットマネジメント 

 高速道路ネットワークに代表される社会基盤は，経時的な材料劣化や繰り返し作用

する外力の影響により，不可避的に性能の低下が生じる．そのため，社会基盤の管理

者には，管理対象の全貌を把握し，性能の変化を予測してその低下を防止する，ある

いは機能的陳腐化などに対して必要な機能を峻別し，状況に応じた性能を確保する取

り組みが求められている．これらの活動を合理的に実施するためには，ベテラン技術

者の長年の経験や知識に頼るのではなく，膨大かつ多岐にわたる関連情報を統計的手

法により有効に活用することが重要である．このような考えのもと，金融資産管理で

確立されてきたアセットマネジメントの概念をアナロジーとした，データに基づく客

観的で説明性や透明性が高い社会基盤のマネジメント手法が検討されている 17)． 

 マネジメントの概念を単純化すると，図-1.6 のように「情報」「知識」「意思決定」

という 3 つのプロセスが循環する構造となる 18)．マネジメントとは，最終的に何らか

の意思決定（社会基盤施設を補修するか否か，更新するか否かなど）を行う行為であ

る．当然ながら，「意思決定」には「知識」が必要となり，「知識」を獲得するためには

「情報」が不可欠である．ただし，単に情報と言っても，高度知識社会と呼ばれる今

日において，我々が手にすることができる情報はまさにビックデータである．このビ

ックデータから真に有益かつ高度な情報を抽出することがマネジメントの第一歩とな

るだけでなく，意思決定の質を大きく左右する．  

 社会基盤のアセットマネジメントは，社会基盤の健全度を診断し，劣化した社会基

盤の最適な維持補修計画を求めることを目的としている．アセットマネジメントサイ

クルは，図-1.7 のとおり整理できる 19)．図中の右側のサイクルほど，短い期間で PDCA

が実施される．最も左側の構想レベルのサイクルでは，長期的な視点から社会基盤資

産群の補修シナリオやそのための予算水準を決定することが課題となる．中央の戦略

レベルのサイクルでは，新たに得られたモニタリング結果等に基づいて，例えば，将

来 5 ヵ年程度の中期的な予算計画や戦略的な補修計画を立案することが重要な課題と

なる．最も右側の実施レベルのサイクルは，各年度の補修予算の下で，補修箇所に優

先順位を付け，補修事業を実施するものである．各マネジメントレベルでは，それぞ

れのレベルにおける PDCA サイクルを運用し，アセットマネジメント上の課題の解決

やマネジメント技術の継続的な質的向上を図ることが必要となる．実施レベルにおけ

る「Check」では，実際の維持補修活動を通して年度当初の計画どおりに事業が遂行さ

れているかどうかを評価する．そして，実施レベルの評価を蓄積し戦略レベルの評価

を，戦略レベルの評価を蓄積し構想レベルの評価が実施される．評価の結果は次の計

画に適宜反映され，マネジメントの効率性，精度の向上が図られる．さらに，この継
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続的な維持管理サイクルのなかで得られた知見は，維持管理計画の見直しのみならず，

新設（大規模な修繕を含む）構造物の計画や設計・施工に反映することも重要である．

これらのアセットマネジメント活動の結果は必要に応じて外部に公開され，透明性を

確保するとともに，説明責任を果たす役割を持つことになる 19)． 

 

1.3.2 高速道路舗装のビッグデータとマネジメント 

(1) 路面性状に関するデータ  

橋やトンネルに代表される構造物は，一般的に長期間（耐用年数 50 年以上）供用す

ることを前提に建設される．一方，本研究で対象とする高速道路のアスファルト舗装

は，構造設計で考慮する年数を 10 年という短期間に設定している．このことは，路面

性状測定車の導入に大きく関係する． 

 

図-1.6 社会基盤マネジメントの概念 18) 

 

 

図-1.7 アセットマネジメントサイクル 19) 

 

Plan

Plan

Do

実施
レベル

C＆A

Plan

Do

C&A

戦略
レベル

Do

C&A

構想
レベル

C&A : Check and Action



14 
 

日本初の高速道路として名神高速道路の栗東 IC～尼崎 IC 間が 1963 年に開通した．

以降の新規道の建設も順調に進み，1976 年度末には供用延長が 2,000km に達した．ア

スファルト舗装の設計年数 10 年を超えた区間が生じたこの時期から，舗装の維持管理

の作業量が増大してきた．これを受け，合理的かつ体系的に舗装をマネジメントする

ために，適切に路面性状を評価する技術が求められた 10)．路面性状の評価技術の要件

として，1）管理する全区間にわたり路面性状を定量的に評価できること，2）測定の

ために車線規制等の交通規制を要しないこと，3）多量の測定データを効率的に処理で

きることが検討された．そして，民間会社の協力を得ながら，東京道路エンジニア株

式会社（現：中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京株式会社）により，JH グルー

プ会社初の開発がすすめられ，1984 年に路面性状測定車 1 号車を製造し，1985 年に建

設省の技術評価認定を受け，JH 内での測定に用いられた 10)．以降，他のグループ会社

でも路面性状測定車両が開発・導入され，現時点において NEXCO 西日本グループは

2 台の車両を保有している．NEXCO 西日本は，1～3 年間隔で路面性状調査を実施して

おり，これまでに獲得した情報量は，JH が民営化された 2005 年以降，NEXCO3 会社

が共同で開発した舗装マネジメントシステム（以下，NEXCO-PMS）に保存されている

調査データのみを対象にした場合でも，100m・車線を基本単位として約 2 百万件

（NEXCO 西日本の調査データ）にのぼる． 

 路面性状に関するビックデータは，高速道路舗装マネジメントの実務のさまざまな

場面で活用されている．例えば，NEXCO 西日本では，老朽化が進む高速道路を効果的

にマネジメントするため，従前の業務量や費用という視点ではなく，実際に高速道路

事業にもたらされる成果に観点をおき客観的な意思決定指標（アウトカム指標）によ

って事業計画を立案する手法を取り入れている．具体的なアウトカム指標として，路

面性状に関し，快適走行路面率 98%を経営目標（2021 年～2025 年の中期経営計画）に

掲げている．快適走行路面率の定義は「快適に走行できる舗装路面の車線延長比率」

であり，総資産延長のうち舗装路面の状態から舗装補修が必要と判断される箇所を除

いた延長の割合のことである．すなわち，路面性状値を表-1.1 に示す補修目標値（こ

の値に達するまでに補修を行うことが望ましいとされている値）に照らし合わせ，高

速道路ネットワークの舗装路面の状態を網羅的に数値化し，予算計画や補修計画を立

案している． 

表-1.1 補修目標値 

 

 

ひび割れ率 わだち掘れ量 IRI

20% 25mm 3.5mm/m
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膨大な路面性状データは，アセットマネジメント分野における研究の進展にも貢献

している．近年の代表的な統計的劣化予測手法として，劣化の速度を定義するハザー

ド率に，構造条件，環境条件，材料条件などの相違を説明変数として内包することが

可能なマルコフ劣化ハザードモデル 1)や，社会基盤施設の劣化ハザード率を確率分布

で表現する混合マルコフ劣化ハザードモデル 4), 20)が開発され，路面性状データに適用

した事例が数多く蓄積されている 21)-24)． 

 

(2) 舗装構造の健全度に関するデータ  

舗装構造の深層部の損傷状況を確認するため，各地で FWD（ Falling Weight 

Deflectometer）調査や開削調査が実施されている． FWD 調査で獲得した路面たわみ量

は，表層種別，下層路盤種別，As 層厚を組合せ，舗装構造の健全度評価に用いられて

いる 25)．この評価法は，アスファルト構造の変状を，A：アスファルト層全層の変状，

B：表基層の変状，C：構造的には変状無し，に区分できる．NEXCO 西日本の現場実務

者は，FWD 調査結果に開削調査やコア調査の情報を補完したうえで，深さ方向の補修

断面を決定している． 

FWD 調査のデータベースを用い，舗装構造の健全度に関する統計的劣化予測手法の

研究事例も蓄積され始めている．大井ら 23)の研究では，高速道路上で定期的に実施し

た FWD 調査データを用いて，舗装耐荷力の劣化因子を特定するとともに，主要なカテ

ゴリー（地域特性・路盤種別・As 層厚）ごとにパフォーマンスカーブを作成している．

貝戸ら 26)の研究では，舗装構造の健全度の劣化予測と層別修繕効果の評価を行う方法

論が提案されている．具体的には，舗装構造の耐荷力推移を劣化・回復の複合過程と

して記述し，それぞれの推移確率を算出するために修繕直前・直後の耐荷力ランクを

潜在変数と捉えモデル化し，2 時点間の調査データと修繕履歴をもとにした推定手法

である．これらの研究は，損傷の深層化が顕著となっている高速道路舗装マネジメン

トに対し，時宜を得た極めて有用な成果であり，舗装マネジメントの高度化に関する

重要な情報を提供している． 

 

1.3.3 損傷の深層化に対応した高速道路舗装マネジメント 

 舗装マネジメントには，ネットワークレベルとプロジェクトレベルの 2 つの取組み

が存在する 27)．ネットワークレベルの取組みは，管理区域内のすべての舗装路面の平

均的な供用性能を捉え，それが年数とともにどのように変化していくかを合理的に予

測し，その平均供用性能を管理目標以上に保つために必要な最小費用を求めることに

ある．一方，プロジェクトレベルの取組みは，ある路線の対象区間の舗装の供用性能

を管理基準以上に保つために，いつ，どのように修繕を行えば費用が最小になるかを

求めることである． 
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 従来，高速道路舗装の新設・改築では，TA 法に基づき，舗装が置かれている地域の

環境・材料条件にかかわらず，一定のサービス水準を一律に確保するという考え方が

採用されてきた．また，補修の段階では，表層・基層に生じた変状に対して補修を繰

返すことで，舗装の健全性が維持できると考えられてきた．しかしながら，今後は，

人的・財政的なリソースの制約の厳しさが増す中で，損傷の深層化といった舗装の老

朽化に対応し，高速道路舗装の要求性能である安全・安心・快適な路面を持続的に提

供しなければならない．そのためには，これまでの点検・調査で獲得してきた膨大な

実測データの分析や，舗装構造の健全度を網羅的に把握できる新たな調査方法の開発

を通じ，損傷の深層化の状態をネットワークレベルで定量的に評価する必要がある．

また，プロジェクトレベルにおける補修箇所の選定や補修工法の選択にあたっては，

現場の調査で得られた実測データに基づき，合理的根拠を有した意思決定を行わなけ

ればならない． 

以上の問題意識のもと，本研究では，舗装の長寿命化による安全・安心・快適な高

速道路舗装の持続的な提供を目的とし，各種データ連携や統計的劣化予測モデルなど

のアセットマネジメントにおける要素技術を適材適所で実用に供し，地域の環境・材

料条件を考慮した高度な高速道路舗装マネジメント手法を提案する．  
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1.4 本論文の構成 

 

 本論文は図-1.8 に示す 6 章からなり，その内容は以下のように要約される．  

 第 1 章は本論文の序論であり，社会基盤の老朽化が進む中，高速道路のアスファル

ト舗装においては損傷の深層化への対応が課題であることを述べ，本研究の必要性を

明らかにする．また，各章の内容を簡単に記述している．  

第 2 章では，各種モニタリング情報を有効活用し，損傷の深層化に対応した効率的

な舗装修繕施策の方向性を提案する．舗装路面のモニタリングは，日常点検と路面性

状調査に大別され，それぞれのデータは別々のシステムで管理されており，日常点検

の情報が修繕計画に十分に活用されていない現状がある．そこで，日常点検・路面性

状調査と舗装建設時の情報を，路線・キロポストといった位置情報を介して連携させ

た分析を実施する．その分析を通じ，路面から得られる情報を用いて舗装深層部の損

傷状況を定量的に評価する方法を検討し，劣化状態に応じた修繕施策の策定手法や，

As 層厚の重要性を考慮した修繕サイクルの長期化への方向性を考察する．  

第 3 章では，舗装構造の健全度に関する情報を効率的かつ網羅的に把握し，マネジ

メントに反映するために，高速走行に対応した移動式たわみ測定装置の開発に向け，

光切断法を用いた路面たわみ量測定手法の基礎的研究を行う．具体的には，荷重の載

荷方法として，効果的な車軸と車輪の構成を FEM 解析により選定する．そして，車両

制限令の一般的制限値を満足しつつ，選定した車軸と車輪の構成により，軸重 10t の

載荷が可能で，車輪通過位置の路面形状を連続的に取得できる車両を試作する．さら

に，実供用下の高速道路における試験測定を通して，本技術の実現可能性を言及する． 

第 4 章では，舗装補修工事の実施にあたり，直近の路面性状調査データが不足する

場合において，統計的劣化予測手法を用いた補修計画の支援方法を検討する．具体的

には，舗装の補修を判断する路面の管理（性能）指標に対する補修目標値が連続値で

運用されていることを考慮し，連続量を用いた劣化ハザードモデルを推定する方法を

採用する．この際，実務において使用されている膨大な路面性状調査データを用いた

分析を行う．また，補修履歴の情報の欠損が，パフォーマンスカーブの推定結果に与

える影響を考察する． 

 第 5 章では，地域条件で異なる舗装の劣化要因を的確に把握し，長寿命化施策へ反

映する方法を検討する．具体的には，構造条件として As 層厚を採用し，地域の環境・

材料条件として降雨特性と骨材のはく離抵抗性を定量化したうえで，高速道路舗装の

劣化速度に与える影響を分析する．さらに，混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定

パラメータを用いて，地域の環境・材料条件を考慮した舗装構造設計手法を提案する．  

 第 6 章は結論であり，前章までに得られた結果を統括し，本論文の成果とする．  
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図-1.8 本論文の構成 

 

組織・体制レベル：舗装の長寿命化の実現

ネットワークレベル：損傷の深層化の評価

プロジェクトレベル：合理的な補修・改築・4車線化工事の実施

【第2章】
損傷の深層化の実態分析

【第3章】
高速走行に対応した
路面たわみ量測定装置

【第4章】
統計的劣化予測手法を用いた舗装補修計画の高度化

【第1章】序論

【第5章】
地域の環境・材料条件を考慮した舗装構造設計手法

【第6章】結論
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注1) 高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会，高速道路

資産の長期保全及び更新のあり方中間とりまとめ，2013.4. 

 

注2) 高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会，高速道路

資産の長期保全及び更新のあり方中間とりまとめ，2023.1. 
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第 2 章 損傷の深層化の実態分析 

 

 

2.1 はじめに 

 

 西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 西日本）が管理する高速道路の約半数が供

用から 30 年を超え，長期間の供用により高速道路舗装の大部分を占めるアスファルト

舗装の老朽化が進行している．高速道路におけるアスファルト舗装の「解体新書」プ

ロジェクト 1)が発表されて以降，NEXCO 西日本管内においても各地で開削調査が実施

されており，損傷が舗装構造の深い層まで進展していることが確認 2)されている．こ

れらの損傷形態は，アスファルト安定処理上層路盤の疲労ひび割れや下層路盤の脆弱

化であり，それに起因して路面にはポンピングや局部的な沈下（以下，局部変形）と

いった変状が生じている 1)．このような深層に及ぶ損傷に対応しつつ，高速道路舗装

の要求性能である安全・安心・快適な路面の提供を実現するためには，表基層の適時

修繕や老朽化の進行を踏まえた路盤の再構築および補強により，舗装の長寿命化が可

能となる効率的な舗装修繕施策を立案しなければならない．  

NEXCO 西日本における現状の舗装マネジメントでは，日常的なマネジメントとし

て，1）安全な道路交通を確保し第三者等への被害を未然に防止すること，2）舗装の

変状発生状況等を日常的に確認することを目的とした日常点検を実施している．日常

点検では，主に高速道路本線内から確認できる範囲を対象として，車上目視および車

上感覚により点検し，必要に応じて降車し変状の状態を確認している．日常点検の頻

度は，交通量や地域特性から 2～3 日に 1 回を標準としている．また，日常点検とは別

に，24 時間 365 日体制で高速道路をパトロールする交通管理隊は，交通管理において

支障があるポットホールや局部変形などの舗装路面に関する変状を発見した場合，即

時に土木系技術者に情報を共有している．これらの情報は，東日本高速道路株式会社・

中日本高速道路株式会社・西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO3 会社）が共同で

開発した点検補修管理システム（以下，点検システム）に格納され，異常の発見から

ポットホールの穴埋めやひび割れ部のシール材注入といった維持補修の実施まで一元

的に管理されている．中長期的なマネジメントとしては，路面性状調査を 1～3 年間隔

で行い，その診断結果に基づき修繕計画を策定したうえで舗装補修工事を実施し，修

繕された内容は NEXCO3 会社で共同開発した舗装マネジメントシステム（以下，

NEXCO-PMS）に格納されている．このように，日常点検と路面性状調査の各データは

異なるシステム上で管理されており，日常点検の情報が修繕計画に十分に生かされて

いないのが現状である． 
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以上の問題意識のもと，本研究では日常点検と路面性状の各データを活用した高速

道路舗装の新たな修繕施策について検討した．本章は，これらの検討結果について報

告する．具体的には，2.2 で，本章の概要と目的を述べ，2.3 で，データ連携の方法を

示し，2.4 で，現状の路面管理の実態を整理する．そして，2.5 で，路面性状調査と日

常点検のデータを連携した分析を通じ，舗装の劣化進行状態に応じた修繕施策の策定

手法や，アスファルト層厚の重要性を踏まえた修繕サイクルの長期化への方向性を考

察する． 

 

  



26 
 

2.2 本章の概要と目的 

 

高速道路で標準的に採用しているポーラスアスファルト舗装（以下，高機能舗装Ⅰ

型）には，ポンピングや局部変形といった従来の密粒度舗装とは異なる形態の変状が

生じることが知られている．これらの変状は，従来の路面性状値の 3 要素（ひび割れ

率，わだち掘れ量，IRI（評価長 200m））で直接的に捉えることが困難であるとされて

おり，新たな指標によるマネジメントが提案されている．宮﨑らの研究 3)では，これま

での高速道路の路面管理基準の代替的なものとして，評価長 10m，評価指標 IRI を用

いることを提案し，実データに基づいた推計結果からその適用可能性について述べて

いる．推計の結果は，評価長 10m，評価指標 IRI による評価が，現場管理者が経験的に

獲得している実務的な感覚と整合が高いものであり，その補修要否判断の決定の際に

重要な基準になり得る可能性があると報告している．江口らの研究 4)では，わだち掘

れ測定用に使用する横断プロファイルを，縦断方向に連続的に分布させた 3 次元点群

データに変換し，この 3 次元化したプロファイルに対して標準偏差を算定することで，

路面に生じるポンピングを検出できると報告している．しかし，これらの研究は，ポ

ンピングや局部変形といった現象そのものを捉えるための新たな指標の創設といった

観点で有用性が高いものの，それぞれの指標に対して舗装マネジメントを実践してい

くための計測頻度や補修目標値の設定などについて検討が必要であり，現時点におい

て実用化に至っていない．このため，ポンピングや局部変形の形態を物理量として表

すことができないものの，その発生状況や補修状況などは，それ以外の損傷事象とと

もに点検システムに経時的に把握・記録されていることから，日常点検データを分析

し，舗装マネジメントに反映することが有用であると考える．  

川村らの研究 5)では，路面性状調査結果の報告様式に目視調査（日常点検）結果を追

加した事例を示している．この工夫により，実務担当者は，路面性状調査の結果に基

づき修繕が必要と判断される箇所と目視調査で変状が発見されている箇所の位置関係

を同時に把握することが可能となる．そして，これらの箇所が近傍にある場合，路面

の平たん性や施工の効率性を確保する観点を含めた修繕範囲を計画することが可能に

なると述べられている．しかし，舗装深層部の損傷が路面にポンピングや局部変形を

引き起こし，それに伴い路面性状値が悪化する可能性を考慮すると，路面性状調査と

目視調査の結果を組み合わせ，舗装深層部の損傷状況を定量的に評価するというアプ

ローチが考えられるが，この事例では考察されていない．  

本研究では，これまでに獲得されている路面性状調査と日常点検結果の各データお

よび舗装建設時の情報を，路線・車線・キロポストといった位置情報で連携した分析

を行う．この分析を通じ，近年における路面性能の実状と日常点検で確認される変状

の傾向を整理し，舗装深層部の損傷の進展によってどのような事象が路面に生じてい
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るのかを明らかにしていく．本研究の独創性は，路面から得られるこれらの情報を用

い，舗装深層部の損傷状況を定量的に評価する方法を検討することにある．また，膨

大なデータに基づき舗装深層部の損傷状況をネットワークレベルで区分することを試

み，この損傷区分に応じた修繕施策についての考察を加える．さらに，路線の違いな

どにより様々な舗装構造が存在していることから，舗装の損傷状況と舗装構造との関

係を分析し，損傷抑制につながる施策の方向性を見出していく．これらのことは，舗

装の損傷の深層化に対する修繕施策の改善に向けた有用な知見を示すものと考える．  
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2.3 位置情報によるデータ連携 

 

2.3.1 NEXCO-PMS の概要 

NEXCO-PMS は，高速道路舗装の建設データおよび管理段階で発生する補修履歴デ

ータを効率的に蓄積するとともに，定期的に観測される路面性状測定データから現況

の把握と将来の予測を行い，効率的な舗装修繕計画の策定を支援することを目的とし

たシステムである．NEXCO-PMS は，主に「舗装構成データベース（以下，DB）」と「路

面性状 DB」で構成されている．舗装構成 DB は，道路名・車線名・キロポスト（以下，

KP）などの位置情報，供用開始日・舗装種類・舗装厚さ・補修履歴などの舗装構成情

報が記録されている．路面性状 DB は，路面性状調査で獲得された路面性状値が記録

されている．NEXCO 西日本では，各地域や路線の特性を考慮し，1～3 年に 1 回の頻

度で路面性状調査を実施しており，ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI の値を定期的に獲

得している．それぞれの評価長は，ひび割れ率およびわだち掘れ量は 100m，IRI は 200m

を採用している．路面性状調査は，NEXCO 西日本の 4 支社（関西・中国・四国・九州）

で年度単位の業務として実施され，その成果が路面性状 DB に記録されている． 

 

2.3.2 点検システムの概要 

点検システムは，点検の実施から点検記録の保存までといった一連の保全事業サイ

クルについて，点検および補修の記録を確実に蓄積し，構造物の状況把握，今後の点

検調査や補修計画の立案，変状の進行・原因分析を行う基礎データを収集することを

目的としたシステムである．点検システムは「点検実施情報 DB」で構成され，点検実

施情報 DB には，道路名・車線名・KP などの位置情報，点検部位，点検日や点検者と

いった点検実施情報，変状の状態，変状の写真，判定結果，補修内容が記録されてい

る．点検システムは NEXCO 西日本グループ全体で使用しており，日常点検や交通管

理（パトロール）において発見された舗装に関するすべての情報が記録されている．  

 

2.3.3 データ連携 

NEXCO 西日本は，道路やインターチェンジ（以下，IC）やジャンクション（以下，

JCT）といった資産情報ならびに上下線や走行・追越車線といった車線区分にコード番

号を付与し，各システムや DB ではこれらのコード番号を共通で使用している．

NEXCO-PMS 内の「舗装構成 DB」「路面性状 DB」，点検システム内の「点検実施情報

DB」の道路名・車線名・KP といった位置情報も共通のコード番号が付与されており，

これらの情報をもとに図-2.1 に示す手順で 3 つの DB を連携させた．なお，本研究で

は，高速道路舗装の資産数として最も数量が多い土工部のアスファルト舗装を対象と

した． 
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 まず，舗装構成 DB から土工部アスファルト舗装の情報を抽出し，これを位置情報

による DB 連携の基軸とした．路面性状 DB からは，各年度単位の路面性状値を抽出

し，位置情報をもとに時系列的に整理した．なお，本研究では，現場における舗装マ

ネジメントの実態から，位置情報データを 100m 単位（基本道路区間）で集約した．こ

のため，200m の評価長で算出する IRI は，それを同値で 100m ごとに割当てることと

した． 

 次に，点検実施情報 DB からは，同じく土工部アスファルト舗装で確認された変状

のうち，「ひび割れ」「ポットホール」「わだち掘れ」「ポンピング」「局部変形」を抽出

した．なお，近年の高速道路舗装の表層は高機能舗装Ⅰ型になっており，「わだち掘れ」

と報告される変状は局所的なものがほとんどであることから，本研究では「局部変形」

と同一に扱うこととした．このようにして整理した点検実施情報について，位置情報

により舗装構成，路面性状のデータと連携させ，次節以降の分析を行った． 

 

 

  

 

図-2.1 位置情報によるデータ連携 

 

NEXCO-PMS 点検システム

舗装構成DB 路面性状DB 点検実施情報DB

【手順1】
土工部アスファルト舗装の抽出
（データ数：85,874の区間）
※100m/区間

点検レコード

2020～2015

局部変形－ひび割れ

－－－

        －－

舗装構成情報位置情報

補修
履歴

舗装
厚さ

KP車線情報路線名

dayt0.1上り走行路線A

dayt0.2〃〃

dayt0.3〃〃

路面性状値（3要素）

2020～2015

x2020xnx2015

y2020yny2015

z2020znz2015

【手順2】
各年度の路面性状値を時系列で整理
（データ数：719,302の測定値）

【手順3】
点検レコードを位置情報で連携
（データ数：16,425のレコード）

100m単位

• 各位置における路面性状値
• 各地点で2時点以上
• 時点が最も古い値を最古値，

新しい値を最新値と定義

• 1年度内に複数の報告の場合，最も
最後に報告されたレコード名

【位置情報で連携したDBのイメージ ※入力値は記入例】

• DB連携の基軸
• 共通のコード番号で管理
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2.4 路面管理の実態 

 

2.4.1 路面性能の実状 

本項ではひび割れ率，わだち掘れ量，IRI の路面性状の 3 要素（以下，路面性能）の

実状について分析する．データの対象期間は，NEXCO 西日本における路面性状調査の

最大間隔である 3 年を考慮し，各地点において 2 回以上の調査データが獲得されてい

る可能性が高い 6 年間として 2015 年～2020 年とする．図-2.2(a)は，各年度に獲得さ

れた路面性状値がその時点において，表-2.1 の補修目標値を超えている割合，つまり

路面性能が低下している割合を示している．ここで，補修目標値とは，この値に達す

るまでに補修を行うことが望ましいとされている値である．近年，路面性能低下割合

は，IRI が他の要素に比べて大きくなっている．図-2.2(b)は，2015 年～2020 年の間に

おいて同一地点で 2 回以上の調査データが獲得されている箇所を対象に，それぞれの

箇所における最も古いデータと最も新しいデータを抽出し，それぞれのデータ群にお

いて算定した路面性能低下割合を比較している．同図からも，ひび割れ率やわだち掘

れ量については経年による路面性能低下割合に目立った傾向は見受けられないが，IRI

は増加している傾向である．  

IRI 算定の入力値は縦断プロファイルであり，上下方向の変位が大きくなると IRI も

大きくなる．その要因は様々であるが，老朽化等に伴う舗装深層部の損傷に起因した

ポンピングや局部変形が路面に生じた場合も IRI が大きくなる可能性が考えらえる．

したがって，IRI を良好に保ち，安全で快適な路面を持続的に提供するためには，ポン

ピングや局部変形の発生に関する情報が蓄積されている日常点検のデータと IRI を時

系列的に整理した路面性状のデータを連携した分析を行い，舗装の劣化状況を評価す

る必要があると考えられる．なお，図-2.2 両図においてわだち掘れ量の割合が低く推

移している理由としては，表層に高機能舗装Ⅰ型などの耐流動性に優れた混合物を採

用していることがあげられる． 

 

2.4.2 日常点検で確認される変状の傾向 

点検システムが本格的に運用開始された 2012 年以降のデータを対象に，近年におけ

る舗装路面の変状の傾向を分析する．図-2.3(a)は各年度における点検で発見された変

状の報告数（以下，点検レコード数）の推移，図-2.3(b)は変状種別の比率を示してい

る．なお，点検レコードは日常点検で変状を発見した際に登録される．例えば，その

変状が軽微であり，変状の発見段階では状態監視と判断した後，その変状が進展した

場合は点検レコードの内容が変更される（点検レコード数は増えない）．一方，点検レ

コードが登録された変状の補修が完了した後，同じ場所で変状が再発した場合は，新

たに点検レコードを登録する（点検レコードの数は増える）．図-2.3 より，舗装に関す
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る点検レコード数は経年的に減少している傾向が確認できる．特にポットホールの点

検レコード数は，2012 年度は年間 1000 件以上であった状況から 2020 年度時点では年

間 300 件程度になっている．NEXCO 西日本では，予算や交通規制の制約により現地レ

ベルの調整はあるものの，路面にポットホールやポンピング等の変状が確認された場

 

(a) 各年度の路面性能低下割合 

 

 

(b) 各測定箇所の最古値・最新値の比較 

図-2.2 路面性能の傾向 
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表-2.1 補修目標値 

 

 

ひび割れ率 わだち掘れ量 IRI

20% 25mm 3.5mm/m
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合（それらを応急的に処置した場合も含む），当該箇所を含む 100m・車線を修繕の対

象にしている．この対応により，ポットホール等が発生したピンポイントの箇所は事

後保全的な措置となるものの，その周辺はポットホールにつながる予備軍的な損傷が

改善される．これが予防保全としての効果をもたらし，ポットホールの点検レコード

を減少させる一要因として考えられる．一方で，路盤など深層部の損傷が疑われる 1)

ポンピングと局部変形の点検レコード数は，年度によるばらつきがあるものの年間 600

～700 件程度で推移している． 

 

 

 

(a) 各年度の点検レコード数 

 

 

(b) 各年度の変状種別の割合 

図-2.3 日常点検による変状の傾向 
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2.4.3 個別路線における分析 

NEXCO 西日本が管理する新名神高速道路の甲賀土山 IC～草津 JCT 間は 2008 年に

供用を開始し，建設時の舗装設計に基づき表-2.2 に示す 2 断面が採用されている．そ

れぞれの区間における 2019 年の日平均大型車交通量は，区間 A：11,005 台/日・方向，

区間 B：11,284 台/日・方向とほぼ同じであるにもかかわらず，それぞれの区間の舗装

の損傷状況は大きく異なっており，区間 B ではアスファルト安定処理上層路盤の疲労

ひび割れや下層路盤の脆弱化といった深層におよぶ損傷が報告されている 2)． 

図-2.4 は，当該区間において日常点検データが整備されている 2012 年以降の点検

レコード数の推移を示している． アスファルト層（表層，基層，アスファルト安定処

理上層路盤）の合計厚さ（以下，As 層厚）が 30cm の区間 A は，2020 年までに切削オ

ーバーレイ等の修繕工事は実施されていない．一方，As 層厚が 21cm の区間 B は，供

用後 1～2 年が経過した段階で路面にポンピングや局部変形といった損傷が多発して

いた．これを受け区間 B では，2010 年より，As 層厚を 21cm から 24cm に改良する修

繕工事が実施されており，その効果により，近年は点検レコード数を低く抑えること

ができている．図-2.5 は，それぞれの区間における路面性能の推移であり，図-2.5(a)

がひび割れ率，図-2.5(b)が IRI である．ひび割れ率は，区間 A と区間 B の差は確認で

きない．一方，IRI の推移は，経年による変化がほとんど生じていない区間 A と異な

り，区間 B では値が大きくなっている． 

以上のとおり，深層部の損傷が実際に確認されている区間 B では，日常点検で報告

される変状が多発し，路面性能では IRI が大きくなる傾向を確認した．なお，区間 B

において，As 層厚の改良（21cm→24cm）の効果により，IRI の劣化進行が抑制や鈍化

されるかなど，今後の傾向を見極めていく必要があると考える．  

表-2.2 新名神（甲賀土山～草津）の舗装構成 

 

 

各層厚さ
(cm)

As層厚さ

(cm)

各層厚さ
(cm)

As層厚さ

(cm)

表層 4 4

基層 6 6

Asｂ 20 11

Csｂ 15 19

※Asb：アスファルト安定処理上層路盤

※Csb：セメント安定処理下層路盤

30 21

区間A

(土工延長8.9km)

区間B

(土工延長10.1km)舗装
構成
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2.4.4 路面管理実態から見る損傷の深層化の影響 

上記の分析結果から，高速道路舗装における深層部の損傷は舗装路面にポンピング

や局部変形といったかたちで現れる．IRI はその局所的な変状を捉えることは困難であ

るが，変状の進展や補修・修繕の影響等，舗装マネジメントにおける重要な情報を捉

えることができる可能性を有している．したがって，次節において，路面性状調査と

日常点検のデータから，双方の路面変状の状況を組み合わせた分析を行い，舗装の劣

化進行状態を評価する手法や，その評価を踏まえた修繕施策の策定手法を検討する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.4 新名神（甲賀土山～草津）の点検レコードの推移  
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(a) ひび割れ率 

 

 

(b) IRI 

図-2.5 新名神（甲賀土山～草津）の路面性能の推移 
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2.5 損傷の深層化を考慮した修繕施策の提案 

 

2.5.1 劣化進行段階に応じた修繕施策の策定手法 

図-2.6 は，各地点の IRI の最新値について支社ごとの平均値を算出した結果である．

最も値が低かった A 支社を 1.0 としたときの比を示しており，D 支社と B 支社は 1.1

程度，C 支社は 1.3 程度と，現状の IRI 値は C 支社管内が最も大きいことがわかる．次

に，図-2.7 は，各支社が管理する路線ごとに算定した IRI の進行速度を表す⊿IRI と日

常点検による変状の発生状況を表す点検レコード密度の関係を示している．ここで，

⊿IRI とは，各地点における 2015 年～2020 年の間で測定された IRI について，最新値

から最古値を減じ，その 2 値間の期間を年単位に換算した年数で除した値である．な

お，最新値から最古値を減じた解がマイナスとなる地点（IRI が数値として改善してい

る地点）のデータは除外している．また，点検レコード密度とは，同期間の 2015 年～

2020 年で報告された点検レコード数を支社・路線単位で集計し，それを各路線の土工

部の車線管理延長で除した値である．図-2.7 の各プロットの位置は，点検レコード密

度も⊿IRI も小さい A 支社，点検レコード密度は小さいが⊿IRI は大きい B 支社と D

支社，点検レコード密度も⊿IRI も大きい C 支社というように，支社単位で大まかに

区別できる．図-2.7 には上記の区別を点線で示しており，それぞれを状態 1，状態 2，

状態 3 と表記した．このような舗装の劣化状態が地域によって異なるという傾向は，

既往の文献 6), 7)でも指摘されている． 

舗装深層部の損傷に対応し，安全・安心・快適な高速道路舗装路面を持続的に提供

するためには，予防保全型の管理を行い，舗装の長寿命化を図ることが必要である．

舗装点検要領 8)では「路盤以下の層の保護を通じた長寿命化」の重要性が示されてお

り，表基層の適時修繕により路盤損傷の防止を図ることは，舗装の予防保全のひとつ

と考えることができる．これらのことから，舗装の修繕施策の策定にあたっては，路

盤以下の状況を考慮した意思決定が必要であり，本研究では路面から得られる情報を

用いて舗装深層部の損傷状況を評価する方法を検討する．具体的には図-2.6 と図-2.7

を組み合わせた分析である．まず，状態 1 の A 支社は，IRI の値が小さいうえにその

増加傾向も見られず，かつ日常点検で報告される点検レコード数も少ない．したがっ

て，状態 1 のエリアは舗装深層部が「健全」な状態にあると判断することができる．

次に状態 2 の D，B 支社は，IRI の値はまだ小さく，日常点検で報告される点検レコー

ド数も少ない．一方，⊿IRI の値が大きく IRI が劣化傾向にあることから，深層部の損

傷が徐々に進行している可能性が疑われる．つまり，状態 2 のエリアは，舗装深層部

が「劣化進行段階」にあると考えることができる．最後に状態 3 の C 支社は，IRI の値

が大きく，かつ日常点検において変状が多く報告されている．したがって，状態 3 の

エリアは「劣化終局段階」と判断することができる．なお，状態 2 に区分した D 支社
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の一部の路線では，他の路線に比べ⊿IRI が大きく早期に状態 3 へ遷移する可能性が考

えられることから，今後，当該路線の日常点検で報告される変状状況を注視する必要

がある．また，図-2.7 には 2.4.3 個別路線における分析の対象とした新名神の区間Ａ

と区間Ｂの値を併記した．As 層厚が厚く舗装の状態が良い区間Ａは状態 1 のエリアに

プロットされた．一方，開削調査により舗装深層部の損傷が実際に確認されている区

間Ｂは状態 3 のエリアにプロットされており，本研究の分析手法による舗装深層部の

劣化状態区分と符合する．  

舗装深層部の損傷状況を上記のとおり捉えれば，これからの高速道路舗装の修繕施

策を次のとおり考えることができる．まず，状態 1 のエリアは，継続して得られる路

面性状調査データ，日常点検結果について本研究の分析手法等を活用し，舗装深層部

において損傷発生の兆候が見られないか，経過観察していくことが望まれる．次に，

状態 2 のエリアでは，路面性状調査で獲得される路面性能値のうち，これまで以上に

 

図-2.6 支社ごとの IRI の比較 
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図-2.7 ⊿IRI と点検レコード密度の関係 
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IRI を重要視する．つまり，予防保全型の管理を行い舗装の長寿命化を実現するために

は，IRI 値に基づいた表基層の切削オーバーレイを実施し，舗装深層部の損傷を抑制す

ることが必要である．また，例えば浸透型補修工法 9)などを用いた既設舗装の延命を

図る予防的維持を積極的に実施していくことも，取り得る施策の一つとして考えられ

る．最後に，状態 3 のエリアでは，道路管理者としてのリスク事象を起こさないよう

に留意したうえで，日常点検で変状が発生した箇所に対応しつつ，ある程度の範囲（例

えば現状と同等の 100m・車線）をまとめて修繕し路面の損傷を改善していくことで，

ポットホールを含めた変状の発生の抑制につなげていく．この際，舗装深層部が損傷

している可能性を踏まえ，深層部の打換え工を含めた計画を検討することも必要であ

る．  

 

2.5.2 修繕サイクルの長期化に向けた一施策 

舗装損傷の深層化に対応したマネジメント手法を検討するため，舗装の構造耐力に

関連性が高いと考えられる As 層厚 10), 11)と路面性能の関係を分析した．図-2.8 は路面

性能低下割合の傾向を As 層厚別で示しており，図-2.8(a)が As 層厚 18cm 以上 24cm

以下，図-2.8(b)が As 層厚 25cm 以上 35cm 以下の分析結果である．なお，As 層厚 18cm

は高速道路における最低の As 層厚であり，24cm 以下と 25cm 以上の区分はそれぞれ

のグループのデータ数がほぼ同等になるように設定した．両図から，近年において路

面性能低下割合が増加する傾向にあるのは，As 層厚が薄い箇所の IRI であることが確

認できる． 

図-2.9 は各地点の IRI の最新値と As 層厚の関係であり，IRI は As 層厚が厚くなる

ほど平均値とばらつきが小さくなる傾向となっている．この関係は，交通履歴も一要

因と考えられることから，その影響について分析を試みる．図-2.10 は各地点の供用開

始から 2019 年までの累積大型車交通量と As 層厚の関係であり，概しては正の傾向と

なった．これは，高速道路のアスファルト舗装の構造設計に採用している TA 法では，

設計交通量を考慮して As 層厚を設計しているため，それを反映しているものと考え

る．続いて，図-2.9 と同様に，As 層厚別のデータが広く分布している図-2.10 の青点

線で囲む範囲（500 万台～1500 万台）と赤実線で囲む範囲（6000 万台～8000 万台）の

データを抽出し，IRI と As 層厚の関係を分析した結果を図-2.11 に示す．この分析に

おいても IRI は As 層厚が厚くなるほど平均値とばらつきが小さくなる傾向である．こ  

れらのほか，亀山らの研究 10)では，IRI の算定に含まれる縦断プロファイルの 0.8～

1.6m の波長成分が，アスファルト混合物層の層厚に影響を受けることを報告している

ことから，IRI の劣化状況は交通履歴よりも As 層厚の影響が大きいことがうかがえる．

なお，交通作用による IRI の劣化状況への影響等については，今後分析を行っていく

予定である． 
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(a)  As 層厚：18cm 以上 24cm 以下 

 

(b)  As 層厚：25cm 以上 35cm 以下 

図-2.8 As 層厚の違いによる路面性能の比較 
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図-2.9 IRI と As 層厚の関係 
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 図-2.12 は，変状レコードの有無による⊿IRI の傾向を As 層厚別に示している．こ

こで，変状レコード有りとは，図-2.1 に示したデータ連携において，2015 年～2020 年

の間に日常点検で何らかの変状が報告された箇所のことをいう．なお，図-2.12 の凡例

は，変状レコード有りのデータについて，舗装内部の変状が路面に現れていると考え

られる「ポンピング」・「局部変形」のグループとそれ以外のグループに区分している．

図-2.12 より，⊿IRI は As 層厚が薄い箇所のほうが大きい値を示している．また，変

状レコード無しの地点に比べ変状レコード有りの地点の⊿IRI の値が大きくなってお

り，変状レコード有り地点の比較では，ひび割れ・ポットホールのグループに比べポ

 

図-2.10 累積大型車交通量と As 層厚の関係 
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図-2.11 累積大型車交通量別の IRI と As 層厚の関係 
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ンピング・局部変形のグループの方の値が大きくなっている．  

以上の分析結果から，IRI の大きさと As 層厚の間には関係性が認められ，As 層厚を

厚くし舗装構造の強化を図ることによって，変状の発生を抑制し，長期的に IRI を良

好な状態で保つことができると考えられる．  

 

 

  

 

図-2.12 変状レコードの有無による⊿IRI の傾向 
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2.6 おわりに 

 

本研究では，高速道路舗装の損傷が舗装構造の深い層まで進展していることを踏ま

えたうえで，長寿命化が可能となる効率的な舗装修繕施策の立案として，これまで別々

に管理されていた NEXCO-PMS と点検システムのデータを位置情報で連携した分析を

行い，以下の知見を得た． 

 近年の高速道路舗装では，路面性能のうち IRI の劣化が進行している． 

 日常点検で報告される点検レコードは，ポットホールが経年的に減少している一

方で，ポンピングや局部変形といった舗装構造の深層部の損傷が影響していると

考えられる項目は，未だ多く報告されている．  

 実際に深層部の損傷が確認されている新名神の事例では，路面には日常点検で報

告される変状が多発し，路面性能では IRI の値が大きくなっている． 

 以上のことから，IRI は舗装の損傷の深層化の進展を捉える可能性がある．  

 IRI の劣化進行性を表す⊿IRI と道路延長あたりの点検レコード数を表す点検レコ

ード密度の関係を用い，舗装深層部の損傷状況を「健全」，「劣化進行段階」，「劣化

終局段階」に評価する方法を示した．  

 また，劣化状態に応じた予防保全の実施など，舗装の長寿命化に向けた修繕施策

を示した． 

 舗装の修繕サイクルの長期化に向けた施策として，舗装構造耐力と密接に関係し

ている As 層厚を厚くすることの有効性を示した．  

一方で，今後，高速道路舗装マネジメントのさらなる高度化に向けて，次のような

課題があげられる．第 1 に IRI の劣化因子の特定があげられる．我が国の高速道路舗

装において，アスファルト舗装の構造設計は主に TA 法が用いられている．TA 法は，一

定のサービス水準を維持できる寿命を舗装がおかれている地域・環境にかかわらず一

律に確保することを目的とし，路床の設計 CBR と設計期間中の総通過 10ton 換算軸数

から求まる TA をもとに，舗装各層の厚さを決定する．しかし，舗装劣化の地域特性に

ついては，既往文献 6), 7)においても指摘されており，本研究の実証分析においても地

域（支社）ブロック単位で IRI の劣化状況が異なることを確認した．一方で，累積大型

車交通量による IRI の劣化状況の違いは確認できなかった．これらのことから，地域

特有の気象・風土などが舗装の寿命に与える影響や，交通作用に関しては実際の軸重

の分布の影響を分析するなど，IRI の劣化因子を特定することで高速道路舗装マネジメ

ントのさらなる高度化が期待できる．第 2 に，DB の入力データの精緻化である．本研

究において NEXCO-PMS や点検システムに記録されているデータを調べたところ，舗

装構成が登録されていない路線・区間があることや現実的には考えにくい舗装構成（厚

さ）の入力値が散見された．また，点検システムにおいては多くの関係者がデータを
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入力することから，川村ら 5)も指摘しているとおり，例えば同じ変状であっても個人

差により異なる種別が入力される可能性等が考えられた．今後，舗装マネジメント分

野において DX を推進していくにあたり，DB に入力されるデータはすべての業務の根

幹となる．したがって，例えば写真を撮影すると自動で変状内容が入力されるなど，

AI 等の様々な技術を駆使して DB やフロントシステムを継続的に改善していく必要が

ある．第 3 には，路面性状測定車を用いた測定手法のように，舗装耐力を直接的かつ

連続的に取得できる測定システムの開発があげられる．今後，例えば MWD12)のような

装置を高速道路舗装にも適用できるシステムを開発し，日常点検・路面性状・構造耐

力を効率的かつ一元的に管理できる舗装マネジメント手法を構築することが望ましい． 
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第 3章 高速走行に対応した路面たわみ量測定装置 

 

 

3.1 はじめに 

 

西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 西日本）が管理する高速道路のアスファル

ト舗装において，舗装構造の深層部まで進展する深刻な損傷が確認 1)されている状況

の中，高速道路舗装の安全な路面を持続的に提供するために，高速道路舗装マネジメ

ントの高度化が求められている．第 2 章では，NEXCO 西日本が獲得している膨大な路

面性状調査と日常点検のデータ連携から，IRI により損傷の深層化の進展を評価したう

えで，今後の舗装マネジメントにおける長寿命化の方向性を提案した．これに対し，

本章では，舗装構造健全度の情報をより直接的に評価できる手法を検討する．  

NEXCO 西日本は， 1～3 年間隔で路面性状調査を実施し，舗装の劣化管理指標とし

てひび割れ率，わだち掘れ量，IRI を獲得し，現況の舗装の劣化状態を把握するととも

に，統計的劣化予測手法 2）を用いて将来の劣化状態を予測したうえで，ネットワーク

レベルの修繕計画や中長期的な予算計画を立案している．各年度の舗装補修工事では，

路面性状調査や日常（目視）点検の情報から修繕箇所を選定し，当該箇所に対して開

削調査や FWD 調査を行い，修繕方法（深さ方向の補修断面の設計）を決定している．

しかし，開削調査や FWD 調査は，1）調査にあたって交通規制が必要となること，2）

調査に多大な時間と労力が必要となること，といった課題があることから，調査目的

はプロジェクトレベルにおける補修深さの検討となっている．すなわち，深層部にま

で損傷が進展していると考えられる道路区間だけが調査対象となり，調査結果の情報

は限られた範囲でしか獲得できていない．今後，損傷の深層化が顕在化している高速

道路舗装に対し，合理的なマネジメントを行うためには，舗装構造の健全度に関する

情報を網羅的かつ大量に獲得し，ネットワークレベルのマネジメントに反映していく

必要がある注 1)． 

以上の問題意識のもと，本研究では，舗装構造の健全度を評価する一つの指標であ

る路面たわみ量を，高速で移動しながら測定できる装置（以下，HSWD : High Speed 

Wheel Deflectometer）の技術開発について，基礎的な検討を行うことを目的とする．具

体的には，路面に所定の輪荷重を載荷した際に生じるたわみ量を光切断法で測定する

手法を検討する．以下，3.2 で本章の基本的な考え方を述べる．3.3 で予備検討の内容

を説明し，3.4 では今回試作した HSWD の概要を報告する．そして，3.5 において，実

供用下の高速道路本線上で実施した HSWD 試験測定結果と FWD 調査結果を比較し， 

HSWD による路面たわみ量測定手法について検討する．  
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3.2 本章の基本的な考え方 

 

3.2.1 HSWD の必要性 

高速道路舗装において，舗装構造の深層部の損傷が顕在化している状況を考慮する

と，路面に関する劣化管理指標に加え，舗装構造の健全度に関する情報を取り入れた

マネジメントの実践が必要となる．具体的には，図-3.1 に示すとおり，路面性状調査

で獲得する 100m・車線を基本単位としたひび割れ率・わだち掘れ量・IRI のデータベ

ースに，構造健全度に関する情報を追加し，ネットワークレベルの補修計画等に反映

させることである．FWD 調査や開削調査は，多大な労力を要するとともに，健全度評

価の情報は点評価となることから，図-3.1 を実現することは現実的に困難である．そ

こで，路面性状調査車両の運用と同様に，1）管理する全区間にわたり，舗装構造の健

全度に関する情報を定量的に獲得できること，2）測定のために車線規制等の交通規制

を要しないこと，3）大量の測定データを効率的に処理できること，が可能となる HSWD

の開発が急務である． 

 

3.2.2 移動式たわみ測定装置 

(1) 既存の測定技術 

諸外国では，道路ネットワーク全体の舗装構造の健全度を把握することを目的に，

移動しながら連続的に路面たわみ量を測定する試験機の開発が進められている 3)．し

かし，これらの機械を日本に導入するには，車両の寸法が車両制限令に抵触するなど

の課題がある．  

我が国においては，日本の道路を走行可能な大きさまで小型化すること，小型化に

応じた適切な測定手法を構築することを目的として，移動式たわみ測定装置（MWD：

Moving Wheel Deflectometer）の開発が進められている 4)-6)．現行の MWD の測定システ

ム 6)では，輪荷重によって生じる路面のたわみ速度をドップラー振動計により計測し，

ノイズを除去する演算を行い，路面たわみ量を算出する手法をとっている． MWD に

より実路面を測定した結果では，MWD 測定の再現性は非常に高く，FWD たわみ量と

もよく一致すると報告されている．しかし， MWD の測定では速度依存性が認められ

ないとしつつも，公開されているデータは時速 20～40km における試験結果であり，

高速道路の測定に必要な速度域に関する精度は不明となっている．  

 

(2) 高速道路舗装の測定に求められる技術 

HSWD により，交通規制を実施せずに高速道路上を移動しながら測定するためには，

時速 70～80km 程度での測定が可能となるシステムが必要である．また，HSWD の効

率的な運用を踏まえると，測定車両は車両制限令の一般的制限値を満足し，測定に際
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して特殊車両通行許可の申請を不要にする必要がある．さらに，高速道路の舗装構造

設計では，舗装最小厚（表層から下層路盤までの合計厚さ）が 350mm に，アスファル

ト混合物層（表層・基層・アスファルト安定処理上層路盤）の最小厚が 180mm にそれ

ぞれ規定されている．そのため，一般道と比較して高速道路上で得られる路面たわみ

量は小さくなると考えられ，HSWD では 0.2mm 程度の路面たわみ量を検出できる必要

があると考えられる． 

 

3.2.3 光切断法による路面たわみ量の測定 

非接触で物体の形状を計測する手法は数多く存在し，その中で汎用的な方法の一つ

がレーザー変位計である． MWD 開発初期 4)や諸外国の代表的な移動式たわみ測定装

置である RWD : Rolling Wheel Deflectometer7)において，路面たわみ量の測定にレーザ

ー変位計が用いられている．開発初期の MWD や RWD は，数個のレーザー変位計の

測定値から路面のたわみ量を算出する手法を採用している．測定結果は，路面凹凸や

車両振動の影響を受け，FWD 調査結果と高い相関性を得るためには 100m 程度の平均

データを用いる必要があるとされている．しかし，路面たわみ量を算出する過程にお

いて，データの平均長を長くすると，短い距離の支持力低下区間があり，たわみが大

きくなる場合であっても，当該部分のたわみは移動平均によって平滑化処理されてし

まい，明確なトレンドが得られなくなる可能性が指摘されている 5)．  

一方，非接触で物体の形状を計測する手法には「光切断法」8)もある．光切断法の概

念を図-3.2 に示す．光切断法は撮影対象物（路面）に対して真上から線状のレーザー

光（以下，スリット光）を照射し，その反射光をカメラ（イメージングセンサ）で受光

して撮影対象物の高さ情報（路面プロファイル）を取得する．光切断法の計測精度は，

カメラとレーザーの性能，カメラとレーザーの相対的な位置関係などによって決定さ

れる．例えば，路面性状調査車両のわだち掘れ測定に実装されている光切断法では，

わだち掘れ測定の必要性能が横断プロフィルメータによるわだち掘れ深さの測定値に

 

図-3.1 高速道路舗装マネジメントにおける構造健全度情報の追加  
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対し±3mm とされていることから，計測精度は mm 単位のレベルであると考えられる．

一方で，錠剤の外観検査に光切断法を適用した事例 9)では，10μm の計測精度が報告さ

れている．このように，光切断法による形状計測の適用範囲は広く，路面たわみ量の

測定に適したシステムを検討することが可能であると考えられる．  

本研究では，路面に所定の輪荷重を載荷した際に生じるたわみ量を光切断法で測定

する手法を検討する．光切断法の原理の最大の特長は，ある範囲の高精度な高さ情報

を連続的に取得できることにある．このため，従来の数点のレーザー変位計を用いた

測定手法に比べ，高さ情報の量が圧倒的に多くなり，路面たわみ量を求めるために様々

な計算方法を検討することが可能となる．また，多くの路面性状調査車両において，

路面の形状計測に光切断法が実装されている状況を鑑みると，光切断法の応用的な活

用方法として路面たわみ量の測定方法を示すことは，我が国の舗装の点検・調査・診

断技術の発展に貢献できるものと考えられる．  

 

  

 

図-3.2 光切断法の概要 

 

路面プロファイル
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3.3 予備検討 

 

3.3.1 荷重載荷方法の検討 

舗装構造の健全度を評価するにあたり，指標となる路面たわみ量の大きさの範囲は

広い方が望ましい．一般論として，ある荷重が載荷された際に生じる路面たわみ量は，

載荷荷重の大きさに比例するものと考えられる．一方で，HSWD を効果的に運用する

ためには，HSWD の走行について特殊車両申請等の手続きが不要になるよう，車両寸

法や重量を道路法に基づく車両制限の一般的制限値内に収めなければならない．以上

を考慮し，本項では， HSWD を想定した車軸，タイヤ，荷重，走行速度の違いによる

路面たわみ量の関係性を有限要素法（FEM）解析により検討する．なお，FEM 解析に

は，タイヤが舗装に載荷された際に生じる動的たわみの解析が可能な「SOLIDWORKS 

Simulation Premium（2018）」を使用した． 

 

(1) 舗装モデルの検討 

FEM 解析にあたり，図-3.3 に示す FWD 測定を模した舗装モデルを構築し，解析に

用いるパラメータ値等を検討した．舗装構成は，高速道路舗装における最低舗装厚

（350mm）とした．各層のパラメータは，筆者らの研究成果 10)や一般値 11)により，健

全な状態の舗装の値（20℃）として設定した．動的荷重条件は，円形等分布荷重を次

式のとおり設定した． 

 𝐹(𝑡) = 𝑃𝑚𝑎𝑥𝑠𝑖𝑛
2 (
𝜋

𝑇
𝑡) (3.1) 

ここに，F(t)：時刻 t における載荷荷重，Pmax：ピーク荷重（49KN），T：ライズタイ

ム（15msec）である．動的解析における減衰モデルは，参考文献 12)よりフォークトモ

デルを採用し，質量係数 α=0，剛性係数 β=0.01 を採用した． 

 舗装モデルの FEM 解析の結果を図-3.4 に示す．凡例は，たわみ量の発生位置と荷

重を示している．載荷点直下（位置：0mm）におけるたわみのピーク値は 0.2507mm と

なった．図-3.3 に示す条件で 49KN の荷重を載荷した際の載荷点の変形量を，多層弾

性理論による舗装構造解析ソフトである GAMES ：General Analysis of Multi-layered 

Elastic Systems13)で求めると 0.2869mm となり，今回の FEM 解析結果と近似している．

また，載荷荷重のピークと各センサー位置の路面たわみ量のピークがあらわれる時間

の位相差は 0.006 秒であり，参考文献 14)で示された位相差 0.007 秒（グラフ読み取り

値）と同程度であることから，妥当な結果と考えられる．以上のとおり，本研究の FEM

解析の舗装モデルは妥当性を有していると考えられる．  
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図-3.3 舗装モデル 
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図-3.4 舗装モデルの FEM 解析結果 
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(2) 荷重載荷方法と路面たわみ量の関係 

構築した舗装モデル上において，荷重（軸重）の大きさ，車軸とタイヤの配置，走行

速度をパラメータにした動的 FEM 解析を行い，路面たわみ量との関係を分析した．解

析のパターンは，1）軸重：10t，7.5t，5t，2）車軸とタイヤの配置：単軸単輪，単軸複

輪，複軸複輪，3）走行速度：0km/h，10km/h，80km/h の 27 パターン（3×3×3）とし

た．解析に用いたタイヤサイズは，最大負荷能力を考慮し，軸重 10t で単軸単輪パター

ンは 435/45R22.5，軸重 7.5t で単軸単輪パターンは 315/70R22.5，その他のパターンは

275/70R22.5 とした．なお，タイヤは複雑な構造を有しているが，過去の経験から，解

析におけるタイヤのヤング率は 5MPa を採用した． 

解析モデルを図-3.5 に，解析結果を図-3.6 に示す．今回の解析結果は，すべてのパ

ターンにおいて，最大たわみ量は 0.1mm よりも小さくなっている．軸重の大きさでは，

軸重が大きいほうが最大たわみ量が大きくなっている．車軸とタイヤの配置の違いに

 

図-3.5 動的 FEM 解析モデル 
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図-3.6 動的 FEM 解析結果 
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よる最大たわみ量の大小は，軸重の大きさにより傾向が異なっており，軸重 10t の場

合の最大たわみ量は単軸単輪≒複軸複輪＞単軸複輪となっている．走行速度では，静

止状態（0km/h）ならびに低速（10km/h）に比べ，高速（80km/h）の最大たわみ量は小

さくなっている．なお，動的荷重の載荷により発生するたわみの影響範囲は，載荷点

から±1,100mm（L=2,200mm）であった． 

今回の動的 FEM 解析では，荷重載荷時に時刻歴に応じてタイヤに変位が生じ，解析

が複雑化し，たわみ量の計算が収束しなかった．このため，タイヤの変位量を静的な

条件で求め，タイヤの変位量が一定となるように解析を実施した．このような荷重の

載荷条件が，FWD モデルに対して動的 FEM 解析で得られたたわみ量が小さくなって

いる原因として考えられる．しかし，軸重が大きくなるにつれて発生たわみ量が大き

くなること，載荷速度が速くなるにつれて発生たわみ量が小さくなることは，概ね実

務者の経験に沿うものであり，載荷方法の違いによる相対的な評価には適用できるも

のと考える． 

図-3.7 は，軸重 10t・走行速度 80km/h における車軸とタイヤの配置の違いによるた

わみ量の時刻歴応答を示している．最大たわみ量の比較では，単軸単輪が 0.0807mm，

複軸複輪が 0.0811mm となっている．複軸複輪のたわみ量が大きくなっている要因は，

前軸の荷重載荷により発生した路面のたわみが復元する前に後軸の荷重が作用し，路

面たわみ量が増幅しているものと推測する．しかし，その差は 0.0004mm と極めて小

さい．単軸単輪と複軸複輪の構造を考慮すると，1）複軸複輪に比べ単軸単輪ほうが明

らかに構造がシンプルで測定装置が簡便になること，2）路面の状態や走行時の振動等

の影響により，複軸複輪の路面たわみ量の増幅には誤差が生じると考えられる．以上

から，HSWD における荷重の載荷方法は，軸重 10t，単軸単輪方式を採用する． 

 

図-3.7 たわみ量の時刻歴応答（軸重 10t，走行速度 80km/h） 
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3.3.2 たわみ形状計測精度の確認 

前項の解析結果のとおり，健全な状態を想定した高速道路舗装に，単軸単輪で構成

される HSWD で軸重 10t を走行速度 80km/h で載荷した場合，路面に生じるたわみ量

は 0.1mm 程度と算定された．そこで本項では，光切断法によるたわみ形状計測が，

0.1mm 程度の精度を有しているかを実験的に確認する．  

 実験状況を図-3.8 に示す．実験に使用した試験体の寸法は，4,000×250mm とした．

合材の種類は，高速道路に標準的に使用されているポーラスアスファルト舗装（以下，

高機能舗装Ⅰ型）と，その比較として密粒度舗装（以下，密粒）とした．試験体の作製

は，所定の寸法の木製の型枠を準備し，その中に合材を舗設し，仕上げとしてプレー

トで表面を転圧した．なお，新設のアスファルト舗装面はアスファルトの油分が多く，

その影響により光切断法のスリット光が散乱することから，供用中のアスファルト舗

装面を模擬するために灰色艶消し塗装を施した．作製した試験体は，長手方向の端部

を架かりで，中央部をジャッキで支持することが可能な開口部に設置した．実験では，

まず，レベル（路面たわみ量 0mm）となるように，中央部および中央から 430mm の位

置に設置したダイヤルゲージの変位量が 0mm となるようにジャッキで調整した．次

に，中央部の変位量が 1.0mm となるようにジャッキを除荷した状態において，光切断

 

図-3.8 たわみ形状計測精度確認の実験状況 
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法によるたわみ形状計測を行った．その後，中央部の変位量を 0.1mm ずつ変化させ（ジ

ャッキを載荷），光切断法によりたわみ形状を計測した．なお，既往研究 4)-6)でも課題

とされているとおり，HSWD を用いた実路での測定では，車両の走行に伴う振動や車

体の傾きなどのノイズが発生する．しかし，本予備実験では，まずは測定条件が最も

良好である静止状態において光切断法によるたわみ形状計測精度を確認し，HSWD の

測定に対する適用可能性を検討することとした．  

 実験結果を表-3.1 および図-3.9 に示す．表-3.1 から，ダイヤルゲージの読み値と

光切断法による計測値の誤差の標準偏差は，中央部で高機能舗装Ⅰ型：0.015mm，密

粒：0.025mm，中央から 430mm 離れた位置で高機能舗装Ⅰ型：0.043mm，密粒：0.052mm

となった．中央部に比べて 430mm 離れた位置の誤差が大きくなった原因は，光切断法

の横断方向の計測位置は画像のピクセル量で管理しており，中央部のたわみ量が大き

くなると，実計測とピクセル量管理で横断位置にずれが生じていることが考えられる．

図-3.9 は，光切断法で得た高さのプロファイルデータとそれらを 2 次式で近似したた

わみ曲線であり，図-3.9(a)が高機能舗装Ⅰ型，図-3.9(b)が密粒の計測結果である．

着色線の違いは中央部（横断位置 0mm）のダイヤルゲージの読み値（0.1mm 間隔）で

ある．なお，本予備検討では，前述の FEM 解析で得られたたわみの影響範囲である中

央部から±1,100mm（L=2,200mm）の高さデータを光切断法で取得したが，実験中に供

試体が落下する恐れがあり，中央部から±900mm の位置で桟木により供試体を固定し

たことから，図-3.9 の計測結果は中央部から±900mm までの範囲を示している．図-

3.9 から，光切断法で得られる高さデータは，中央部から離れた位置においてもたわみ

量に応じたたわみ曲線が再現できていることが確認できる．以上の検討結果から，光

切断法によるたわみ形状計測おいて，0.1mm 程度の精度を有していると判断できる．

また，舗装種別の影響については，高機能舗装Ⅰ型と密粒で計測結果に大差はなく，

光切断法によるたわみ形状計測は，アスファルト舗装の合材種別に関係なく適用可能

と判断できる． 
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表-3.1 たわみ形状計測精度の確認結果 

 

 

舗装種別

確認位置

測定種別 ゲージ 光切断 誤差 ゲージ 光切断 誤差 ゲージ 光切断 誤差 ゲージ 光切断 誤差

0.10 0.07 -0.03 0.05 0.04 -0.01 0.10 0.04 -0.06 0.07 0.05 -0.02

0.20 0.17 -0.03 0.14 0.13 -0.01 0.20 0.18 -0.02 0.15 0.15 0.00

0.30 0.28 -0.02 0.19 0.20 0.01 0.30 0.30 0.00 0.24 0.23 -0.01

0.40 0.36 -0.04 0.27 0.25 -0.02 0.40 0.36 -0.04 0.31 0.27 -0.04

0.50 0.49 -0.01 0.34 0.31 -0.03 0.50 0.51 0.01 0.39 0.37 -0.02

0.60 0.56 -0.04 0.40 0.36 -0.04 0.60 0.59 -0.01 0.46 0.49 0.03

0.70 0.68 -0.02 0.47 0.44 -0.03 0.70 0.66 -0.04 0.53 0.56 0.03

0.80 0.77 -0.03 0.54 0.54 0.00 0.80 0.77 -0.03 0.59 0.67 0.08

0.90 0.89 -0.01 0.60 0.67 0.07 0.90 0.88 -0.02 0.67 0.77 0.10

1.00 1.01 0.01 0.67 0.76 0.09 1.00 1.02 0.02 0.75 0.85 0.10

誤差の標準偏差 0.015 0.043 0.025 0.052

測定値
(mm)

高機能舗装Ⅰ型 密粒

中央 中央から430mm 中央 中央から430mm

 

(a) 高機能舗装Ⅰ型 

 

(b)密粒 

図-3.9 たわみ形状計測結果 

（着色線の違いは横断位置 0mm のダイヤルゲージの読み値（0.1mm 間隔）） 
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3.4 実走行を想定した測定車両の製作 

 

3.4.1 測定車両の検討 

HSWD 測定車両の設計条件や予備検討の結果，各種計測機器・解析 PC などを搭載

するスペースなどを考慮すると，HSWD 測定車両は大型車となり，候補として 1）車

両一体型，2）牽引型があげられる．1）車両一体型（MWD は車両一体型）の場合，後

軸が駆動軸となりディファレンシャルギアが搭載される．HSWD では，軸重 10t の荷

重調整を後軸で行うこととなり，同じく後軸で光切断法により路面たわみ量を測定す

るシステムとなる．この時，ディファレンシャルギアにより光切断法の視野が確保し

しづらくなる．一方，2）牽引型のうち我が国で一般的なセミトレーラーは，設計の自

由度が高く，軸重の調整も容易になる．また，今後の開発において，様々な計器類を

必要に応じて拡張することが可能となる．さらに，トレーラーヘッドを切り離すこと

で測定車両の保管性も向上する．以上の理由から，HSWD の測定車両はセミトレーラ

ーをベースに製作することにした． 

本研究で製作した HSWD の外観を写真-3.1 に示す．車両検査証において，車両の寸

法（トレーラーヘッドを含む）は，長さ：805cm，幅：249cm，高さ 345cm であり，重

量（トレーラーヘッドを含む）は，車両総重量：12,550kg，後後軸重 9,970kg である．

このように，各値は車両制限令の一般的制限値内となっていることから，HSWD の運

用にあたり特車申請は不要である．また，ウエイト調整により軸重 10t の載荷が可能

となり，軸重の検査値は 9,970kg と 10t に近似している．トレーラーヘッドと HSWD

測定車両（セミトレーラー）の連結は，コンテナトレーラーなどで汎用的に採用され

ている形式にした．HSWD の架装部はトレーラーのシャシに剛結し，測定時に架装部

とトレーラー部にねじれが生じにくくするようにした．  

HSWD の完成系は，従来の路面性状値（ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI）と路面た

わみ量を同時に取得することを目指している．そのため，写真-3.1 に示す A 部には路

面たわみ量の測定ユニット，B 部には路面性状測定ユニット（ひび割れ率・わだち掘

れ量）を設置できるように製作した．また，C 部の位置にはレーザー変位計を設置で

きるようにしてあり，この計測値から IRI を算定することが可能となる．そのほか，

HSWD には，位置情報計測機器，距離車速計測機器，測定ユニット制御パソコン，発

電機を搭載する． 

 

3.4.2 測定システムの検討 

従来，主にわだち掘れ量の測定として路面性状調査車両に実装されている光切断法

のユニットは，道路横断方向にスリット光を照査している．これに対し， HSWD の路

面たわみ量測定は車線縦断方向に行うこととし，舗装構造の健全度に関する情報を連
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続的に取得できるようにした．光切断法を用い，道路縦断方向のたわみ形状を計測す

る場合，写真-3.2 に示すとおり，例えば OWP の測定では，OWP のタイヤ内側にスリ

ット光を真上から照射し，それを対角の IWP 側からカメラで撮影することになる．  

HSWD 測定では，タイヤ直下のたわみ量が特に重要な意味を持つことになることか

ら，タイヤ中心の直上に光切断法のユニットの中心を配置することが合理的である．

しかし，この際，車軸，サスペンション，フェンダー，ブレーキ等がカメラの視野を塞

ぐこととなる．そこで，カメラの視野を確保するために，ブレーキとサスペンション

の配管を車軸に固定するなどの工夫を施したが，予備検討で把握したたわみの影響範

囲であるタイヤ中心±1,100mm（L=2,200mm）の範囲を 1 台のカメラで測定することは

困難であった．したがって，図-3.10 に示すとおり，光切断の測定ユニットを（前）ユ

ニットと（後）ユニットに分割し，2 台のカメラを用いて車両の附属物が視野に入らな

いようにしたうえで，たわみ形状を取得することとした．このとき，機器取付の都合

上から，光切断法の測定範囲は，たわみの影響範囲をカバーできるように±1,225mm

（L=2,450mm）とした．この場合でも，光切断ユニットの中心からタイヤ直下までの

距離は 612mm であり，予備検討の結果（図-3.9）から光切断法の精度は確保されるも

のと考えられる． 

 

写真-3.1 試作した HSWD の外観 

 

 

写真-3.2 道路縦断方向の計測（車体の前方から後方に向けて撮影）  

 

レーザーカメラ

道路縦断方向
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 実際のスリット光の照査状況を写真-3.3 に示す．現段階では，タイヤ内側の縁から

スリット光照射位置までの距離が約 80mm 離れている．これは，測定時の車体の傾き

やタイヤの変形を考慮したものであるが，この距離は極力短い方が望ましく，今後引

き続き検討するべき事項の一つである．  

HSWD では，路面たわみ量に関する情報を面的に獲得することを目的に，OWP と

IWP の路面たわみ量を同時に取得することを想定し，車両の製作において十分に配慮

している．しかし，本基礎研究の段階では，OWP 側のみに測定ユニットを配置し，試

験測定を行うこととした．したがって，次節の試験測定のデータは，すべて OWP 側で

取得した路面形状に関する情報である．  

 

 

  

 

図-3.10 光切断法による路面たわみ量測定ユニット  

 

路面

(前)ユニット (後)ユニット

L=1,225

架装部

L=1,225

 

写真-3.3 スリット光の照射状況 
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3.5 試験測定 

 

3.5.1 試験測定の概要 

試作した HSWD を用い，実供用下の高速道路において試験測定を実施した．本研究

では，HSWD の技術開発に関して光切断法によるたわみ量測定方法に関する基礎的な

データを収集することを目的に，現在において路面たわみ量を測定する代表的な調査

方法である FWD 調査を同じ区間で実施し，双方の測定値を比較整理することとした．

試験測定区間の概要を表-3.2 に示す．当該区間には，2022 年に実施した路面性状調査

において，局所的なひび割れや沈下の発生，部分的なパッチング補修跡を確認してい

る．また，過年度に実施した FWD 調査において，大きなたわみが発生する箇所がある

ことを確認している． 

 HSWD 試験測定は，高速走行試験（70km/h）と低速走行試験（10km/h）を実施した．

試験測定の実施日時と測定時の気象条件を表-3.3 に示す．試験測定のうち，FWD 調査

と低速走行試験は夜間通行止め規制内で実施した．HSWD のデータサンプリング間隔

は 1,380fps であり，縦断方向データの取得間隔は 10km/h 測定時で約 2mm 間隔，70km/h

測定時で約 14mm 間隔である．FWD 調査の横断方向の測定位置は OWP とし，現地の

走行軌跡の状況から，外側線内側から 600mm の位置で測定した．縦断方向の測定間隔

は 10m を基本とし，特に舗装路面の状態が悪い部分については 5m 間隔で測定した．

高速走行試験は，FWD 調査・低速走行試験の約 2 週間後（夜間通行止め期間終了後），

同じ時間帯（夜間）に，交通規制を設置せず一般車両も供用している状態において実

施した． 

 

3.5.2 HSWD における路面たわみ量算定方法の検討 

(1) 路面たわみ量の算定方法 

HSWD は，光切断法により，路面に荷重が載荷された状態の路面形状を連続的に取

得する．したがって，図-3.11(a)の理想的な測定の模式図に示すとおり，測定データ

の両端を結ぶ基準線からの差を計算し，得られたデータから直接的にたわみ量を算定

することを想定していた．しかし，測定データを整理したところ，既往研究 4)，7)でも

報告されているとおり，路面の凹凸などの影響が測定値に含まれていることが明らか

になった．図-3.11(b)の青点線のような路面の凹凸が測定値に含まれる場合，荷重の

載荷によりたわみが発生すると青実線のようなかたちになる．このとき，両端を結ぶ

基準線（黒点線）から高さの差を算出すると，計算値にはたわみ量に加えて路面の凹

凸等の影響が含まれることになる．そこで，本研究では，たわみ発生前の高さ（青点

線）からたわみ発生後の高さ（青実線）の差をとることで，路面の凹凸等の影響を取

り除き，たわみ量を抽出する方法を試みた．  
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 本研究で採用した路面たわみ量の算定方法を図-3.12 に示す．ある解析点と（前）ユ

ニットの中央が一致したとき，（前）ユニットで測定する範囲（L=1,225mm）のデータ

（青線）を「荷重無し（と見立てた）の高さデータ」とする．その微小時間後，解析点

と荷重載荷タイヤの位置が一致したとき，（前）ユニットの後半分（L=612.5mm）と（後）

ユニットの前半分（L=612.5mm）を繋ぎ合わせたデータ（赤線）を「荷重有りの高さデ

ータ」とする．次に，「荷重無し」と「荷重有り」の高さデータを重ね合わせ，中心 A・

端部 B・端部 C として 500 ピクセルに相当する約 230mm の範囲のデータを抽出する．

表-3.2 試験測定区間の概要 

 

 

内容

徳島自動車道

土成IC～脇町IC

下り線

走行車線

KP38.1～KP38.6：800m

KP40.1～KP40.4：300m

1994（平成6）年3月※1

654台／日

表層 4cm

基層 6cm

上層路盤 10cm（As安定処理）

As層厚 20㎝

下層路盤 20cm（粒状路盤）

舗装総厚 40cm

※1：当該区間は2021年3月に4車線化されたが，

　　 本研究の測定範囲は1994年の開通部分

※2：2020年の年平均値

項目

大型車交通量※2

舗
装
厚
さ

路線名

区間

上下線

車線

KP（区間①）

KP（区間②）

供用開始年月

表-3.3 試験測定時の気象条件 

 

 

FWD・低速走行 高速走行

2022/11/7 2022/12/1

21時～4時 21時～4時

天候 晴れ 晴れ

平均気温 11℃ 7℃

平均路温 15℃ 8℃

内容
項目

測定日時
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それぞれの範囲において 1 ピクセルごとに荷重無しと荷重有りの高さの差を計算し，

その値から平均値を算定する．そして，路面たわみ量を次式で計算する．  

 𝐷 = 𝛿𝐴 −
𝛿𝐵 + 𝛿𝐶
2

 (3.2) 

ここに，𝐷：路面たわみ量，𝛿𝐴：中心 A の範囲における高さの差分の平均値，𝛿𝐵：端

部 B の範囲における高さの差分の平均値，𝛿𝐶：端部 C の範囲における高さの差分の平

均値である．図-3.13 は式(3.2)の計算を模式的に示している．図-3.13(a)はたわみ量の

    

(a) 理想的な測定        (b) 路面に凹凸がある場合の測定 

図-3.11 差分処理の必要性 

 

たわみ量

たわみ量＋路面の凹凸

差分=たわみ量

 

図-3.12 路面たわみ量の算定方法 

 

解析点

荷重無し

荷重有り

(前)ユニット

解析区間：L = 1,225mm

端部B 中心A 端部C

A・B・Cの区間(約230mm)の
高さの差分の平均値を算出

⇒中心A・端部B・端部C

たわみ量=中心A – (端部B + 端部C) / 2

微小時間後

②荷重無し/有りの高さデータを重ね合わせ

(後)ユニット

(前)ユニット (後)ユニット

①荷重無し／荷重有りの高さデータの取得
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計算範囲において，車両の傾きがない状態をイメージしており，式 (3.2)の方法により

たわみ量 d が算定される．一方，図-3.13(b)のように，例えば荷重無しのデータ取得

時に車体が x だけ傾いた状態においても，式(3.2)を用いることで傾きの影響がキャン

セルされ，たわみ量 d が算定される． 

なお，本来，荷重無しの高さデータは荷重載荷部から十分離れた位置の情報である

ことが望ましいが，本基礎研究では，実道において走行する車両の輪荷重によって生

じる路面のたわみ形状を光切断法により計測可能であるかを検証することが優先課題

であることから，測定ユニットを図-3.10 に示す配置とした．このため，当該の測定ユ

ニットから得られるデータを用い，上記に示す手法によりたわみ量を算出することで，

以降の基礎的検討を進めることとした．今後の課題として，HSWD の路面たわみ量の

算定にあたり，ハードウェア，ソフトウェア双方の観点で改善を継続していく必要が

ある． 

 

(a) 車体の傾きが無い場合 

 

(b) 車体の傾きがある場合 

図-3.13 車体の傾きの影響の除去 

 

0

【端部B】

δB

0mm

【端部C】

δC

0mm

【中央A】

δA

d mm

(0 - (-d)=d)

たわみ量= d- (0 + 0) / 2 = d(+)

(-)

0

x

-x

【端部B】

δB

x mm

(x - 0)

【端部C】

δC

-x mm

(-x - 0)

【中央A】

δA

d mm

x

-x

たわみ量= d- (x +  (-x)) / 2 = d

(+)

(-)
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(2) 移動平均の適用 

前項で示した方法により，区間①のキロポスト（以下，KP）38.4～KP38.5 の 100m 区

間において，70km/h の測定値から路面たわみ量を計算した結果を図-3.14 に示す．図

-3.14(a)は移動平均長を可変させた分析である．同図には，表層種別が高機能舗装Ⅰ

型の範囲と密粒でパッチング補修されている範囲を付記している．移動平均無し：黒

線の分析結果において，密粒の範囲に車両振動の影響と思われる周期的な振幅，それ

に加えて高機能舗装の範囲には表面のテクスチャの影響と思われる激しい振幅が認め

られる．つまり，光切断法の連続データを用い，無載荷状態から載荷状態を差分して

も，路面たわみ量の算定結果にはノイズが含まれることが確認された．  

このような周期的な振幅を除去する最も簡便な方法は移動平均であり，本研究でも

移動平均の区間長を試行的に変化させた分析を実施した．移動平均による分析の結果，

移動平均長 50cm：青線では，高機能舗装Ⅰ型のテクスチャの影響と思われる激しい振

幅が除去された．さらに，移動平均長 4m：赤線では，車両の振動の影響と思われる周

期的な振幅も除去された．ここで，移動平均処理を行うと，短い区間で生じている不

健全箇所のトレンドが消失する可能性 5)が指摘される．これに対し，図-3.14(b)は，移

動平均長 4m の分析結果を拡大して示している．同図から，移動平均長を 4m にした場

合でも，0.1mm 程度のたわみ量の大小のトレンドは捉えることが可能であると考えら

れる．なお，本研究では，ノイズ除去に移動平均を適用したが，周波数分析に基づく

フィルタ処理等についても，引き続き検討が必要である．  

 

(3) HSWD たわみ量と FWD たわみ量の関係 

前項までの計算方法（移動平均後）により求めた HSWD たわみ量と FWD の D0 たわ

み量（以下，FWD たわみ量）の比較を図-3.15 に示す．凡例は HSWD の測定速度で区

別している．本図から，ややばらつきは大きいものの，回帰直線の傾きは右肩あがり

の傾向が確認できる．図中には 1:1 のラインを併記しており，10km/h の HSWD たわみ

量は FWD たわみ量と概ね同じ範囲に分布している．一方，70km/h の HSWD たわみ量

は FWD たわみ量に比べ小さく，FWD たわみ量の分布範囲が 150μm～1,000μm である

のに対し，HSWD たわみ量の分布範囲は 10μm から 500μm となっている． 

 

(4) 路面高さの変化量による HSWD たわみ量の補正 

HSWD たわみ量と FWD たわみ量の測定結果の差は複数の要因によって生じるもの

と考えられ，一つの要因として載荷荷重の影響があげられる．FWD 測定では，載荷版

に載荷される荷重を計測し，その値を標準荷重である 49KN に補正したうえでたわみ

量を算出している，一方で，現状の HSWD には実際の載荷荷重を計測する機構を備え

ていない．そこで，本研究では，FWD たわみ量を正解の値とし，光切断法で計測する 
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(a) 移動平均長の比較      (b) 移動平均長（4m）の分析結果（拡大） 

図-3.14 路面たわみ量の算定結果：移動平均処理によるノイズ除去  

（70km/h の測定例） 
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荷重載荷時の高さ情報のうち，解析点直下（＝車軸直下）の路面高さ情報を用いて

HSWD たわみ量の値を補正することを試みる．具体的には，図-3.16 に示すとおり，

カメラから見た車軸直下の相対的な路面高さが上がる（正の値）／下がる（負の値）

により，車両のサスペンションが縮む／伸びるを表現し，サスペンションが縮むとい

うことを路面に載荷される荷重が増加する，サスペンションが伸びるということを路

面に載荷される荷重が減少するということを仮定する．  

図-3.17 は， HSWD たわみ量と路面高さの変化量の関係を整理した結果である．

10km/h の分析結果では，路面高さの変化量の値が小さい範囲は HSWD たわみ量が小

さく，逆に路面高さの変化量の値が大きくなるにつれ，HSWD たわみ量が大きくなる

傾向が伺える．このことから，路面高さの変化量により HSWD たわみ量を補正できる

 

図-3.15 HSWD たわみ量（補正無し）と FWD たわみ量の関係 
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図-3.16 路面高さの変化量によるたわみ量補正の概念図  
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可能性が考えられる．また，図-3.15 の 10km/h の測定結果において，HSWD たわみ量

のばらつきが大きい要因として，載荷荷重が影響しているともいえる．一方，70km/h

の測定結果では，HSWD たわみ量と路面高さの変化量には明確な関係性は見られない．

この原因として，例えば凸型の路面を乗り越えるような場合，凸型の路面にタイヤが

接触した際にサスペンションが縮み，凸型を乗り越えた後にサスペンションが伸びる

ことになるが，高速走行では凸型を乗り越えた後のサスペンションが戻りきらないな

ど，路面への載荷状態と HSWD の路面高さの関係が低速走行時と異なることが考えら

れる．このような事象の影響等については，引き続き検証していく必要がある．  

図-3.15 で示したとおり，70km/h の HSWD たわみ量と FWD たわみ量の大小は同じ

傾向を示していることは確認されているが，HSWD たわみ量が FWD たわみ量に比べ

て全体的に小さい値となっている．そこで，本基礎研究では，10km/h の分析で HSWD

たわみ量を補正できる可能性を示した路面高さの変化量による補正方法を 70km/h に

も適用し，HSWD たわみ量と FWD たわみ量の関係性を視覚的に判別しやすくするも

のとする．路面高さの変化量により HSWD たわみ量を補正するため，同じ位置の FWD

たわみ量と HSWD たわみ量の差を計算し，路面高さの変化量との関係を整理した．そ

の結果を図-3.18 に示しており，図-3.18(a)が 10km/h，図-3.18(b)が 70km/h の測定結

果である．本研究では，それぞれの図に示した最小二乗法による回帰式をたわみ補正

量として HSWD たわみ量に加算し，試験測定結果として取りまとめることとした．す

なわち，補正後の HSWD たわみ量 RD は， 

 

 

 

 

図-3.17 HSWD たわみ量と路面高さの変化量の関係 
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 𝑅𝐷 = 𝐷 + 𝛥𝐷 (3.3) 

 𝛥𝐷(10) = −40.075𝑥 − 85.771 (3.3a) 

 𝛥𝐷(70) = 8.3597𝑥 + 123.31 (3.3b) 

となる．ここで，D：式(3.2)で計算される HSWD たわみ量，ΔD(10)：10km/h 測定時の

HSWD たわみ量の補正量，ΔD(70)：70km/h 測定時の HSWD たわみ量の補正量，x：路

面高さの変化量である． 

本項の分析結果は，HSWD の実用化に向けて合理的な HSWD たわみ量の補正手法の

開発が必要であることを指摘している．今後，カメラから見た路面高さとサスペンシ

ョンの伸縮量の関係を把握し，それが路面に載荷される実荷重へどのように影響する

 

(a) 10km/h 

 

(b) 70km/h 

図-3.18 路面高さの変化量による FWD たわみ量と HSWD たわみ量の差の関係 
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のか，さらには載荷荷重の速度依存性などについて，実験的・解析的に検証すること

が重要な課題である．その際，既往研究 6)において，車軸に取り付けたひずみゲージに

より載荷荷重を推定することが可能であるとしていることを参考に，同手法の HSWD

への適用性も検証する必要がある． 

 

3.5.3 試験測定結果 

前項の方法により算定した HSWD たわみ量（補正後）と FWD たわみ量（荷重補正

値）を比較した結果を図-3.19 に示す．本図から，低速走行（10km），高速走行（70km/h）

とも，HSWD たわみ量と FWD たわみ量の大小は概ね同じような傾向を示しており，

今回試作した HSWD により舗装構造の健全度に関する情報を獲得できる可能性がある

と考えられる． 
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図-3.19 試験測定結果 
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3.6 おわりに 

 

本研究では，高速道路のアスファルト舗装の損傷の深層化が顕在化している状況を

受け，舗装構造の健全度の情報を網羅的に把握するための HSWD の技術開発について，

光切断法を用いた路面たわみ量の測定方法に関する基礎的な検討を実施した．得られ

た知見は以下のとおりである． 

 予備検討では，FEM 解析用の舗装モデルを構築し，荷重（軸重）の大きさ，車軸

とタイヤの配置，走行速度をパラメータにした動的 FEM 解析を行った．その結果，

HSWD の荷重の載荷方法は，軸重 10t，単軸単輪方式を採用した． 

 予備検討として実施した舗装が健全な状態を想定した動的 FEM 解析において，

HSWD で得られる路面たわみ量は 0.1mm 程度であったことから，光切断法による

たわみ形状の計測精度を実験的に検証した．その結果，たわみ形状計測の誤差の

標準偏差は約 0.02mm（中央部）であることを確認し，実用的に考えて，光切断法

は HSWD のたわみ形状の計測方法として適用できるものと考えられた．  

 予備検討の結果を踏まえ，HSWD の試作車両を製作した．HSWD はセミトレーラ

ーをベースにし，車両検査証の各値は車両制限令の一般的制限値を満足しており，

HSWD の走行に際して特車申請は不要である．  

 HSWD では，車軸やブレーキを避けカメラの視野を確保するために，光切断のユ

ニットを 2 セット配置した． 

 試作した HSWD を用い，実供用下の高速道路において，試験測定を行った．HSWD

の測定値は，移動平均によるノイズ処理を行い，路面高さの変化量（サスペンシ

ョンの伸縮）によるたわみ量の補正を行うことで，同箇所で測定した FWD たわみ

量に近似することを確認した． 

 一方で，本研究に関して今後に残された課題がいくつかある．  

第 1 に，ハードウェアの改良があげられる．本研究では，（前）ユニットで得られる

路面形状を無載荷部として見立てたが，本来，無載荷部の路面形状はタイヤ（荷重載

荷位置）から十分に離れた位置とすることが望ましい．また，現状の HSWD における

光切断のスリット光の照射位置は，車両の傾きやタイヤの変形を考慮し，タイヤ端か

ら 80mm 離れた位置に設定しており，特に 70km/h の HSWD たわみ量が FWD たわみ

量に比べて小さく算出される要因の一つとなっている可能性も考えられ，スリット光

の照射位置をタイヤにより近づける方法を検討する必要がある．  

第 2 に，測定値の合理的な補正方法の開発が必要である．本研究において，HSWD

たわみ量の算定にあたり荷重補正を行う必要性が指摘された．そのため，路面高さの

変化量とサスペンションの伸縮の関係，それに伴う路面へ載荷される実荷重の関係，

さらには載荷荷重の速度依存性の有無などについて，実験的・解析的に検証する必要
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がある．その際，サスペンションの伸縮は左右で微妙に異なると考えられ，それが測

定値に与える影響についても留意する必要がある．  

第 3 に，HSWD の測定実績の積み重ねと補修工事の実態の照合を進めることがあげ

られる．本研究では，HSWD の技術開発にあたり，HSWD たわみ量と FWD たわみ量

を比較することで基礎的な検討を行った．今後も HSWD たわみ量の測定精度向上に向

けた検証を継続するべきであることは言うまでもない．一方で，HSWD の開発の目的

は，損傷の深層化に対応した高速道路舗装マネジメントの実践に資するデータの獲得

である．具体的には，路面性状調査と同様に 100m 間隔で舗装構造の健全度に関する

情報を連続的に取得し，その情報を補修箇所選定の優先度や補修断面の決定，膨大な

データによる舗装構造の健全度の劣化予測モデルの構築などに活用することである．

そのため，1）高速道路には信号や交差点がなく，移動式たわみ測定装置によるデータ

取得の容易性に優れること，2）NEXCO 西日本の路面性状調査を実施し，そのノウハ

ウを有している西日本高速道路エンジニアリング四国株式会社が HSWD の開発エンジ

ンであること，といった利点を最大限に活かし，HSWD 測定を NEXCO 西日本管内全

域で行い，測定結果と実際の補修実態と照らし合わせ，HSWD の測定データに適した

舗装構造健全度評価方法の確立を視野に入れることができる．  
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注釈 

 

注1) 高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会，高速道路

資産の長期保全及び更新のあり方中間とりまとめ，2023.1. 
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第 4 章 統計的劣化予測手法を用いた 

舗装補修計画の高度化 

 

 

4.1 はじめに 

 

 高速道路のアスファルト舗装の損傷の深層化が進展 1)する中，高度な舗装マネジメ

ントを実践するためには，ネットワークレベルとプロジェクトレベルの 2 つの取組み

2)を有機的に連携していく必要がある．このうち，第 2 章および第 3 章では，ネットワ

ークレベルの取組みとして，損傷の深層化の状況を定量的に把握する方法論を検討し

た．本章では，プロジェクトレベルの取組みのうち，舗装マネジメントの根幹ともい

える舗装補修工事の実施計画の策定に対し，現状の課題を整理したうえで具体的な解

決策を見出していく． 

舗装マネジメントのプロジェクトレベルの取組みは，実務的には，個々の区間の「点

検」「診断」「措置」「記録」といったメンテナンスサイクルを構築することである 3)．

このうち「点検」「診断」に該当する行為として，西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO

西日本）は路面性状調査により舗装の劣化状態を把握している．路面性状調査とは，

写真-4.1 に示す路面性状調査車両を高速道路上に走行させ，舗装の劣化管理指標であ

るひび割れ率，わだち掘れ量，IRI（International Roughness Index：国際ラフネス指数）

を獲得する調査である．これらの劣化管理指標に対する管理基準として，表-4.1 に示

す補修目標値が設定されている．ここで，補修目標値とは，この値に達するまでに補

修を行うことが望ましいとされる値である．つまり，メンテナンスサイクルのうち「措

置」に該当する舗装補修工事は，路面性状調査で獲得した劣化管理指標値を補修目標

値に照らし合わせ，その実施箇所が選定される．そして，これらの調査結果や工事記

録（補修履歴）は，東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式会社，西日本高速道

路株式会社（以下，NEXCO3 会社）が開発した舗装マネジメントシステム（以下，

NEXCO-PMS）に膨大なデータとして「記録」される．  

舗装の劣化が経時的に進行することを鑑みれば，舗装補修計画の策定にあたっては，

その都度，路面性状調査を実施することが望ましい．しかしながら，NEXCO 西日本に

おける路面性状調査の実施は，調査費用や解析技術者の確保といった調査リソースの

制約により，1～3 年間隔となっている．一方で，舗装補修工事の実施に関しては，1）

交通規制の制約から工事期間が限定されること，2）工事受注者（施工業者）の確保と

いった調達の問題から予算（工事）の平準化が必要なことを考慮しなければならない．



78 
 

また，舗装は直接的に通行車両と接する構造物であり，車両が高速で走行する高速道

路においては，舗装の変状発生が車両の走行安全性に与える影響が大きい．これらの

理由から，NEXCO 西日本では，ほぼ 1 年間隔で，補修が必要な箇所を選定し舗装補修

工事を実施している．このように，路面性状調査の実施（最大 3 年間隔）と舗装補修

工事の実施（概ね 1 年間隔）のタイミングが合致しない場合があり，舗装補修工事の

計画策定にあたり，直近（1 年以内程度）の路面性状調査データが不足する場合があ

る． 

以上の問題意識のもと，本研究では，統計的劣化予測手法を用いた舗装補修計画の

策定を支援する方法を検討する．具体的には，舗装の劣化管理指標および補修目標値

が連続値で管理されていることを踏まえ，連続量を用いた劣化ハザードモデルを推定

する方法を採用する．この際，NEXCO 西日本が実務で使用している路面性状調査のデ

ータを分析に用いる．以下，4.2 で本章の基本的な考え方を述べる．4.3 では，連続量

を用いた劣化ハザードモデルの概要を説明する．そして，4.4 において，本研究で提案

する連続量を用いた劣化ハザードモデルの推定について，路面性状調査データに対す

る適用性を分析する． 

 

  

 

写真-4.1 路面性状調査車両 

 

表-4.1 補修目標値 

 

 

ひび割れ率 わだち掘れ量 IRI

20% 25mm 3.5mm/m
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4.2 本章の基本的な考え方 

 

4.2.1 既往研究の概要 

近年，社会基盤に対するアセットマネジメントの重要性が高まる中，現場で獲得さ

れた点検，調査データをもとにした統計的な劣化予測モデルに関する研究が蓄積され

ている．2005 年に開発されたマルコフ劣化ハザードモデル 4)は，数多くのモデル 5)-9)

に拡張され，舗装分野における実務への適用事例 10)-13)も蓄積されている．マルコフ劣

化ハザードモデルでは，施設の劣化状態が離散的なレーティングによって代表されて

おり，推定されたマルコフ推移確率は劣化状態の将来予測や補修施策の策定などマク

ロレベルでのアセットマネジメント戦略を検討する場合に用いられている．路面性状

調査により獲得される舗装の劣化管理指標は連続量であるため，劣化管理指標を離散

的な健全度に置き換えたうえでマルコフ劣化ハザードモデルが推定されてきた．  

一方で，施設の劣化状態が連続量として観測される場合の高精度な劣化予測モデル

として，連続量を用いた劣化ハザードモデル 14)が水谷らによって開発されている．水

谷らは，任意の関数を近似することを目的として開発されたフレキシブル曲線により，

社会基盤施設の劣化過程を表現するパフォーマンス曲線を近似的に表現し，近似され

たパフォーマンス曲線をベースラインモデルとして，特性変数に応じて比例的に劣化

過程の変動を表現する劣化ハザードモデルを提案している．また，当該モデルを尤度

関数の完備化操作と潜在変数を用いた MCMC 法を用いて推定することにより，供用開

始時点が観測されていないような施設の調査データを用いた場合においてもモデル推

定が可能であることを示している．具体事例として，株式会社高速道路総合技術研究

所（以下，NEXCO 総研）が Falling Weight Deflectometer によるたわみ量調査（以下，

FWD 調査）で獲得した舗装たわみ量に関するデータベースを用いた事例を示している．

通常，FWD 調査による健全度情報は 1 時点のみしか得られないことが少なくないが，

当該研究期間中に舗装構造評価に関する基礎データ収集を目的とした計画的な FWD

調査が実施されており，同一地点において 2～3回の FWD調査データが得られている． 

 

4.2.2 舗装補修工事を計画するための劣化予測 

老朽化が進む高速道路を効果的にマネジメントするためには，路面性状調査で得られた

データに基づき舗装補修工事の箇所を合理的に選定する必要がある．図-4.1 の上段に示す

とおり，工事の実施間隔である 1 年に合わせて調査の間隔を 1 年とすることができると，

調査で得られた結果から補修工事の実施計画を立案すればよい．この運用では，毎年の調

査で補修が必要とされる箇所を毎年補修することになることから，1 回あたりの補修ボリ

ュームは毎回同程度（工事量の平準化）となる．しかし，現状で調査間隔を 3 年としてい

る管理区間では，調査間隔を 1 年にしようとすると，調査に必要なリソースは単純に 3 倍
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となる．  

一方，工事の実施間隔が 1 年で調査間隔が 3 年の場合の意思決定の流れを図-4.1 の下段

に示す．まず，調査の実施により補修が必要と判断される箇所について，補修工事を実施

する（t および t+3 年度）．次に，調査から 1 年後および 2 年後（t+1，t+2，t+4 および t+5

年度）の工事計画では，直近の調査データが存在しないため，t 年度（t+3 年度）の路面性

状調査で獲得したデータから管理指標の劣化を予測し，補修箇所を選定する必要がある．

公共性が極めて高い高速道路舗装に対する劣化予測モデルの推定は，客観的かつ定量的で

あり，学術的な根拠を有した統計的劣化予測手法による支援が必要である．また，劣化予

測モデルの推定精度が悪く，予測に基づく補修箇所と舗装の劣化の実態が一致していない

場合，次回（t+3 年度）の路面性状調査で得られる路面性状値が補修目標値を超過する箇所

が増加し，その年度（t+3 年度）の工事量が増加する可能性がある．したがって，新たな路

面性状調査データが獲得される都度モデルを更新し，予測精度の向上に向けた取組みを継

続することが重要であり，そうすることで図-4.1 上段に近い運用となり，工事量の平準化

につながることとなる．  

 

 

図-4.1 統計的劣化予測手法を用いた舗装補修工事の計画  

 

事業年度統計的劣化
予測の適用

調査/工事
の間隔 t+5年度t+4年度t+3年度t+2年度t+1年度t年度

無
（上段）
調査：1年
工事：1年

有
※本研究

（下段）
調査：3年
工事：1年

劣化予測に
基づき補修
箇所を選定

毎回，調査結果に基づいて補修箇所を決定（工事量も平準化）

3年間隔の調査頻度に比べると，調査リソースが3倍必要

1年間隔で補修工事を計画することで，工事量を平準化

：路面性状調査 ：舗装補修工事 ：意思決定の流れ

調査データから，
劣化予測モデルを推計

劣化予測に
基づき補修
箇所を選定

調査データから，
劣化予測モデルを推計
（モデルを更新）
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4.2.3 本章の位置付け 

(1) 適用する劣化ハザードモデル 

統計的劣化予測手法は，膨大な量の点検データの背後に存在する統計的規則性を記

述する手法である．このうち，劣化管理指標が離散的な健全度で評価される場合，マ

ルコフ劣化ハザードモデルを推定することにより，施設の劣化状態がある健全度に到

達した時点から劣化が進展して次の健全度に進むまでの時間（以下，寿命）の確率分

布を得ることができる．各健全度の寿命の期待値を算出することにより，図-4.2(a)に

示すような施設の劣化過程の期待値を表した期待劣化パスが得られる．ここで，健全

度 1 が新設状態であり，健全度 J は最も劣化が進行した段階である．各健全度の期待

 

(a) マルコフ劣化ハザードモデル 

 

 

(b) 連続量を用いた劣化ハザードモデル 

図-4.2 期待劣化パスの違い 

 

健全度

1

J-1

J
時間

観測値x (連続値)

？？
(プロット不可)

管理基準超過までの期間

連続指標値

x0

時間
x1

観測値x (連続値)

プロット可

管理基準超過までの期間
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寿命の総和を取れば施設の期待寿命となる．一方，連続量を用いた劣化ハザードモデ

ルを推定すると，図-4.2(b)に示すような劣化管理指標の時間的推移を直接的に表現し

たパフォーマンスカーブが得られる．ここで，連続指標値 x0 が新設状態，x1 が管理基

準である． 

本研究では舗装補修工事の計画を立案するために劣化予測モデルの推定結果を利用

する．すなわち，路面性状調査で舗装の劣化管理指標の値が獲得された時，獲得され

た各地点の値を用いて舗装補修工事の工期内に補修目標値を超える地点を予測するた

めに用いる．この時，先述したように，高速道路のアスファルト舗装の路面性状調査

により獲得される舗装の劣化管理指標は連続量であることを考えると，マルコフ劣化

ハザードモデルを用いた場合，連続量を離散化して健全度により代表させているため，

図-4.2(a)に示すように路面性状調査結果の観測値を直接的に用いて予測することが

困難となる．当然のことながら，観測値を健全度に置き換えて予測することも可能で

はあるが，多くが同一の健全度となるため，現場において具体的な工事箇所を選定す

るために優先順位をつけるといった作業を直感的に行うことが困難となる．一方，連

続量を用いた劣化ハザードモデルでは，図-4.2(b)に示すように，ある観測値を獲得し

た際，直接的にプロットすることが可能であり，管理基準を超過するまでの時間を算

定することができるため，現場において工事箇所を選定する作業を容易に行うことが

できる．このように，舗装補修工事の計画を立案するといった目的では，連続量を用

いた劣化ハザードモデルを適用することに利点がある．  

 

(2) データの質 

本研究では，実際の実務で使用している NEXCO-PMS 格納データを用いる．実務デ

ータベースでは，一部の情報が不足している場合がある．実際，NEXCO 西日本は管理

エリアを 4 つの支社に分けており，それぞれの支社において NEXCO-PMS へのデータ

登録状況が異なっている．本研究では，これらの質が異なるデータから連続量を用い

た劣化ハザードモデルを推定することを試みる．すなわち，既往研究 14) で用いられて

いるような研究目的で計画的に獲得されたデータベースとは異なり，実務で実際に利

用されているデータベースを用い，データの不足状況がモデルの推定結果に与える影

響を考察する． 

 

(3) 路面性状値（IRI）による分析 

既往研究 14)において分析の対象に用いている FWD 調査は，一般的に，各補修箇所

の補修方法（舗装の深さ方向の補修範囲）を検討するために実施される．また，FWD

調査は，調査にあたって 1）交通規制と 2）多大な労力と費用を要する．したがって，

これまでに実施された FWD 調査は，調査箇所が限定的であり，調査データが獲得され
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ていない箇所が存在する．これに対し，本研究では，網羅的にデータが獲得されてお

り，NEXCO 西日本を含めた多くの道路管理者が舗装補修工事の実施箇所の選定に採用

している路面性状調査データを用いた分析を行い，補修工事の実施計画への適用を検

討する． 

本研究で問題意識としている高速道路舗装の損傷の深層化とは，図-4.3 に示す高速

道路舗装の標準構成のうち，アスファルト安定処理上層路盤の疲労ひび割れや下層路

盤の脆弱化といった損傷形態である 1)．これら深層部の損傷は舗装路面にポンピング

や局所的な沈下といったかたちで現れる．第 2 章で示したとおり，路面性状調査で獲

得される劣化管理指標のうち，IRI は，局所的な変状の物理量を捉えることは困難であ

るが，深層部の損傷の進展や補修・修繕の影響といった舗装マネジメントにおける重

要な情報を捉えられる可能性があることが明らかにされている 15)．また，IRI の算出

は，路面性状調査車両に取り付けられたレーザー変位計で路面のプロファイルを測定

し，測定したプロファイルデータをプログラム処理するだけであり，算出のために人

による作業が必要となるひび割れ率と異なり算出が容易であるといえる．これらのこ

とから，本研究では，舗装の老朽化に対するマネジメントの観点も考慮したうえで，

路面性状調査データに含まれる劣化管理指標として IRI に着目し，IRI データに対して

連続量を用いた劣化ハザードモデルを推定する．  

 以上のとおり，本研究は新たなモデルの開発を目的とするのではなく，高速道路舗

装マネジメントの根幹ともいえる補修工事の実施計画に対し，数多くの統計的劣化予

測モデルの中から連続量を用いた劣化ハザードモデルを選定し，社会実装に向けた検

討を行うものである．その際，路面性状調査の中でもデータを獲得しやすく，かつ高

速道路舗装の損傷の深層化の進展を捉える可能性がある IRI を分析に用いることや，

実務データベースで一部の情報が不足する場合に劣化予測の推定結果に与える影響に

ついて考察を加えることに，本研究の独創性と実用的価値を見出すことができる．  

 

  

 

図-4.3 高速道路舗装の標準構成 

 

表層

基層

アスファルト
安定処理路盤

下層路盤

As層厚
(180mm～
350mm程度)
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4.3 連続量を用いた劣化ハザードモデル 

 

4.3.1 劣化進行プロセス 

連続量を用いた劣化ハザードモデルは水谷ら 14)に詳しいが，読者の便宜のためにモ

デルの詳細について述べる．いま，対象とする施設𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼)の劣化管理指標を𝑥𝑖，

直近の建設（補修）時点からの経過時間を𝑡𝑖と表す．劣化が進行するほど，劣化指標値

は大きな値をとると考える．劣化の進展により指標値が小さくなるような劣化事象の

場合，指標値の逆数𝑥𝑖
−1をモデルの非特性変数として採用すればいい．劣化プロセスの

進行過程を表す劣化ハザードモデルを 

𝑥𝑖 = exp(−𝐵𝑖)𝑓(𝑡𝑖, 𝜷) (4.1a) 

𝐵𝑖 = 𝒛𝒊𝜽
′ + 𝜎𝑤𝑖 (4.1b) 

(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼) 

と定式化する．ここで，𝐵𝑖は施設𝑖の劣化特性の異質性を反映する指標であり，式(4.1𝑏)

に示すように特性変数項𝒛𝒊𝜽
′と誤差項𝜎𝑤𝑖の和で表せる．式 (4.1b)において， 𝑧𝑖 =

(𝑧𝑖
1,⋯ , 𝑧𝑖

𝑀)は施設iの劣化に影響を及ぼす特性変数ベクトル，𝜽 = (𝜃1,⋯ , 𝜃𝑀)はパラメー

タベクトル，wiは施設iに固有な劣化要因を表す確率誤差項，𝜎は偏差パラメータを表

す．また，𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)はベースラインの劣化過程を表す劣化モデル（以下，ベースラインモ

デル）であり，𝑡𝑖に関して単調増加関数である．また，𝜷 = (𝛽1,⋯ , 𝛽𝑁)はベースラインモ

デルを特徴づける未知パラメータベクトルである．exp(−𝐵𝑖) = 1が成立する場合，劣化

曲線はベースラインモデルに一致する．力学的モデルにより理論的曲線を導出できる

場合には，理論的曲線をベースラインモデルとして用いることができる．理論モデル

が存在しない場合，例えばフレキシブル関数を用いてベースラインモデルを近似的に

表現することが必要となる． 

式(4.1a)の両辺の対数をとれば， 

      𝑦𝑖 = ln𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)               

= ln 𝑥𝑖 + 𝒛𝒊𝜽
′ + 𝜎𝑤𝑖  (𝑖 = 1,⋯ , 𝐼) (4.2) 

を得る．ただし，𝑦𝑖 = ln𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)は非線形化された寿命インデックスである．確率変動項

𝑤𝑖が確率密度関数 

𝑔𝑤(𝑤𝑖) = exp{−𝑤𝑖 − exp(−𝑤𝑖)} (4.3) 

で表現される標準ガンベル分布に従うと仮定する．ただし，𝐸(𝑤𝑖) = 𝛾であり，𝛾(=

0.57722⋯)はオイラー定数である．式(4.2)を 

𝑤𝑖 =
𝑦𝑖 − ln𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽

′

𝜎
  (𝑖 = 1,⋯ , 𝐼) (4.4) 

と書き直し，確率密度関数(4.3) の変数変換を行う．その結果，劣化特性𝑧𝑖を有する施

設𝑖の劣化管理指標値が𝑥𝑖に到達するまでの寿命インデックス𝑦𝑖の条件付き分布を表す
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確率密度関数は， 

ℎ𝑦(𝑦𝑖|𝑥𝑖 , 𝒛𝒊) =
1

𝜎
𝑔𝑤 (

𝑦𝑖 − ln𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽
′

𝜎
)                 

=
1

𝜎
exp{−exp(

𝑦𝑖 − ln 𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽
′

𝜎
)−

𝑦𝑖 − ln𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽
′

𝜎
} (4.5) 

と表すことができる．寿命インデックス𝑦𝑖 = ln 𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)には未知パラメータ𝜷が含まれて

いる．寿命インデックスの 1 階微分を𝑓𝑑(𝑡𝑖 , 𝜷) = 𝑑𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷) 𝑑𝑡𝑖⁄ と表記すれば， 

𝑑𝑦𝑖 =
𝑓𝑑(𝑡𝑖, 𝜷)

𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)
𝑑𝑡𝑖 (4.6) 

が成立する．したがって，管理水準𝑥𝑖に到達するまでの実寿命𝑡𝑖の条件付き分布を表す

確率密度関数は， 

𝜏(𝑡𝑖|𝑥𝑖 , 𝑧𝑖) =
𝑓𝑑(𝑡𝑖)

𝜎𝑓(𝑡𝑖)
exp {−exp(−

ln𝑓 (𝑡𝑖) − ln 𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽
′

𝜎
) −

ln𝑓 (𝑡𝑖) − ln 𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽
′

𝜎
} (4.7) 

と表される．確率密度関数(4.3)より，生存関数は， 

     𝑆𝑤(𝑤𝑖) = 1 −∫ 𝑔𝑤(𝑤)
𝑤𝑖

∞

𝑑𝑤         

= 1 − exp{−exp(−𝑤𝑖)} (4.8) 

と表現される．劣化特性𝒛𝒊を有する施設𝑖において，寿命インデックス𝑦𝑖が経過した時

点で，劣化管理指標値が𝑥𝑖まで到達していない確率は，生存関数 

𝑆𝑦(𝑦𝑖|𝑥𝑖, 𝒛𝒊) = 𝑆𝑤 (
𝑦𝑖 − ln𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽

′

𝜎
)             

= 1 − exp{−exp(−
𝑦𝑖 − ln𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽

′

𝜎
)} (4.9) 

を用いて表現できる．さらに，実経過時間𝑡𝑖に関する生存関数は， 

𝑆𝑦(𝑦𝑖|𝑥𝑖, 𝒛𝒊) = 1 − exp{−exp(−
ln𝑓 (𝑡𝑖) − ln 𝑥𝑖 − 𝒛𝒊𝜽

′

𝜎
)} (4.10) 

で表される．このように，連続量を用いた劣化ハザードモデルに対しても，生存関数

(4.10)を導出することができる．伝統的なハザードモデル 16)-19)は，対象物の寿命が確

率分布すると仮定しているのに対して，連続量を用いた劣化ハザードモデルでは，個々

の施設の劣化速度の異質性が寿命分布の原因となっている．また，生存関数は，劣化

管理指標が所与の管理水準𝑥𝑖に到達するまでの経過時間の分布を示したものである．

当然のことながら，確率変動項𝑤𝑖の確率分布として，ガンベル関数以外の確率分布（例

えば，対数正規分布，ロジスティック分布等）を採用することも可能である．ガンベ

ル分布は，ハザード率が経過時間に対して一定，逓増，逓減となるような変化過程を

表現できるという柔軟な構造を有している．以上の理由により，本研究では確率誤差
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変動としてガンベル分布を採用することとするが，対象とする社会基盤施設の劣化特

性に応じて，複数の誤差項の分布の候補の中から統計的に最適な分布をモデル推定後

に事後的に比較し選定することによって，劣化予測結果の実データに対する適合性を

向上させることも可能となる． 

 

4.3.2 ベースラインモデル 

式(4.1a)において，exp(−𝐵𝑖) = 1が成立する場合，𝑥𝑖 = 𝑓(𝑡𝑖, 𝜷)が成立する．このとき，

ベースラインモデルは，標準的な施設𝑖の建設（補修）時点からの経過時間𝑡𝑖と劣化管

理指標𝑥𝑖の関係を表すモデルとなる．このような劣化過程を力学的理論に基づいて解

析的モデルとして導出することが可能であれば，ベースラインモデルとして力学的モ

デルを採用することができる．このとき，劣化ハザードモデルを用いて，施設が置か

れている環境による劣化速度の異質性を表現することができる．しかし，ベースライ

ンモデルとして利用可能な既往モデルや経験的知見が存在しない場合，ベースライン

モデルを近似的に表現できるようなフレキシブル関数を発見的に求めることが必要と

なる．このとき，1）その候補となるフレキシブル関数を複数種類設定し，2）フレキシ

ブル関数を用いた劣化ハザードモデルのパラメータを推定し，3）個々のモデルの尤度

関数に基づく統計的な情報量基準を比較することにより，最も望ましいフレキシブル

関数の選択とパラメータの最尤推定値を求めるという手順を採用することが必要とな

る．ベースラインモデルとして多様なフレキシブル関数を利用することができるが，

ベースラインモデルは時間の経過に伴い劣化管理指標値が増加する標準的劣化過程を

表現することが必要となるため，ベースラインモデルの定義域[0, 𝑇]に対して 

𝑓(0, 𝜷) = 1 (4.11a) 

𝜕𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)

𝜕𝑡𝑖
≥ 0 (4.11b) 

が成立しなければならない．式(4.11a)は，標準的劣化過程を表現するための基準化条

件であり，式(4.11b)は単調増加条件である．本研究の適用事例として，ベースライン

モデルの候補として多項式モデル，べき乗関数モデル，指数関数モデル，ワイブル分

布関数モデルという 4 種類の関数形を採用する．この場合，フレキシブル関数のパラ

メータ値𝜷は任意の値を採用できるのではなく，条件(4.11a)，(4.11b)を満足しなければ

ならないことはいうまでもない．いま，あるフレキシブル関数𝑓(𝑡𝑖 , 𝜷)に対して，パラ

メータベクトル𝜷の許容集合Ω𝑓(𝜷)を次式のように定義する． 

Ω𝑓(𝜷) = {𝜷 ∈ 𝓑|∨ 𝑡 ∈ [0, 𝑇], eqs. (11𝑎), (11𝑏)} (4.12) 

ただし，𝓑はパラメータ𝜷の定義域である．本研究ではこのようなパラメータの定義域

を考慮したパラメータの推定方法を用いる． 
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4.3.3 尤度関数の定式化 

いま，施設𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼)ごとに時間軸上の異なる時点で劣化管理指標を実測している

場合を考える．各施設で観測された劣化管理指標の時系列データを用いて，劣化ハザ

ードモデルを推定する．施設𝑖に対して，𝑡0
𝑖 = 0を初期時点（供用開始時点あるいは補修

時点）とするサンプル時間軸𝑡0
𝑖 , 𝑡1

𝑖 , 𝑡2
𝑖 ,⋯を定義する．サンプル時間軸上の点を時点と呼

び，カレンダー時刻と区別する．時点𝑡ℎ
𝑖 (ℎ = 1,⋯ ,𝐻𝑖)は，施設𝑖の劣化管理指標に対する

ℎ回目の観測時点である．劣化管理指標の観測時点間隔を𝑑ℎ
𝑖 = 𝑡ℎ

𝑖 − 𝑡ℎ−1
𝑖 と定義する．本

研究では，劣化管理指標の観測状況に応じて，2 種類の尤度関数を定式化する．ただ

し，劣化管理指標𝑥ℎ
𝑖 (ℎ = 1,⋯ ,𝐻𝑖)は，その値が大きくなるほど劣化が進展していること

を表す． 

図-4.4 には，本研究で対象とする 2 種類のデータ獲得パターンを示している．記号

「⬚̅」は，実際に観測されモデル推定に利用可能なデータであることを意味する．同図

の各点において観測される部分的な情報を用いて，青色で示した劣化管理指標の時間

的推移を推定することを考える．図-4.4(a)では，施設𝑖において，供用開始時点，ある

いは，直近の補修時点が記録されている場合を想定し，1 回目の調査間隔𝑑̅1
𝑖は調査デー

タとして既知である．しかし，現実には，供用開始時点（あるいは，過去の補修時点）

に遡って劣化管理指標を観測しておらず，最近の実測データのみに基づいて，劣化ハ

ザードモデルを推定せざるを得ない場合も少なくない．図-4.4(b)は，このような不完

全データが獲得されるようなデータ観測スキームを表している．この図は，供用開始

時点，あるいは，直近の補修時点に関する情報が残されておらず，補修時点から最初

の調査時点までの調査間隔𝑑1
𝑖が未知であるような状況を模式的に示している．施設𝑖の

劣化管理指標に関する調査サンプルの情報 𝚵̅𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼)を𝚵̅𝑖 = (𝒙̅𝑖 , 𝒅̅𝑖 , 𝒛̅𝑖)と表す．ただ

し，𝒛̅𝑖 = (𝑧𝑖̅
1,⋯ , 𝑧𝑖̅

𝑀)は施設𝑖の劣化特性を表すベクトルであり．𝑧𝑖̅
𝑚(𝑚 = 1,⋯ ,𝑀)は施設𝑖

の𝑚番目の劣化特性を表している．また，𝑧𝑖̅は時間的に一定であると仮定する．さらに，

調査間隔ベクトル𝒅̅𝑖は，パターン 1 の場合，𝒅̅𝑖 = (𝑑̅1
𝑖 ,⋯ , 𝑑̅𝐻𝑖

𝑖 )であり，パターン 2 の場

合，𝒅̅𝑖 = (𝑑̅2
𝑖 ,⋯ , 𝑑̅𝐻𝑖

𝑖 )で表される．𝒙̅𝑖 = (𝑥̅1
𝑖 ,⋯ , 𝑥̅𝐻𝑖

𝑖 )である．一般性を損なうことなく，施

設𝑖 = 1,⋯ , 𝐼′に関してはパターン 1 による調査サンプルが獲得できるが，残りの施設𝑖 =

𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼に関してはパターン 2 の調査サンプルが獲得されていると考える．  

 

(1) パターン 1 

まずデータ獲得パターン 1 での尤度関数は実寿命の条件付き確率密度関数(4.7)によ

り， 

ℒ𝑖(𝚵̅𝑖 , 𝜷, 𝜽, 𝜎) 

=∏𝜏(𝑡ℎ̅
𝑖 |𝑥̅ℎ

𝑖 , 𝑧𝑖̅)

𝐻𝑖

ℎ=1
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=∏[
𝑓𝑑(𝑡ℎ̅

𝑖 )

𝜎𝑓(𝑡ℎ̅
𝑖 )
∙ exp{−exp(

ln𝑓(𝑡ℎ̅
𝑖 ) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
)

𝐻𝑖

ℎ=1

𝑙𝑛 𝑓(𝑡ℎ̅
𝑖 ) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
}] (4.13) 

(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼′) 

と表現できる．ただし，𝑡ℎ̅
𝑖 = ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=1 である．なお，式中では，𝑓(𝑡, 𝜷)を𝑓(𝑡)と簡略化し

て表記する． 

 

(2) パターン 2 

データ獲得パターン 2 での尤度関数を定式化する．パターン 2 においては，1 回目

の調査間隔𝑑1
𝑖 = 𝑡1

𝑖が観測されていないため，寿命𝑡1
𝑖を確率変数として取り扱う．寿命𝑡1

𝑖

 

(a) 供用開始，直近の補修時点が既知（パターン 1） 

 

 

(b) 供用開始，直近の補修時点が不明（パターン 2） 

図-4.4 データ獲得パターンの違いによる劣化パフォーマンスカーブ  

 

サンプル時間軸

劣
化
管
理
指
標

サンプル時間軸
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と実調査間隔(𝑑̅2
𝑖 ,⋯ , 𝑑̅𝐻𝑖

𝑖 )の同時生起確率は，寿命𝑡1
𝑖の生起確率𝜏(𝑡1

𝑖 |𝑥̅1
𝑖 , 𝑧𝑖̅)と劣化ハザー

ドモデルによる寿命の生起確率𝜏(𝑡1
𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 |𝑥̅ℎ

𝑖 , 𝑧𝑖̅)の混合確率モデルとして表現でき

る．このとき，調査データ𝚵𝑖に関する尤度関数は，積分計算により，  

ℒ𝑖(𝚵̅𝑖 , 𝜷, 𝜽, 𝜎) 

= ∫ 𝜏(𝑡1
𝑖 |𝑥̅1

𝑖 , 𝒛̅𝒊)
∞

0

∏𝜏(𝑡1
𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 |𝑥̅ℎ

𝑖 , 𝒛̅𝒊)

𝐻𝑖

ℎ=2

𝑑𝑡1
𝑖  

= ∫
𝑓𝑑(𝑡1

𝑖)

𝜎𝑓(𝑡1
𝑖)
∙ exp {−exp(

ln𝑓(𝑡1
𝑖) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
)

∞

0

ln 𝑓(𝑡1
𝑖) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
} 

     ∙∏[
𝑓𝑑(𝑡1

𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎
𝑖ℎ

𝑎=2 )

𝜎𝑓(𝑡1
𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 )

𝐻𝑖

ℎ=1

∙ exp {−exp(
ln𝑓(𝑡1

𝑖 +∑ 𝑑̅𝑎
𝑖ℎ

𝑎=2 ) − ln 𝑥̅ℎ
𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽

′

𝜎
) 

−
ln𝑓(𝑡1

𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎
𝑖ℎ

𝑎=2 ) − ln 𝑥̅ℎ
𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽

′

𝜎
}] (4.14) 

(𝑖 = 𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼) 

と表現することができる．いま，施設𝑖 = 𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼に対して獲得された調査サンプル

は補修・更新時点におけるデータが観測されていないため，1 回目の調査間隔𝑑1
𝑖 = 𝑡1

𝑖が

観測不可能である．そのため推定の際は，仮にその値が𝜉である場合を考え，モデル推

定を行う．詳細に関しては付録を参照されたい． 

本研究では，マルコフ連鎖モンテカルロ（Markov Chain Monte Carlo，以下 MCMC）

法の反復計算により，劣化ハザードモデルの未知パラメータの事後分布に従う乱数を

発生させ，統計量を算出することによりモデル推定を行う．  

 

4.3.4 劣化リスク管理指標 

劣化管理指標の低下過程に劣化カテゴリ間の異質性が存在し，カテゴリごとの劣化

特性が異なる．連続量を用いた劣化ハザードモデルでは，劣化管理指標の寿命が確率

分布する．個々の劣化カテゴリに対して，初期時点からある一定の時間𝑇𝑖が経過した時

点での劣化管理指標の確率分布も知ることができる．このように，劣化管理指標の低

下に関するリスク管理指標を「劣化リスク管理指標」と呼ぶ． 初期時点から一定の時

間𝑇𝑖が経過した現時点を考える．未知パラメータ(𝜷,𝜽, 𝜎)を所与としたとき，式(4.2)よ

り，劣化管理指標𝑥𝑖は 

𝑥𝑖 = exp(−𝒛̅𝒊𝜽̂
′ − 𝜎̂𝑤𝑖)𝑓(𝑇𝑖 , 𝜷̂) (4.15) 

と表される．ただし，記号「⬚̂」は推定値を意味する．ここで，確率誤差項𝑤𝑖が式(4.3)

の確率密度関数𝑔𝑤(𝑤𝑖)に従うことを考慮すれば，変数変換 

𝑤𝑖 =
ln𝑓 (𝑇𝑖 , 𝜷̂) − ln 𝑥𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽̂

′

𝜎̂
(𝑖 = 1,⋯ , 𝑛) (4.16) 

により，経過時間𝑇𝑖における対数劣化管理指標𝜄𝑖 = ln𝑥𝑖の条件付き分布を表す確率密度
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関数は， 

𝑓𝑖(𝑡𝑖|𝑇𝑖 , 𝑧𝑖̅) =
1

𝜎̂
𝑓𝑤 (

ln𝑓 (𝑇𝑖 , 𝜷̂) − 𝜄𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽̂
′

𝜎̂
) (4.17) 

と表すことができる．さらに，変数変換𝑥𝑖 = exp(𝜄𝑖)より，経過時間𝑇𝑖における劣化管理

指標𝑥𝑖の条件付き確率密度関数は， 

𝑓𝑥𝑖(𝑥𝑖|𝑇𝑖 , 𝒛̅𝒊) =
1

𝜎̂𝑥𝑖
𝑓𝑤 (

ln 𝑓 (𝑇𝑖 , 𝜷̂) − ln 𝑥𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽̂
′

𝜎̂
) 

=
𝜅𝑥𝑖

𝜅−1

𝜌𝑖(𝑇𝑖)
 exp{−

𝑥𝑖
𝜅

𝜌𝑖(𝑇𝑖)
} (4.18) 

と表すことができる．ただし， 

𝜅 =
1

𝜎
(4.19a) 

𝜌𝑖(𝑇𝑖) = {exp(
𝒛̅𝒊𝜽̂

′ − ln𝑓(𝑇𝑖 , 𝜷̂)

𝜎̂
)}

−1

(4.19b) 

である．すなわち，劣化管理指標𝑥𝑖はワイブル分布𝒲(𝜇(𝑇𝑖), 𝜈
2(𝑇𝑖))に従うことになる．

ただし，𝜇(𝑇𝑖)，𝜈2(𝑇𝑖)はワイブル分布の期待値，および分散であり，  

𝜇(𝑇𝑖) = 𝜌𝑖(𝑇𝑖)
1 𝜅⁄ Γ(𝜅−1 + 1) (4.20a) 

𝜈2(𝑇𝑖) = 𝜌𝑖(𝑇𝑖)
2 𝜅⁄ {Γ (

2

𝜅
+ 1) − Γ2 (

1

𝜅
+ 1)} (4.20b) 

と表せる．Γ(∙)はガンマ関数である．さらに，劣化管理指標の確率分布を表す分布関数

𝐻(𝑥𝑖|𝑇𝑖 , 𝑧𝑖̅)は 

𝐻(𝑥𝑖|𝑇𝑖 , 𝒛̅𝒊) = 1 − exp {−
𝑥𝑖
𝜅

𝜌𝑖(𝑇𝑖)
} (4.21) 

と表せる．このとき，リスク管理水準を𝜀 × 100%としたVaR(Value at Risk)指標𝑥[VaR],𝑖(𝜀)

は， 

𝐻(𝑥[𝑉𝑎𝑅], 𝑖(𝜀)|𝑇𝑖 , 𝒛𝒊) = 1 − 𝜀 (4.22) 

を満足するような𝑥[VaR],𝑖(𝜀)として定義できる．すなわち，𝑥[VaR],𝑖(𝜀)は，経過時間𝑇𝑖にお

いて，それを満たさない（指標自体の数値が上回るような）劣化管理指標値が出現す

る超過確率が𝜀となるような臨界的な劣化管理指標値を表す．また，経過時間𝑇𝑖におけ

る期待劣化管理指標値𝐸[𝑥𝑖]は，式(4.20a)より 

𝐸[𝑥𝑖] = Γ (
1

𝜅
+ 1) exp(

ln𝑓(𝑇𝑖 , 𝜷̂) − 𝒛̅𝒊𝜽̂
′

𝜅𝜎̂
) (4.23) 

となる．さらに，上式において経過時間𝑇𝑖の値を変化させ，経過時間𝑇𝑖と期待劣化管理

指標値𝐸[𝑥𝑖]の関係を表した曲線を本研究では「劣化パフォーマンスカーブ」と呼ぶ．  
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4.4 適用事例 

 

4.4.1 データ概要 

本研究では，NEXCO-PMS に格納されている路面性状調査データを使用する．

NEXCO-PMS では，図-4.5 に示すとおり 100m 区間を基本単位（以下，地点）とし，

1）事務所などの管理者情報，2）路線名，車線区分（走行／追越／登坂／付加），上下

線，キロポスト，インターチェンジ区間（以下，IC 区間）などの位置情報，3）舗装種

別（アスファルト舗装／コンクリート舗装），舗装構成（舗装厚さ），構造物区分（土工

部／橋梁部／トンネル部），4）供用開始年月日，補修年月日，5）路面性状調査が実施

された日時，観測された路面性状値の情報が記録されている．4.2.3 で述べたとおり，

本研究では，舗装の老朽化に伴う損傷の深層化を捉える可能性のある IRI 値に着目す

ることとし，土工部のアスファルト舗装を対象に分析する．IRI の測定頻度は NEXCO

西日本の各支社（A 支社～D 支社）により異なっており，A 支社は 1 年間隔，B 支社

～D 支社は 2～3 年間隔となっている．本研究の分析対象期間は，最大調査間隔の 3 年

を考慮し，2 時点のデータが取得されている可能性が高い 6 年間とし，対象年度は

NEXCO-PMS のデータ整理状況から 2015～2020 年度とする． 

 第 2 章に示した研究成果 15)により，IRI の劣化には表層・基層・アスファルト安定

処理上層路盤の合計厚（以下，As 層厚）が深く関係していることが明らかになってい

る．したがって，次項の連続量を用いた劣化ハザードモデルの推定では，特性変数ベ

クトルに As 層厚を採用し， As 層厚を 180mm 以上 220mm 未満(𝑚 = 1)，220mm 以上

260mm 未満(𝑚 = 2)，260mm 以上 350mm 未満(𝑚 = 3)と 3 区分に分類し，特性変数ベ

クトル𝒛𝑖 = (𝑧𝑖
1,⋯ , 𝑧𝑖

𝑀)を 

𝑧𝑖
𝑚 = {

1 地点𝑖の劣化特性カテゴリが𝑚のとき

0 それ以外             
(4.24) 

(𝑚 = 1,⋯ ,3) 

と設定した．これは，NEXCO 西日本が，FWD 調査によるアスファルト層の健全度評

価区分 20)において採用している As 層厚の分類を参考にした．整理した分析データの

サンプルサイズを表-4.2 に，ある 1 地点の調査回数ごとのデータ数を図-4.6 に示す．

なお，期間中に IRI 値が 1 回しか測定されていないサンプルと IRI 値が回復したサン

プルは除外している． 

 

4.4.2 連続量を用いた劣化ハザードモデルの推定結果  

(1) パラメータ推定値と劣化パフォーマンスカーブ  

ベースラインに関して，任意の経過時間における劣化管理指標の低下過程を柔軟に

表現するために，時間の経過に対して単調増加するような関数の中から，ベースライ  
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図-4.5 高速道路のアスファルト舗装の基本単位  
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表-4.2 サンプルサイズ 

 

 

支社 データ数

180 以上 220 未満 2858

220 以上 260 未満 7799

260 以上 350 未満 2535

180 以上 220 未満 3314

220 以上 260 未満 9156

260 以上 350 未満 756

180 以上 220 未満 4300

220 以上 260 未満 538

260 以上 350 未満 -

180 以上 220 未満 7625

220 以上 260 未満 4462

260 以上 350 未満 3244

As層厚(mm)

A

B

C

D

 

図-4.6 調査回数ごとのデータ数 
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ンモデルを選定する必要がある．本研究では，試行錯誤の結果として多項式モデル

𝑓(𝑡𝑖 , 𝛽) = 𝛽1𝑡
2 + 𝛽2𝑡 + 𝛽3を採用した．以下では，多項式モデルをベースラインモデルと

して分析した結果を述べる． 

表-4.3 に𝛽, 𝜃, 𝜎の未知パラメータの事後分布に関する統計量を示す．同表に示すよ

うに，90%ベイズ信用域と Geweke 検定統計量を用いることにより，推定された未知パ

ラメータの信頼性と事後分布への収束性を議論することができる．本研究では，

Geweke 検定量の絶対値が 1.96 を下回った場合，有位水準 5%で MCMC 法によるサン

プルが事後分布に収束しているという帰無仮説を棄却できないと判断した．以下では，

事後分布の期待値をそれぞれの未知パラメータの推定値として，連続量を用いた劣化

ハザードモデルによる劣化予測結果を説明する．  

図-4.7 に，NEXCO 西日本各支社の IRI について，連続量を用いた劣化ハザードモ

デルで推定した劣化パフォーマンスカーブを示す．同パフォーマンスカーブは，全て

の区間の平均的な劣化過程を示している．IRI の劣化の傾向として，初期時点からある

程度の期間は劣化パフォーマンスの低下が緩やかとなっており，供用年数が長くなる

につれて劣化パフォーマンスの低下が大きくなっていることが確認できる．また，劣

化特性カテゴリについて，As 層厚の大きい道路区間の方が劣化パフォーマンスの低下

を抑えられることが確認でき，IRI と As 層厚の関係について既往研究 15)の考察と符合

する．一方，支社ごとの IRI 値が補修目標値である 3.5mm/m に達するまでの時間に関

して，A 支社では 14～17 年となっており，実務での経験的知見から得られる高速道路

舗装の寿命との整合性が取れた結果となっている．これに対し，A 支社を除く 3 支社

において，B 支社では 35～48 年，C 支社では 28～35 年，D 支社では 20～27 年となっ

ており，A 支社とは大きく離れた結果が得られた．この結果の原因として，支社ごと

に補修履歴情報の獲得状況が異なっていたことが考えられる．  

 

(2) 補修履歴の獲得状況の影響 

図-4.8 に，各支社の補修年月日の登録状況の分布を示す．NEXCO-PMS のシステム

運用上，補修年月日が記録される項目欄が空欄となっていた地点に対して，補修年月

日として供用開始年月日を記録している．そこで，図-4.8 の判例に，補修年月日と供

用開始年月日が同一時刻で記録されているデータを「補修履歴なし」，補修年月日と供

用開始年月日が異なる時刻で記録されているデータを「補修履歴あり」と区分して示

している．A 支社は，ほぼ「補修履歴あり」となっており，現時点から 20 年程度にわ

たり満遍なく補修されている状況が窺える．図-4.7 の劣化パフォーマンスカーブで算

出された寿命が 15 年程度となっていることからも，A 支社の補修履歴の情報は正確に

記録されていると考えられる．換言し，A 支社の舗装は，供用あるいは補修後，最大

20 年程度で補修が行われていると捉えると，期待寿命が 15 年程度となっている図-4.7
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の劣化パフォーマンスカーブは，補修実態と照らし合わせて概ね妥当であると推定で

きる．ただし，NEXCO-PMS の補修履歴の記録は最新の情報のみが上書きされている

ため，最新の補修の 1 時点前の補修情報が不足しており，平均的な補修間隔を算定す

ることは困難である．図-4.7 の劣化パフォーマンスカーブの精度に対して確度高く検

証を行うためには，新規供用後からの補修情報をすべて記録する取り組みが必要であ

る． 

一方，B～D 支社については，最新の補修履歴の記録が正確に行われていない可能性

がある．B 支社では直近 5 年よりも以前，C，D 支社については直近 10 年間の補修履

歴が極端に少なくなっており，B，C 支社では供用開始から 1 回も補修されていないと 

表-4.3 パラメータ推定結果 

パラメータ  A 支社 B 支社 C 支社 D 支社 

𝛽1 

0.0115 

(0.0109，0.0121) 

0.0119 

0.0149 

(0.0142，0.0156) 

-0.7588 

0.0228 

(0.0200，0.0249) 

0.4554 

0.0271 

(0.0196，0.0245) 

0.0119 

𝛽2 

0.1391 

(0.1328，0.1443) 

0.5583 

0.0139 

(0.0113，0.0167) 

-0.6878 

0.0005 

(0.00002，0.0018) 

-0.6573 

0.0004 

(0.00001，0.0015) 

0.5583 

𝛽3 

0.7515 

(0.7228，0.7779) 

-1.9264 

6.756 

(6.4287，6.9827) 

-0.8539 

1.7512 

(1.5363，1.9870) 

-1.4851 

0.2139 

(0.1655，0.2661) 

-1.9264 

𝜃1 

180 以上 

220 未満 

0.3299 

(0.2884，0.3681) 

0.6802 

1.9469 

(1.8984，1.9851) 

-0.7648 

1.5417 

(1.4191，1.6356) 

0.1677 

1.1967 

(1.1575，1.2364) 

1.2599 

𝜃2 

220 以上 

260 未満 

0.4608 

(0.4195，0.4981) 

0.6404 

2.3832 

(2.3354，2.4225) 

-0.7721 

1.9861 

(1.8561，2.0865) 

0.3773 

1.3919 

(1.3519，1.4343) 

1.5027 

𝜃3 

260 以上 

350 未満 

0.5621 

(0.5187，0.6019) 

0.7651 

2.3695 

(2.3168，2.4152) 

-1.1976 

- 

1.6849 

(1.6396，1.7278) 

1.1614 

𝜎 

0.8477 

(0.5439，0.5648) 

-0.3741 

0.4761 

(0.4708，0.4821) 

0.6261 

0.5536 

(0.5429，0.5646) 

1.1615 

0.8712 

(0.8616，0.8810) 

-0.8214 

1 行目：期待値，2 行目：90％信頼区間，3 行目：Geweke 検定統計量 
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図-4.7 劣化パフォーマンスカーブ 
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図-4.8 補修履歴の獲得状況 
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いう情報も相対的に多く記録されていることがわかる．図-4.7 と図-4.8 の分析結果か

ら，補修履歴が獲得されていないことにより，1 度目の路面性状調査までの期間が長期

化し，連続量を用いた劣化ハザードモデルの期待寿命が長く推定されたと考えられる．

そこで，  B～D 支社に対して，直近の補修の実施年月日を獲得できなかった場合に適

用できる図-4.4(b)に示すデータ獲得パターンを想定して分析を行った．本来であれば，

調査間隔が不明である地点にのみ，調査間隔に対して確率変数を設定して分析を進め

るべきであるが，B～D 支社においては最新の補修年月日の記録の信頼性が疑わしいデ

ータが多く，全ての地点において確率変数を設定し，潜在変数ベクトル𝝃を用いてモデ

ルを推定することとした．その結果，潜在変数ベクトル𝝃を用いずにモデルを推定した

結果（図-4.7）と同様に，期待寿命が長く推定された結果が得られた，あるいはモデ

ル推定において収束判定が満たされず推定不可能であった，というように望ましい結

果は得られなかった． 

原因として，全ての地点に対して調査間隔の確率変数を設定したことが考えられる．

先述したように，確率変数は調査間隔が不明である地点に対して設定されるべきであ

る．すなわち，補修が実施されたものの補修年月日が記録されていない地点に対して

のみ設定される必要がある．しかしながら，便宜上区分した「補修履歴なし」は，補修

年月日と供用開始年月日が同一時刻で記録されているデータとしているため，補修が

実施されたものの補修年月日が記録されていない地点，補修が実施されていない地点，

の二つが  混在している．後者に関しては確率変数を設定するべきではないが，

NEXCO-PMS 上では両者の区別をつけることができない実状がある．また，「補修履歴

あり」においても，補修年月日と供用開始年月日が異なる時刻で記録されているデー

タとしているため，本来であれば確率変数の設定は不要である．確率変数を設定する

ことは既知である調査間隔の情報を失わせることを意味する．しかしながら，B～D 支

社のデータにおいては，舗装の耐用年数からみて補修年月日の記録が最新ではないと

考えられるデータが数多く存在していたため，確率変数を設定せざるを得ない実状が

あった． 

図-4.9 に B 支社の供用開始または補修からの経過時点とその時の IRI 値の散布図を

示す．「補修履歴なし」のデータを青丸にて示している．「補修履歴なし」のデータが，

補修が実施されたものの補修年月日が記録されていない地点のみのデータであれば，

ほぼ全てのデータが図中の右上エリアにプロットされることが想定されるが，右下エ

リアにも「補修履歴なし」のデータが数多く見られる．右下エリアにプロットされた

地点は補修が実施されていない地点も含まれており，調査間隔の確率変数を設定すべ

きではない地点と推察されるが，両者を区別することはできない．また，「補修履歴あ

り」のデータを橙丸にして示している．補修年月日が正確に記録されているのであれ

ば，ほぼ全てのデータが図中の左エリアにプロットされることが想定されるが，中央
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～右のエリアにも「補修履歴あり」のデータが数多く見られるため，補修年月日が正

確に記録されていない可能性がある．当然のことながら，これらを区別することは不

可能である． 

以上より，既往研究 14)において調査間隔が不明である不完全なデータに対して連続

量を用いた劣化ハザードモデルを推定する手法が提案されているものの，本研究で対

象としている NEXCO-PMS に格納されている路面性状調査データを用いた場合には，

データベースの不完全性により調査間隔が不明であるデータのみを分離することが困

難であったため，適用が困難であることが判明した．なお，モデルの推定時，潜在変

数ベクトル𝝃の具体設定において，全ての地点において同一の潜在変数ベクトル𝝃を設

定する，全ての地点において異なった潜在変数ベクトル𝝃を設定する，の 2 つのパター

ンを設定して分析を実施した．潜在変数ベクトル𝝃の設定によって推定結果は変わると

考えられるが，その他いずれの設定においても，先述した調査間隔を確率変数として

設定すべき地点を分離することが困難であるという理由により，望ましい推定結果が

得られるとは考え難い．連続量を用いた劣化ハザードモデルを推定するためには，補

修履歴に関する情報を確実に獲得・蓄積していくことが重要である．  

 なお，補修履歴が記録されていない一つの要因として，NEXCO-PMS におけるデー

タベースの基本単位と補修工事の工区割が一致しないことが考えられる．データベー

スでは，100m 間隔のキロポスト単位で各種データが整理されている．一方，補修現場

では，補修費用の削減のために 100m より短い延長で補修することがある．そもそも，

土工部／橋梁部の切替えがキロポスト 100m 単位でそろわず，土工部と橋梁部が接続

する箇所は 100m の基本単位区間内にそれぞれの構造が含まれているため，補修工事

 

図-4.9 調査時点と IRI の関係 
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実績を NEXCO-PMS 上に記録することが単純作業にはなっていない実状がある．これ

に対し，A 支社では，工事記録情報から 1m 間隔の補修履歴のデータを作成して

NEXCO-PMS 上に記録している．NEXCO-PMS では，1m 間隔の補修情報を，100m 基

本単位区間で最も小さいキロポスト（100m 基本単位区間で最も起点側）の情報を代表

値として自動的に出力する機能を有している．今回の A 支社の分析結果から，このよ

うにある程度の割り切りでルール化された入力データを用いても，実務上問題のない

劣化予測結果を得ることができた．ただし，工事記録情報から 1m 間隔の補修履歴の

データ作成には多大な労力が必要となる．今後，高速道路舗装マネジメントの高度化

に向けて補修履歴の確実な蓄積は極めて重要な作業であることから，工事記録情報と

NEXCO-PMS の有機的な自動連係機能の開発が必要である．  

 

4.4.3 調査間隔の違いによるモデル推定結果への影響  

A 支社では，IRI に関する路面性状調査を 1 年間隔で実施しており，舗装補修工事の

実施間隔の 1 年と合致している．したがって，実施計画を策定するうえで直近の調査

データが存在することになり，精度の高い計画立案が可能となる．一方で，B～D 支社

の調査間隔は 2～3 年となっており，A 支社においても調査費用やリソースの削減を考

慮すると，調査間隔を延長できることが望ましい．そこで，補修情報が獲得されてい

る A 支社のデータを用い，調査間隔の違いが連続量を用いた劣化ハザードモデルの推

定結果に与える影響を分析した．具体的には，2015～2020 年度の対象期間において A

支社ではほぼ全ての地点で 6 回の調査データを有するため，これを 3 年間隔すなわち

2 回分の調査データとして構成し直したうえで，ハザードモデルを推定した．推定結果

を図-4.10 に示す．調査間隔の違いによる期待寿命の変化は，180mm 以上 220mm 未満

 

図-4.10 調査間隔による推定結果（A 支社） 
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で 14 年→15.2 年，220mm 以上 260mm 未満で 16 年→17 年，260mm 以上 350mm 未満

で 17 年→18.5 年となり，調査間隔を 1 年から 3 年に変更することにより，期待寿命が

1～1.5 年延びる結果となった． 

しかしながら，本研究の目的は，連続量を用いた劣化ハザードモデルを用いて舗装

補修工事の計画の策定を支援することにあるため，補修目標値に到達する直前の 3 年

分（＝調査間隔）の劣化速度に着目すればよい．そこで，図-4.10 の 1 年間隔・As 層

厚 180mm 以上 220mm 未満の劣化曲線に対する緑細線で示す例のように，補修目標値

である IRI = 3.5 mm/m に到達する 3 年前の IRI 値を調査間隔の違いで比較すると，

180mm 以上 220mm 未満で 2.63 mm/m→2.58 mm/m，220mm 以上 260mm 未満で 2.66 

mm/m→2.61 mm/m，260mm 以上 350mm 未満で 2.72 mm/m→2.67 mm/m となり，大きな

影響は見られない．したがって，補修工事の実施計画を支援するための連続量を用い

た劣化ハザードモデルの推定においては，A 支社の IRI に関する調査間隔は，1 年から

3 年に変更可能であることが示唆された．  
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4.5 おわりに 

 

本研究では，舗装補修計画の支援に用いる統計的劣化予測手法として，高速道路舗

装の劣化管理指標が連続値で管理されていることを踏まえ，連続量を用いた劣化ハザ

ードモデルを推定した．分析には NEXCO-PMS に蓄積されているデータのうち，近年

の高速道路舗装の課題である損傷の深層化を評価可能な IRI を使用した．IRI と As 層

厚の関係性を考慮し，連続量を用いた劣化ハザードモデルの推定において As 層厚を説

明変数に採用したところ，IRI の劣化速度は As 層厚の影響を受け，As 層厚が薄い箇所

ほど劣化が速い傾向を示した．NEXCO 西日本の 4 支社で比較した推定結果から，補修

履歴の有無がモデルの推定に与える影響が大きく，今後のマネジメントでは補修履歴

の確実な収集が必要であることを指摘した．  

 一方で，本研究に関して今後に残された課題がいくつかある．第 1 に，劣化ハザー

ドモデルを推定する基本単位の検討が必要である．本研究では，4 支社単位でモデルの

推定を実施した．しかしながら，舗装補修計画の支援といったプロジェクトレベルの

問題を対象にするのであれば，例えば IC 区間など，モデルを推定する単位（範囲）は

小さいほうが望ましいと考えられる．一方で，データ量の減少に伴い計算が収束しな

くなるなどモデル推定の精度の低下が示唆される．したがって，材料条件や気候条件

などの地域的な要因が舗装の劣化に与える影響を評価し，これらを説明変数に組み込

んだ事例を蓄積することが望まれる．第 2 に，舗装の劣化過程に関する力学的モデル

の検討があげられる．本研究では，試行錯誤の結果としてベースラインモデルに多項

式モデルを採用した．しかしながら，本研究の方法論は，力学的手法と統計学的手法

のハイブリット型モデルとして利用可能であることを特徴とする．近年，各地で実施

された開削調査により，舗装深層部の実際の損傷状況を踏まえた舗装構造の破壊基準

式が提案 21)されており，これらと路面性状値の時系列データを関連付け，力学的に舗

装の劣化過程を定義することが望まれる．第 3 に，本研究で推定した連続量を用いた

劣化ハザードモデルの精度の検証があげられる．A 支社において蓄積されている補修

履歴の情報は最新の情報のみとなっており，それ以前の補修履歴の情報が不明である．

つまり，例えば平均補修間隔のような精度検証に必要な情報を算定することが，現時

点では困難な状況にある．補修履歴を追加しなければならない B～D 支社も合わせ，

さらなるデータの蓄積と分析を継続し，本研究で推定したモデルの精度検証と改善を

していく必要がある． 
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【付録】データ獲得パターン 2 の場合の尤度関数 

 

いま，施設𝑖 = 𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼に対して獲得された調査サンプルがデータ獲得パターン 2

に該当し，補修・更新時点におけるデータが観測されていないと考える，1 回目の調査

間隔𝑑1
𝑖 = 𝑡1

𝑖が観測不可能であるが，仮にその値が𝜉である場合を考える．このとき，調

査間隔𝜉𝑖の場合に調査データ𝚵̅𝑖が観測される尤度関数は， 

ℒ𝑖(𝚵̅𝑖 , 𝜉𝑖 , 𝜷, 𝜽, 𝜎) 

 = 𝜏(𝜉𝑖|𝑥̅1
𝑖 , 𝒛̅𝒊)∏𝜏(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 |𝑥̅ℎ

𝑖 , 𝒛̅𝒊)

𝐻𝑖

ℎ=2

 

 =
𝑓𝑑(𝜉𝑖)

𝜎𝑓(𝜉𝑖)
∙ exp{−exp(

ln𝑓(𝜉𝑖) − ln 𝑥̅ℎ
𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽

′

𝜎
) − 

ln 𝑓(𝜉𝑖) − ln 𝑥̅ℎ
𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽

′

𝜎
} 

   ∙∏[
𝑓𝑑(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 )

𝜎𝑓(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎
𝑖ℎ

𝑎=2 )

𝐻𝑖

ℎ=2

∙ exp {−exp(
ln𝑓(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 ) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
) 

−
ln𝑓(𝜉𝑖 +∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 ) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
}] (付 4.1) 

 (𝑖 = 𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼) 

と表現できパターン 1 の尤度関数に一致する．ただし，上記の尤度関数の中に含まれ

る潜在変数ベクトル𝝃 = (𝜉𝐼′+1,⋯ , 𝜉𝐼)は観測できない変数である．そこで式(4.26)を用い

て，潜在変数の確率分布を推定することを考える．式(4.26)を用いて，潜在変数𝜉𝑖(𝑖 =

𝐼′ + 1,⋯ , 𝐼)に関する条件付事後確率Pr[𝜉𝑖|𝚵̅𝑖 , 𝜷, 𝜽, 𝜎] は， 

Pr[𝜉𝑖|𝚵̅𝑖 , 𝜷, 𝜽, 𝜎] 

 ∝
𝑓𝑑(𝜉𝑖)

𝑓(𝜉𝑖)
∙ exp{−exp(

ln 𝑓(𝜉𝑖) − ln 𝑥̅ℎ
𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽

′

𝜎
) − 

ln 𝑓(𝜉𝑖)

𝜎
} 

   ∙∏[
𝑓𝑑(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 )

𝑓(𝜉𝑖 + ∑ 𝑑̅𝑎
𝑖ℎ

𝑎=2 )

𝐻𝑖

ℎ=2

∙ exp {−exp(
ln𝑓(𝜉𝑖 +∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 ) − ln 𝑥̅ℎ

𝑖 − 𝒛̅𝒊𝜽
′

𝜎
) 

−
ln𝑓(𝜉𝑖 +∑ 𝑑̅𝑎

𝑖ℎ
𝑎=2 )

𝜎
}] (付 4.2) 

と表現できる．本研究では，上記の尤度関数を用いて，MCMC 法により劣化予測モデ

ルの未知パラメータと潜在変数を同時にサンプリングする．  
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第 5 章 地域の環境・材料条件を考慮した 

    舗装構造設計手法 

 

 

5.1 はじめに 

 

舗装マネジメントのうち，第 2 章・第 3 章では，ネットワークレベルにおける高速

道路舗装の現状を評価する方法を，第 4 章では，プロジェクトレベルにおけるメンテ

ナンスサイクルの「措置」に該当する舗装補修計画の策定方法を検討した．これに対

し，本章では，舗装ライフサイクルにわたる情報を有機的に連携し，それらを長寿命

化に向けた舗装構造設計に反映する手法を具現化する．  

高速道路舗装の構造設計は，原則として TA 法を採用している．TA 法は，路床の設計

CBR と設計交通量（総通過 10t 換算軸数）から求められる TA 値（等値換算厚）に基づ

いて，舗装各層の厚さを決定する手法である．TA 法は，一定のサービス水準を維持で

きる寿命を，舗装が置かれている地域の環境・材料条件にかかわらず一律に確保する

ことを目的としている．しかし，西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 西日本）が

管理する高速道路舗装では，長期間の供用により損傷の深層化が進展 1)し，寿命が地

域（＝インターチェンジ区間（以下，IC 区間））によって異なることが報告されている

2)，3)．このため，高速道路舗装の長寿命化を図るうえで，舗装劣化要因の地域性を把握

し，構造設計のパラメータとして採用することが重要である．  

以上の問題意識のもと，本研究では，降雨量や骨材事情といった地域の環境・材料

条件と舗装の劣化速度の関係を統計的に分析し，分析結果を舗装構造設計に活用する

手法を提案する．以下，5.2 で，本章の基本的な考え方を述べる．5.3 では，本研究で

用いる統計的劣化ハザードモデルの概要を説明する．そして，5.4 において，マルコフ

劣化ハザードモデルを用いて，舗装の劣化速度に影響を与える要因を分析する．さら

に，5.5 において，混合マルコフ劣化ハザードモデルを用いて，NEXCO 西日本管内の

舗装劣化速度を地域間で比較し，推定したパラメータ値から地域の環境・材料条件を

考慮した舗装構造設計を提案する． 
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5.2 本章の基本的な考え方 

 

5.2.1 TA 法の課題 

高速道路のアスファルト舗装の構造設計法の変遷を整理すると，名神高速道路：CBR

設計法，東名高速道路：SN 設計法，縦貫 5 道（東北，中央，北陸，中国，九州）～現

在：TA 法となる．名神高速道路の設計に適用された CBR 設計法では，基盤面となる路

床の CBR に応じて舗装全厚を決定するが，舗装各層の構成は設計者の経験によるもの

であった．そのため，交通量に比してアスファルト混合物層の厚さが薄くなり，舗装

の耐荷力不足につながった．東名高速道路の設計には，同時期に公表された米国の

AASHO（American Association of State Highway Officials）道路試験の知見を導入した SN

設計法が適用され，舗装全厚に加え，舗装各層に適用する混合物の強度を考慮した構

造設計が可能となった．一方で，SN 設計法では，AASHO 道路試験の試験条件であっ

た路床の CBR が 3 という特定の基盤条件での設計曲線のみしか設定されておらず，基

盤条件が異なる場合の設計法が確立されていなかった．名神・東名に続く縦貫 5 道，

それ以降の全国高速道路ネットワーク網の整備を考えると，建設地点の基盤条件は多

岐にわたっており，東名での SN 設計法を踏襲しながらも，路床支持力の違いを加味

し得るような設計法の開発が必要であった．そこで，設計条件が明確な東京，大阪，

名古屋付近の一級国道で，当時のアスファルト舗装要綱の C 曲線に基づいて設計され

た舗装を選び，舗装の破壊状況，路床の CBR および舗装厚指数などの関係が調査され

た 4)．調査の結果，舗装厚指数と CBR の関係の両対数紙上に，供用後 3 年以上経過し

ても構造的に欠陥がない区間と欠陥が生じた区間に境界線があることが見出された．

そして，舗装厚指数を等値換算厚 TA に，輪荷重を 10t 換算軸数に変換し，現在の高速

道路舗装の構造設計に適用されている TA 法の設計曲線が構築された． 

路床の設計 CBR と設計交通量から舗装断面をカタログ的に決定できる TA 法の簡便

さは，全国各地に高速道路ネットワークを拡大してきた現在まで，高速道路舗装の構

造設計の標準として採用されてきた．一方，舗装の寿命が地域によって異なる一つの

要因として，我が国特有の複雑な気候や地質の条件を TA 法では考慮できていない可能

性が考えられる．今後，NEXCO 西日本の舗装事業は，改築工事や 4 車線化工事が主な

対象となる．これらの事業は，既供用路線上で実施されるため，舗装の寿命が地域に

よって異なるという実態を考慮すると，現在までに蓄積してきた膨大な路面性状など

のデータを分析したうえで，舗装の劣化過程の地域特性を構造設計に反映できる手法

の検討が必要である． 

 

5.2.2 供用実態を加味した舗装構造設計 

インフラ構造物のライフサイクルを事業区分で考えると，計画→調査・設計→工事
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→供用（利用）→維持管理となる．各事業段階では多種多様な情報が生成され，ある

事業で生成された情報は，同じ事業内の別の作業や次の事業で活用される 5)．TA 法の

課題が舗装の劣化の地域性を考慮できていない点にあるのであれば，今後の改築工事

や 4 車線化工事の構造設計の実務において，当初建設時の情報や供用中の履歴をフィ

ードバックする必要性が考えられる．近年の損傷の深層化の形態を考慮すると，フィ

ードバックの際に有効なキーワードとして，「表層・基層・アスファルト安定処理上層

路盤の合計厚さ（以下，As 層厚）」「はく離」「舗装内部への雨水の浸透」があげられ

る．そこで，本研究では，図-5.1 に示すとおり，調査・設計段階で設定される As 層厚

（構造条件），工事（新設工事および通常維持で実施する構造設計を伴わない補修工事

を含む）の段階で確認される使用骨材のはく離面積率 6)（材料条件），供用（利用）段

階における年間総雨量（環境条件），維持管理の段階で獲得される路面性状値（劣化管

理指標）を有機的に連携し，次の修繕（改築工事）あるいは建設工事（4 車線化工事）

の構造設計に反映させる手法を検討する．この際，1）改築工事や 4 車線化工事（先行

的に路床まで仕上げられていることがある）においては，路床の置き換え（路床仕上

がり高さの変更を含む）を実施することが困難で，路床支持力や舗装全厚の変更が不

可能である場合があること，2）深層部の損傷への対策として As 層厚の増厚が有効で

あると提案されている一方で，その具体的な手法が明示されていないこと，3）使用材

料の観点では，高弾性アスファルト混合物（HiMA：High Modulus Asphalt）の開発やセ

メント安定処理路盤の強化が進んでいること，を考慮し，本研究では，特に As 層厚の

設計方法に着目する． 

 

図-5.1 地域の環境・材料条件を考慮した高速道路の舗装構造設計手法  

 

≪舗装のライフサイクル（事業区分）≫

供用（利用）計画 調査・設計 工事（建設・補修） 維持管理

As層厚
（構造条件）

はく離面積率
（材料条件）

年間総雨量
（環境条件）

IRI
（劣化管理指標）

≪生成（獲得）情報≫

≪改築／4車線化工事の舗装構造設計≫

（従来）
TA法で求まるAs層厚

（本研究）
地域の環境・材料条件を考慮したAs層厚

定量化（数値化）⇒位置情報で連携

比較

※地域の実状（補修予算など）も加味

長寿命化が可能な舗装断面の決定
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具体的には，各条件を定量化したうえで膨大な路面性状データを地理空間的に関連

付け，マルコフ劣化ハザードモデルにより舗装の劣化速度に与える影響を分析する．

また，IC 区間の劣化速度の異質性を考慮できる混合マルコフ劣化ハザードモデルによ

り，舗装の劣化速度を地域間で比較し，各地域における As 層厚と舗装の寿命の関係を

把握する．そして，改築工事や 4 車線化工事の舗装構造設計実務において，従来の TA

法による計算結果と本研究の手法から求まる As 層厚を比較する．最終的に，補修に充

てられる予算の規模や補修工事を実施するうえで必要な交通規制の容易さなど，舗装

が置かれている実状を考慮したうえで舗装構造を決定する．この一連のプロセスを，

高速道路舗装の損傷の深層化に対応し，長寿命化が可能となる施策の一つとして提案

する． 

なお，第 2 章で示したとおり，深層部の損傷は路面にポンピングや局部変形を引き

起こし，路面の縦断プロファイルを入力値として算定する IRI（International Roughness 

Index：国際ラフネス指数）が大きくなる傾向を確認している 7)．また，IRI と As 層厚

の間には関係性が見られ，As 層厚を厚くし舗装構造を強化することで，IRI を低く抑

えられることを確認している 7)．すなわち，路面性状調査で獲得できる IRI は深層部の

損傷の進展を捉えられる可能性のある指標であると考えており，本章の分析において

も IRI データを用いることとする． 
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5.3 統計的劣化予測モデルの概要 

 

5.3.1 モデル化の前提条件 

本研究で用いるマルコフ劣化ハザードモデル 8)，9)，混合マルコフ劣化ハザードモデ

ル 10)は既往研究や成書 11)に詳しいが，読者の便宜のためにモデルの概要について述べ

る． 

カレンダー時刻𝑠0を初期時点とする離散的時間軸𝑡 = 0,1,2,⋯を考え，離散的時間軸上

の点を時点と呼び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を1に基準化する．舗装の

健全性を𝐼個の健全度𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼)で表現する．𝑖の値が大きくなるほど，劣化が進展し

ている．時点𝑡における舗装の健全度を状態変数ℎ(𝑡) = 𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼; 𝑡 = 0, 1,⋯ )を用いて

表現する．舗装の劣化過程がマルコフ連鎖に従うと仮定し，離散時間軸上の単位時間

間隔における健全度間の推移確率をマルコフ推移確率を用いて表現する．推移確率は，

時点𝑡における健全度ℎ(𝑡) = 𝑖を与件とし，次の時点𝑡 + 1における健全度ℎ(𝑡 + 1) = 𝑗(𝑗 ≥

𝑖)が生起する条件付確率 

Prob[ℎ(𝑡 + 1) = 𝑗|ℎ(𝑡) = 𝑖] = 𝜋𝑖𝑗 (5.1) 

を用いて定義される．このようなマルコフ推移確率は所与の 2 つの時点𝑡，𝑡 + 1の間に

おいて生じる健全度間の推移確率を示したものであり，当然のことながら，対象とす

る調査間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補修がない限り常に劣化が進行するの

で，𝜋𝑖𝑗 = 0(𝑖 > 𝑗)が成立する．また，推移確率の定義より∑ 𝜋𝑖𝑗
𝐼
𝑗=𝑖 = 1が成立する．すな

わち，マルコフ推移確率に関して， 

𝜋𝑖𝑗 ≥ 0

𝜋𝑖𝑗 = 0(𝑖 > 𝑗のとき)

∑𝜋𝑖𝑗 = 1

𝐼

𝑗=𝑖 }
 
 

 
 

(5.2) 

が成立しなければならない．健全度𝐼は，補修のない限りマルコフ連鎖における吸収状

態であり，𝜋𝐼𝐼 = 1が成立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴には依存しな

い．マルコフ連鎖モデルでは，健全度が𝑖 − 1から𝑖に推移した時点に拘わらず，時点𝑡か

ら時点𝑡 + 1の間に推移する確率は時点𝑡における健全度のみに依存するという性質（マ

ルコフ性）を満足する． 

 

5.3.2 モデルの定式化 

(1) マルコフ劣化ハザードモデル 

健全度𝑖の開始時刻を𝜏𝑖−1とし，健全度𝑖の寿命𝜏𝑖 − 𝜏𝑖−1を確率変数𝛧𝑖で表す．また，𝛧𝑖

が従う確率分布の確率密度関数，累積分布関数，生存関数をそれぞれ𝑓𝑖，𝐹𝑖，𝑆𝑖とする．

𝜁𝑖まで健全度𝑖が継続した条件の下で，次の瞬間に健全度が𝑖 + 1に推移する条件付き確
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率をハザード関数𝜆𝑖(𝜁𝑖)を用いて表す．𝜆𝑖の定義は 

𝜆𝑖(𝜁𝑖) = lim
𝑑𝑡→+0

Prob[𝜁𝑖 ≤ 𝑍𝑖 < 𝜁𝑖 + 𝑑𝑡|𝑍𝑖 ≥ 𝜁𝑖]

𝑑𝑡
(5.3) 

であり， 

𝜆𝑖(𝜁𝑖) =
𝑓𝑖(𝜁𝑖)

𝑆𝑖(𝜁𝑖)
(5.4) 

となる．𝜆𝑖の選び方により様々なハザードモデルを提案できるが，マルコフ劣化ハザー

ドモデルにおいては𝜆𝑖として𝜁𝑖に依らない定数であるハザード関数 

𝜆𝑖(𝜁𝑖) = 𝜃𝑖 (5.5) 

を採用する．ただし，𝜃𝑖 > 0である． このとき， 

𝑓𝑖(𝜁𝑖) = 𝜃𝑖exp(−𝜃𝑖𝜁𝑖)   (5.6) 

𝑆𝑖(𝜁𝑖) = exp(−𝜃𝑖𝜁𝑖) (5.7) 

𝐹𝑖(𝜁𝑖) = 1 − exp(−𝜃𝑖𝜁𝑖) (5.8)

が得られる．  

ここで，ℎ(𝜏𝐴) = 𝑖が生起した条件の下でℎ(𝜏𝐵) = 𝑗(> 𝑖)が生起する条件付き確率𝜋𝑖𝑗(𝑧)

は若干の計算により 

𝜋𝑖𝑗(𝑧) =∑∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚 − 𝜃𝑠

𝑠−1

𝑚=𝑖

∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚+1 − 𝜃𝑠

𝑗−1

𝑚=𝑠

exp(−𝜃𝑠𝑧)

𝑗

𝑠=𝑖

(5.9) 

と表される．表記の規則として 

{
 
 

 
 ∏

𝜃𝑚
𝜃𝑚 − 𝜃𝑠

= 1      

𝑠−1

𝑚=𝑖

𝑠 = 𝑖のとき

∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚+1 − 𝜃𝑠
= 1

𝑗−1

𝑚=𝑠

    𝑠 = 𝑗のとき

(5.10) 

が成立すると考える．式(5.9)をマルコフ劣化ハザードモデルと呼ぶ．マルコフ劣化ハ

ザードモデルにおいて，𝜏𝐴から𝜏𝐵の間に健全度が𝑖から𝑗 に推移する確率は，ハザード

率𝜃𝑖および𝜏𝐵と𝜏𝐴の差である𝑧のみにより記述される． 

 

(2) 混合マルコフ劣化ハザードモデル 

混合マルコフ劣化ハザードモデルにおいては，式(5.5)に示されるハザード関数𝜆𝑖に

対して，IC 区間𝑘(𝑘 = 1,⋯ ,𝐾)ごとに固有なハザード率の変動特性を表す異質性パラメ

ータ𝜀𝑘を導入する．すなわち， 

𝜆𝑖
𝑘(𝜁𝑖) = 𝜃𝑖𝜀

𝑘 (5.11) 

を考える．このとき，ℎ(𝜏𝐴) = 𝑖が生起した条件の下でℎ(𝜏𝐵) = 𝑗(> 𝑖)が生起する条件付き

確率𝜋̃𝑖𝑗
𝑘 (𝑧)は若干の計算により 
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𝜋̃𝑖𝑗
𝑘 (𝑧) =∑∏

𝜃𝑚
𝜃𝑚 − 𝜃𝑠

𝑠−1

𝑚=𝑖

∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚+1 − 𝜃𝑠

𝑗−1

𝑚=𝑠

𝑒𝑥𝑝(−𝜃𝑠𝜀
𝑘𝑧)

𝑗

𝑠=𝑖

(5.12) 

と表される．ただし，表記の規則として式(5.10)が成立しているとする．ここで，異質

性パラメータ𝜀𝑘(𝑘 = 1,⋯ , 𝐾)が標準的なハザード率𝜃𝑖からの乖離の程度を表す確率変数

であり，平均1，分散1 𝜙⁄ のガンマ分布 

𝐺(𝜀;𝜙) =
𝜙𝜙

Γ(𝜙)
(𝜀)𝜙−1exp(−𝜙𝜀) (5.13) 

から抽出された確率標本であると考える．このとき，式(5.12)において添え字𝑘は表記

されなくなり，左辺は𝜀の条件付き確率𝜋̃𝑖𝑗(𝑧|𝜀)となることに留意されたい．無条件確率

𝜋̃𝑖𝑗(𝑧)は若干の計算により， 

𝜋̃𝑖𝑗(𝑧) = ∫ 𝜋̃𝑖𝑗(𝑧|𝜀)𝐺(𝜀;𝜙)
∞

0

𝑑𝜀            

=∑∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚 − 𝜃𝑠

𝑠−1

𝑚=𝑖

∏
𝜃𝑚

𝜃𝑚+1 − 𝜃𝑠
∙

𝜙𝜙

(𝜃𝑠𝑧 + 𝜙)𝜙

𝑗−1

𝑚=𝑠

𝑗

𝑠=𝑖

 (5.14) 

となる． 式(5.14)を混合マルコフ劣化ハザードモデルと呼ぶ．  

 

5.3.3 モデルの推定方法 

(1) 調査データの概要 

高速道路舗装に対して，2 つの異なる時点において路面性状調査が実施された場合

を考える．IC 区間𝑘(𝑘 = 1,⋯ ,𝐾)の道路区間（基本単位 100m）𝑙𝑘(𝑙𝑘 = 1,⋯ , 𝐿𝑘)に関して

初回の調査が実施されたカレンダー時刻を 𝜏̅𝐴
𝑙𝑘と表す．それから，時間𝑧̅𝑙𝑘が経過したカ

レンダー時刻𝜏̅𝐵
𝑙𝑘 = 𝜏̅𝐴

𝑙𝑘 + 𝑧̅𝑙𝑘に 2 度目の調査が実施されたとする．記号「⬚̅」は実測値を

表す．∑ 𝐿𝑘 =
𝐾
𝑘=1 𝐿個のサンプルには，初回から 2 回目の調査が実施された時刻までの期

間長𝑧̅𝑙𝑘と，2 回の調査で計測された調査結果ℎ(𝜏̅𝐴
𝑙𝑘)，ℎ(𝜏̅𝐵

𝑙𝑘)に関する情報が利用可能で

ある．調査時点の健全度に基づき，ダミー変数𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘を 

𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘 = {

1 ℎ̅(𝜏𝐴
𝑙𝑘) = 𝑖，ℎ̅(𝜏𝐵

𝑙𝑘) = 𝑗のとき

 0 それ以外のとき       
 (5.15) 

(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼 − 1, 𝑗 = 𝑖,⋯ , 𝐼) 

(𝑙𝑘 = 1,⋯ , 𝐿𝑘; 𝑘 = 1,⋯ ,𝐾) 

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを𝜹̅𝑙𝑘 = (𝛿̅11
𝑙𝑘 ,⋯ , 𝛿̅𝐼−1,𝐼

𝑙𝑘 )，舗装の劣化速度に影

響を及ぼす構造特性や環境条件を表す特性行ベクトルを𝒙̅𝑙𝑘 = (𝑥̅1
𝑙𝑘 ,⋯ , 𝑥̅𝑀

𝑙𝑘)と表す．ただ

し𝑥̅𝑚
𝑙𝑘(𝑚 = 1,⋯ ,𝑀)は IC 区間𝑘の調査情報サンプルに関する𝑚番目の特性変数の観測値

を表す．また，第 1 番目の特性変数は定数項に該当する変数であり，恒等的に𝑥1
𝑙𝑘 = 1

である．定期的な調査で得られる IC 区間𝑘，道路区間𝑙𝑘の調査サンプルが有する情報

を𝝃𝑙𝑘 = (𝜹̅𝑙𝑘 , 𝑧̅𝑙𝑘 , 𝒙̅𝑙𝑘)と表す．また，調査データ全体を𝚵と表す． 
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(2) マルコフ劣化ハザードモデルの推定手法 

道路区間𝑙𝑘の健全度𝑖における劣化過程を表現するハザード関数𝜆𝑖
𝑙𝑘(𝜁𝑖

𝑙𝑘) = 𝜃𝑖
𝑙𝑘におい

て，ハザード率𝜃𝑖
𝑙𝑘は特性ベクトル𝒙𝑙𝑘に影響を及ぼされると考え，パラメータベクトル

𝜷𝑖を用いて 

𝜃𝑖
𝑙𝑘 = exp(𝒙𝑙𝑘 ∙ 𝜷𝑖

′) (5.16) 

と表す．ただし，𝜷𝑖 = (𝛽𝑖,1,⋯ , 𝛽𝑖,𝑀)は未知パラメータ𝛽𝑖,𝑚(𝑚 = 1,⋯ ,𝑀)による行ベクト

ル，記号「′」は転置操作を表す． 

いま，道路区間𝑙𝑘において，情報サンプル𝝃𝑙𝑘が観測される確率は式(5.9)を用いて表

すことができる．したがって，調査データ𝚵が観測される同時生起確率の対数，すなわ

ち尤度関数ln ℒ (𝜷;𝚵)は式(5.9)，式(5.16)を用いて 

ln ℒ(𝜷;𝚵) = ∑∑∑∑𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘 ln[𝜋𝑖𝑗(𝑧̅

𝑙𝑘 , 𝒙̅𝑙𝑘; 𝜷)]

𝐼

𝑗=1

𝐼

𝑖=1

𝐿𝑘

𝑙𝑘=1

𝐾

𝑘=1

(5.17) 

と定義できる． ln ℒ(𝜷;𝚵)を最大化するような最尤推定値𝜷̂は以下の連立方程式 

𝜕 ln ℒ(𝜷̂; 𝚵)

𝜕𝛽𝑖,𝑚
= 0 (5.18) 

の解として得られる．式(5.18)は Newton 法を基本とする逐次反復法により解くことが

できる．  

 

(3) 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定手法 

道路区間𝑙𝑘の健全度𝑖における劣化過程を表現するハザード関数𝜆𝑖
𝑙𝑘(𝜁𝑖

𝑙𝑘) = 𝜃𝑖
𝑙𝑘𝜀𝑘にお

いて，ハザード率𝜃𝑖
𝑙𝑘は特性ベクトル𝒙𝑙𝑘に影響を及ぼされると考え，パラメータベクト

ル𝜷𝑖を用いて 

𝜃𝑖
𝑙𝑘 = exp(𝒙𝑙𝑘 ∙ 𝜷𝑖

′) (5.19) 

と表す．ただし， 𝜷𝑖 = (𝛽𝑖,1,⋯ , 𝛽𝑖,𝑀)は未知パラメータ𝛽𝑖,𝑚(𝑚 = 1,⋯ ,𝑀)による行ベクト

ルを表す．混合マルコフ劣化ハザードモデルは式(5.14)で示したように，各健全度にお

けるハザード率𝜃𝑖
𝑙𝑘と異質性パラメータ𝜀𝑘の確率分布の分散パラメータ𝜙を用いて表現

できる．したがって，未知パラメータベクトルを𝝂 = (𝜷𝟏,⋯ , 𝜷𝑰−𝟏, 𝜙)としたとき，調査

データ𝚵が観測される同時生起確率の対数，すなわち対数尤度関数 ln ℒ (𝝂; 𝚵)は式(5.14)，

式(5.19)を用いて 

ln ℒ(𝝂, Ξ) =∑∑∑∑𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘 ln[𝜋̃𝑖𝑗(𝑧̅

𝑙𝑘 , 𝒙̅𝑙𝑘; 𝝂)]

𝐼

𝑗=1

𝐼

𝑖=1

𝐿𝑘

𝑙𝑘=1

𝐾

𝑘=1

(5.20) 

と定義できる．ln ℒ(𝝂, Ξ)を最大にするような最尤推定値𝝂̂は 
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𝜕 lnℒ(𝝂̂, 𝚵)

𝜕𝜈𝑖
= 0 (5.21) 

(𝑖 = 1,⋯ , (𝐼 − 1)𝑀 + 1) 

を同時に満足するような𝝂̂ = (𝜷̂1,⋯ , 𝜷̂𝐼−1, 𝜙̂)として与えられる． 

続いて，確率標本であるとした異質性パラメータ𝜀𝑘の実現値を推定する．異質性パ

ラメータがガンマ分布𝐺(𝜀; 𝜙)（式(5.13)を参照）に従い，パラメータの最尤推定値 𝝂̂ =

(𝜷̂1,⋯ , 𝜷̂𝐼−1, 𝜙̂)を与件としたとき，IC 区間𝑘に属する𝐿𝑘個の情報サンプル𝝃 = (𝝃1,⋯ , 𝝃𝑙𝑘)

が観測される同時生起確率𝜌𝑘(𝜀𝑘; 𝝂̂, 𝝃)，すなわち部分尤度は 

𝜌𝑘(𝜀𝑘; 𝝂̂, 𝝃) =∏∏∏{𝜋̃𝑖𝑗(𝑧̅
𝑙𝑘 , 𝒙̅𝑙𝑘 , 𝜷̂; 𝜀𝑘)}

𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘

𝐺(𝜀𝑘; 𝜙̂)

𝐼

𝑗=1

𝐼

𝑖=1

𝐿𝑘

𝑙𝑘=1

(5.22) 

と定義できる．式(5.22)の両辺の対数をとることにより部分対数尤度は，  

𝑙𝑛 𝜌𝑘(𝜀𝑘; 𝝂̂, 𝝃) = ∑∑∑𝛿̅𝑖𝑗
𝑙𝑘

𝐼

𝑗=1

𝐼

𝑖=1

𝑙𝑛[𝜋̃𝑖𝑗(𝑧̅
𝑙𝑘 , 𝒙̅𝑙𝑘 , 𝜷̂; 𝜀𝑘)]

𝐿𝑘

𝑙𝑘=1

+ 𝑙𝑛{𝐺(𝜀𝑘; 𝜙̂)} (5.23) 

と表せる．したがって，異質性パラメータ𝜀𝑘(𝑘 = 1,⋯ ,𝐾)の条件付きの最尤推定値は，

最大化問題 

max
𝜀𝑘
{ln 𝜌𝑘(𝜀𝑘; 𝝂̂, 𝝃)} (5.24) 

の最適解𝜀̂𝑘として求めることができる．  
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5.4 地域の環境・材料条件による舗装の劣化速度 

 

5.4.1 環境・材料条件の定量化と地理空間的連携 

高速道路舗装の劣化速度を評価するにあたり，本研究では，東日本高速道路株式会

社・中日本高速道路株式会社・西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO3 会社）が共

同で開発した舗装マネジメントシステム（以下，NEXCO-PMS）に格納されている路面

性状データのうち，舗装の深層部の損傷の進展を捉える可能性がある IRI7)に着目した．

NEXCO-PMS 上において，路面性状データは 100m 単位で記録されており，本研究にお

いても基本単位区間を 100m とした．分析にあたり，路面性状調査により獲得された

IRI は，表-5.1 に示すとおり離散的な健全度に変換した．分析対象期間は，NEXCO 西

日本における路面性状調査の最大間隔 3 年を考慮し，2 時点のデータが獲得されてい

る可能性が高い 2015 年度～2020 年度の 6 年間とした．  

NEXCO-PMS は，舗装構成データベース（以下，舗装構成 DB）と路面性状データベ

ース（以下，路面性状 DB）で構築されている．舗装構成 DB には，位置情報（路線名，

キロポスト，上下線種別，車線（走行／追越）），舗装各層の種別，舗装各層の厚さが記

録されている．路面性状 DB には，路面性状調査によって獲得された路面性状値が調

査年度ごとに記録されている．本研究では，舗装構成 DB と路面性状 DB のデータを

位置情報で連携し，さらに路面性状データについては，基本単位区間の 100m ごとに

時系列データとして整理した． 

本研究では，損傷の深層化に対応し長寿命化に向けた舗装構造設計手法の提案とし

て，As 層厚の増厚に着目している．したがって，舗装構成 DB に入力されている舗装

各層の厚さの情報が重要である．このため，各層の厚さが，表層 4cm，基層 6cm，アス

ファルト安定処理上層路盤 8cm～25cm，舗装全厚 35cm～55cm，と，実務上，現実的な

値が記録されている舗装区間を分析の対象とした．表層種別については，NEXCO 西日

本の管理エリアの高機能舗装化率（管理車線延長のうち，表層に高機能舗装を適用し

ている割合）が約 9 割に達している実態から，分析にあたり区別しないこととした．

下層路盤の種別や路床の設計 CBR については，1）本研究で主に対象としている 4 車

線化や改築事業において，現地レベルで路床や下層路盤の変更が困難である場合があ

ること，2）そもそも舗装構成 DB でこれらの情報が不足していること，から，分析に

あたり区別しないこととした．このように整理したデータベースから，2 時点の健全度

ペアを 1 サンプルとし，時点の進行に伴い健全度が回復しているサンプルは除外し，

最終的に分析対象とした路面性状データのサンプルサイズは 122,942 となった．分析

対象の事前健全度－事後健全度ごとのサンプルサイズを表-5.2 に示しており，過去の

統計分析事例から，パラメータ推定に影響を与えるような不具合はないと考えられる． 

劣化速度の推定にあたり，近年の損傷の深層化は As 層厚の薄い区間で顕著であるこ
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とから，構造条件として As 層厚を採用した．ここで，一般的に，舗装の劣化に交通条

件（大型車交通量）が影響することが考えられている．しかし，高速道路舗装の構造

設計に TA 法が適用されていることを考慮すると，既往文献 2)においても報告されてい

るとおり，交通量の多い区間は As 層厚が厚くなっていると推測され，As 層厚を用い

た分析により交通条件の影響を包含できると考え，本研究では交通量による分析は対

象外とした． また，As 層厚を説明変数に採用することにより，TA 法で構築されてい

る舗装に対し，設計 CBR の影響も含まれるものと考えられる． 

次に，深層部の損傷の主要因が雨水の浸透であることを考慮し，地域の環境条件と

して年間総雨量を採用した．なお，環境条件としては，雨量のほかに気温があげられ

るが，予備検討において舗装の劣化速度と明確な関連が見られなかったことから，本

研究では対象外とした．この理由として，1）舗装深層部の損傷に対しては，気温が影

響しない可能性が考えられること，2）アメダスの気温データを本線に紐づける際，平

面的な距離関係で重み付けを行ったが，標高による気温変化を考慮できていないこと，

が考えられる． 

さらに，アスファルト安定処理上層路盤の疲労ひび割れ周辺にははく離が確認され

表-5.1 IRI の健全度区分 

 

 

健全度 IRI (mm/m) の範囲

1 IRI ≦  1.0

2 1.0 < IRI ≦  1.5

3 1.5 < IRI ≦  2.0

4 2.0 < IRI ≦  2.5

5 2.5 < IRI ≦  3.0

6 3.0 < IRI ≦  3.5

7 3.5 < IRI

表-5.2 分析データのサンプルサイズ  

 

 

1 2 3 4 5 6 7

1 3,535 2,575 476 86 20 8 9

2 - 31,895 12,855 2,745 623 192 98

3 - - 30,722 10,183 2,308 497 287

4 - - - 11,644 3,898 959 472

5 - - - - 3,102 1,142 514

6 - - - - - 748 469

7 - - - - - - 880

事
前
健
全
度

事後健全度
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ていることから，材料条件として地域の骨材事情の影響を考慮するため，使用骨材の

はく離抵抗性を採用した． 

 

(1) 構造条件：As 層厚 

NEXCO-PMS には，路面性状データに紐づくかたちで舗装構成に関するデータも蓄

積されており，記録されている As 層厚を構造条件として使用した． 

 

(2) 環境条件：年間総雨量 

NEXCO 西日本では，各種構造物の排水設計に用いる降雨強度図を作成するため，雨

量に関する様々なデータを整理している．このうち，本研究の分析には年間総雨量（図

-5.2）を採用した．年間総雨量データの収集期間は路面性状データと同様の 2015～2020

年とし，分析には 6 年間の平均値を使用した． 

年間総雨量は座標が付与された 1km メッシュで算出されている．そこで，図-5.3 に

示すとおり，年間総雨量メッシュ上に高速道路の位置を地理空間的に合わせ，各キロ

ポストと各メッシュの中心座標の距離を算出し，最も近いメッシュを該当メッシュと

し，その値を該当キロポストの降雨量データとして関連付けた．  

 

 

図-5.2 年間総雨量（1km メッシュ） 
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(3) 材料条件：骨材のはく離面積率 

NEXCO 西日本では，各プラント単位で実施される舗装工事の配合設計において，ア

スファルト被膜のはく離試験方法により，使用骨材のはく離抵抗性をはく離面積率で

確認している．本研究では，NEXCO 西日本が実施した舗装工事において，2021 年度

に報告された各プラントの配合設計書から，ストレートアスファルトで試験を実施し

たはく離面積率のデータベースを作成した．  

ここで，アスファルト混合物は，適正な温度範囲内で施工に使用する必要があるこ

とから，運搬時間が長くなることによる混合物の温度低下リスクを考慮し，一般的に

工事箇所の近隣のプラントから出荷されることとなる．一方で，NEXCO-PMS には，

出荷プラントの情報は記録されていない．また，高速道路を対象とした場合，各プラ

ントからの混合物の供給可能範囲は，高速走行による運搬時間の短縮や運搬時の混合

物の保温対策の実施によって広域となり，その限界値を設定することは困難である．  

そこで，本研究では，はく離面積率のデータベースで対象としたすべてのプラント

（77 箇所）の情報を用い，各プラントの位置と本線の平面的な距離で重み付けを行い，

はく離面積率の情報を地理空間的に高速道路のキロポストへ関連付けた．すなわち，

図-5.4 に示すとおり，プラント𝑖(𝑖 = 1,⋯ , 𝐼)について，プラントの位置情報を𝑋𝑖，プラ

ントにおけるアスファルトはく離面積率を𝑧𝑖とすると，高速道路本線のある位置𝑋にお

けるはく離面積率𝑧̂(𝑋)は，逆距離加重法 12)により 

と表される．このようにして高速道路本線の位置に関連付けたはく離面積率を図-5.5

に示す．図中の丸はプラントの位置を，線は高速道路本線の位置を表しており，色分

 
𝑧̂(𝑋) =

∑ 𝑤𝑖𝑧𝑖𝑖

∑ 𝑤𝑖𝑖
 

𝑤𝑖 = |𝑋 − 𝑋𝑖|
−1 

 (5.25) 

 

図-5.3 降雨量データの地理空間的連携 
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けははく離面積率の値を表している．本図から，地域によって骨材のはく離面積率が

異なることが確認できる． 

 

 

 

図-5.4 はく離面積率の地理空間的連携 

 

：プラント位置

：各プラントのはく離面積率

：本線位置

：本線位置のはく離面積率

：プラントと本線の距離

 

図-5.5 はく離面積率のマッピング結果 
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5.4.2 マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果 

地域の環境・材料条件が舗装の劣化に与える影響を確認するため，前節で整理した

説明変数を用い，IRI の劣化過程をマルコフ劣化ハザードモデルにより推定した．なお，

構造条件，環境条件，材料条件の影響を個々に評価するため，それぞれ個別にモデル

を推定した．マルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ推定結果を表-5.3 に，劣化曲

線を図-5.6 に示す．なお，モデルの推定に際し，各説明変数の説明力に関する仮説を

有意水準 5%とし，t-検定で棄却されない説明変数の組み合わせの中から，最も AIC13)

が小さくなる説明変数の組み合わせを選択した．ここで，表-5.3 のパラメータ推計結

果について，推定値から算出されるハザード率𝜃𝑖 = exp (𝛽𝑖,1 + 𝛽𝑖,2𝑥2)の値が大きいほど，

劣化の進行が早くなる．すなわち，𝛽𝑖,2の値が負であれば，その説明変数の影響により

IRI の劣化速度は遅くなり，𝛽𝑖,2の値が正であれば，IRI の劣化速度は速くなる．各説明

変数により IRI の劣化過程は問題なく推定され，IRI の期待寿命や，構造条件・環境条

件・材料条件による劣化速度の差異は実務者の経験に沿うものとなっていることから，

本分析結果は概ね妥当であると考えられる．  

表-5.3(a)および図-5.6(a)は構造条件：As 層厚を説明変数にした分析結果である．

As 層厚は，本研究の分析対象とした 180mm～350mm を 0～1 で正規化している．この

結果から，As 層厚が厚いほど IRI の劣化が遅くなっており，高速道路舗装の構造設計

における As 層厚の最低値である 180mm の区間の寿命は 16 年であるのに対し，As 層

厚 250mm の区間の寿命は 23 年で約 1.4 倍，As 層厚 350mm の区間の寿命は 42 年で約

2.6 倍となっている．高速道路舗装の構造設計に適用している TA 法は，路床の設計 CBR

と設計交通量（総通過 10t 換算軸数）から，同一の寿命が得られる TA 値（等値換算厚）

を求め，舗装各層の厚さを決定する手法である．しかしながら，本分析により，As 層

厚の違いによって舗装の寿命が大きく異なることが明らかとなった．  

表-5.3(b)および図-5.6(b)は，環境条件：年間総雨量（2015～2020 年の平均値）を

説明変数にした分析結果である．年間総雨量についても，最小雨量 1,344mm～最大雨

量 4,480mm を 0～1 で正規化している．この結果から，年間総雨量が多いほど IRI の劣

化が速くなっており，最小雨量 1,344mm の区間の寿命は 22 年であるのに対し，全エ

リアの平均雨量 2,001mm の区間の寿命は 20 年で 0.9 倍，最大雨量 4,480mm の区間の

寿命は 15 年で 0.7 倍となっている．なお，パラメータ推定結果を見ると，健全度ラン

クが大きくなるにつれて正の値が大きくなる傾向が伺える．これは，健全度ランクが

小さいデータを供用開始（補修）後の年数が短い区間，健全度ランクが大きいデータ

を供用開始（補修）後の年数が長い区間と捉えると，舗装深層部への雨水の浸透は供

用年数の増加とともに徐々に進行し，年間総雨量が多い地域ほど深層部の損傷への影

響が大きくなることを示唆している． 

表-5.3(c)および図-5.6(c)は材料条件：はく離面積率を説明変数にした分析結果で  
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表-5.3 マルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ推定結果  
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(a) As 層厚 

 

(b) 年間総雨量 

 

(c) はく離面積率 

図-5.6 マルコフ劣化ハザードモデルによる劣化曲線  
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ある．はく離面積率は，NEXCO 西日本の品質管理規定である 15%を基準に，15%以下

と 15%超の 2 カテゴリに分類している．この結果から，はく離面積率の値が 15%超で

は IRI の劣化が速くなっており，はく離面積率が 15%以下の寿命は 22 年であるのに対

し，はく離面積率が 15%より大きい区間の寿命は 17 年で約 0.8 倍になっている．ここ

で，本研究で分析の対象としたほとんどのプラントは，表層・基層・アスファルト安

定処理上層路盤に同じ骨材（粒形は異なる）を使用していることを確認している．こ

れを前提としたうえで，NEXCO 西日本では，表層および基層用混合物の使用骨材が品

質管理規定であるはく離面積率 15%以下を満足しない場合，はく離防止剤の添加や改

質アスファルトを使用することで混合物の耐水性を高め，最終的に水浸ホイールトラ

ッキング試験により混合物としての使用可否を判定している．一方，本研究で着目し

ている舗装構造の深層部であるアスファルト安定処理上層路盤の配合設計では，これ

らの基準が適用されていない．開削調査の結果において，アスファルト安定処理上層

路盤の下面に発生している疲労ひび割れ周辺には，はく離が生じているということも

考慮すると，本研究の分析結果において骨材の良否により舗装の劣化速度に違いが生

じた理由は，はく離面積率の高い骨材が無対策で使用されているアスファルト安定処

理上層路盤の耐久性の差が影響している可能性が示唆される．  
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5.5 長寿命化に向けた舗装構造設計 

 

5.5.1 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果 

混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定の単位は，高速道路の IC 区間を 1 グループ

とし，分析の対象は 381 グループとなった．混合マルコフ劣化ハザードモデルの説明

変数は，前節において舗装の劣化速度に影響を与えることが明らかになった，As 層厚，

年間総雨量，骨材のはく離面積率を採用した．なお，モデルの推定に際し，各説明変

数の説明力に関する仮説を有意水準 5%とし，t-検定で棄却されない説明変数の組み合

わせの中から，最も AIC が小さくなる説明変数の組み合わせを選択した． 

 混合マルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ推定結果を表-5.4，図-5.7 に，各 IC

区間の劣化曲線を図-5.8 に示す．表-5.4 から，混合マルコフ劣化ハザードモデルの推

定においても，As 層厚，年間総雨量，はく離面積率は，IRI の劣化に対し説明変数と

して統計的に有意であることが確認できる．このうち，As 層厚は，全ての健全度ラン

クにおいて As 層厚が厚くなるほど IRI の劣化速度が遅くなる傾向を示しており，舗装

の劣化速度に対して As 層厚の影響が大きいことが確認できる．また，環境条件：年間

総雨量は健全度ランク 5～6 において，材料条件：骨材のはく離面積率は健全度ランク

2～4 において影響している．これらの分析結果は，開削調査結果から得られた舗装深

層部の損傷メカニズムを定量的に表現できる可能性を示唆している．すなわち，舗装

内部への雨水の浸透により，最初に，As 層厚が薄く，かつ，はく離抵抗性に劣る骨材

の使用地域において，アスファルト安定処理上層路盤の混合物にはく離が生じ，交通

荷重等の蓄積と合わせて疲労ひび割れの発生の原因となる．次に，深層部の損傷形態

として問題になっている下層路盤の脆弱化，永久変形について，開削調査の結果 3)と

して，下層路盤の含水比は不変ではなく，供用とともに増加し，それに伴って永久変

形が徐々に進行し始めることを報告している．これを本研究の結果に照らし合わせる

と，時間の経過に伴い年間総雨量の多い地域ほど舗装内部への雨水の浸透量が増加し，

下層路盤の含水比の変化により，脆弱化，永久変形が生じ，最終的に路面に大きな凹

凸が生じる（IRI が大きくなる）原因になっていると考えられる．  

図-5.7 に示す異質性パラメータの頻度分布の平均は 0.944，分散は 0.261 であった．

分析の対象とした IC 区間の中で，異質性パラメータの最小値は 0.131，最大値は 3.346

であり，地域により異質性パラメータが異なっていることが確認できる．また，図-5.8

に示すとおり，各 IC 区間（地域）による IRI の劣化過程を記述し，舗装の期待寿命が

各 IC 区間で大きく異なることを確認した．各 IC 区間の劣化曲線は，説明変数として

採用した As 層厚，年間総雨量，はく離面積率と，説明変数で表現しきれない各 IC 区

間の劣化特性を表す異質性パラメータで表現されている．同じ地域内で同じ舗装を構

築すると，同じような寿命が与えられるという前提に立つと，今後実施していく改築
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工事（同じ場所での舗装の再構築）や 4 車線化工事（極めて隣接する場所での舗装の

新築）では，本研究で見出した各 IC 区間の舗装の劣化特性から，期待寿命に応じた As

層厚を提案するという手法をとることが，舗装の長寿命化の観点で重要であると考え

られる． 

 次に，ハザード率と異質性パラメータの推定値を用いて，各 IC 区間の劣化速度の相

表-5.4 混合マルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ推定結果  

 

 

定数項 As層厚
年間

総雨量
はく離
面積率

-0.5623 -0.9391

- (-10.8)
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図-5.7 異質性パラメータの頻度分布 
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対的に評価する．図-5.9 は，健全度 3 におけるハザード率と異質性パラメータの推定

値の関係を示している．図中の横軸はハザード率𝜃3
𝑙𝑘(𝑙𝑘 = 1,⋯ , 𝐿𝑘; 𝑘 = 1,⋯𝐾)の平均が 1

となるように基準化した値である．図中の青色の曲線は，ハザード率と異質性パラメ

ータの積で表される個別のハザード率𝜆3
𝑙𝑘に対して𝜆3

𝑙𝑘 = 1となるようなハザード率と異

質性パラメータの関係を示している．この曲線を平均混合ハザード率曲線と定義する．

同曲線より上方に位置する IC 区間は平均よりも劣化の進行が速いことを示している．

 

図-5.8 各 IC 区間（地域）の劣化曲線 

 

 

図-5.9 ハザード率と異質性パラメータの関係（健全度ランク 3） 
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ここで，全 IC 区間の中で，劣化速度の速い上位𝛼 × 100%の中に入るような IC 区間の

集合Ω̅𝛼（重点設計検討集合）を 

Ω̅𝛼 = {𝑘 ∈ (1,⋯ ,𝐾)|𝜀̂
𝑘(𝜽̂) ≥ 𝜀𝛼̅} (5.26) 

と定義する．ここに，𝜀𝛼̅は信頼度(1 − 𝛼) × 100%とした場合の異質性パラメータの上限

値（以下，臨界的異質性パラメータ値）であり  

𝜀𝛼̅ = min
𝑐
{𝑐 |∫ 𝑓̅

∞

𝑐

(𝜀: 𝜙̂)𝑑𝜀 ≤ 𝛼} (5.27) 

で定義される．異質性パラメータの推定値が信頼度(1 − 𝛼) × 100%の重点設計検討集合

Ω̅𝛼に属する場合，その IC 区間は信頼度(1 − 𝛼) × 100%で劣化の進行が速いと判断する

ことができる．例えば，異質性パラメータの推定値に基づいて，信頼度を 95%とする

重点設計検討集合Ω̅0.05を定義する．信頼度を 95%とした場合，臨界的異質性パラメー

タ値𝜀0̅.05 = 1.865なる．図-5.9 には，横軸に平行となる赤色の実線𝜀0̅.05 = 1.865を示して

おり，この実線より上方に位置する IC 区間が重点設計検討集合となる．また，図-5.9

にはハザード率と異質性パラメータの積の 95 パーセンタイル曲線（桃色）も併せて示

しており，95 パーセンタイル曲線より上に位置し，重設計討集合Ω̅0.05にも属する部分

（黄色で着色した範囲）の IC 区間は特に劣化の進行が早く，異質性パラメータの値も

高い．そのため，舗装構造設計の実施にあたり，本研究で説明変数として採用した As

層厚，年間総雨量，使用骨材のはく離抵抗性とは別の舗装の劣化要因を調査し，その

対応を考慮することが必要となる． 

 

5.5.2 地域の環境・材料条件を考慮した As 層厚の算定 

前項の分析結果により，ある IC 区間𝑘の，個別ハザード率𝜆𝑖
𝑘(𝑖 = 1,⋯ ,6)は  

となる．ここで，𝑥2
𝑘は As 層厚，𝑥3

𝑘は年間総雨量，𝑥4
𝑘ははく離面積率，𝜀𝑘はある IC 区

間𝑘(𝑘 = 1,⋯381)の劣化特性を表す異質性パラメータである．また，IC 区間の期待寿命

𝐸[𝑇]𝑘は個別ハザード率𝜆𝑖
𝑘を用いて 

と表せる． 

式(5.28)のうち，As 層厚は事業者側でコントロールできるパラメータであり，本研

究の分析結果から，各 IC 区間の期待寿命は As 層厚の影響が大きいことがわかってい

る．また，材料条件であるはく離面積率については，現状ではく離抵抗性が劣る骨材

の使用プラントにおいて，その骨材をはく離抵抗性に優れる骨材に変更するという手

段をとることは，実務的に困難である．一方，事業者側の仕様設計において，アスフ

 
𝜆𝑖
𝑘 = exp (𝛽𝑖,1 + 𝛽𝑖,2𝑥2

𝑘 + 𝛽𝑖,3𝑥3
𝑘 + 𝛽𝑖,4𝑥4

𝑘)𝜀𝑘 (5.28) 

 
𝐸[𝑇]𝑘 =∑

1

𝜆𝑖
𝑘

𝑖

 (5.29) 
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ァルト安定処理上層路盤の配合基準を引き上げ，はく離防止剤の添加や使用アスファ

ルトの変更，HiMA の適用など，アスファルト安定処理上層路盤の耐水性の強化を図

ることは検討可能である．実際，新名神高速道路の舗装事業において，アスファルト

安定処理上層路盤の耐水性を向上させた事例が報告されている 14)． 

図-5.10 および図-5.11 は，地域の環境・材料条件を考慮した舗装の長寿命化に資す

る構造設計の一事例として，前節の混合マルコフ劣化ハザードモデルで推定したパラ

メータを用い，各 IC 区間の期待寿命が 20 年（図-5.10）・30 年（図-5.11）となる As

層厚と材料条件を求めた結果を示している．それぞれの図の(a)が現状の骨材を使用し

た場合，(b)がはく離面積率 15%以下となる対応（アスファルト安定処理上層路盤の耐

水性強化等）を施した場合の推定結果である．図中の凡例のうち，グレーの区間は，

既設舗装の寿命が設定した期待寿命（20 年・30 年）をすでに上回っている区間（各ケ

ースにおいて As 層厚を変更する必要がない区間）である．着色（緑～濃赤）している

区間は，既設舗装の寿命が設定した期待寿命を下回っている区間であり，色の違いは

設定した期待寿命を確保できる As 層厚を提案している．黒色の区間は，既設舗装の寿

命が設定した期待寿命を下回り，かつ As 層厚を 350mm にしても設定した期待寿命と

ならない区間である． 

本研究の手法は，調査・設計段階～維持管理段階で獲得される種々の情報を有機的

に連携させ，それを修繕（改築工事）あるいは建設工事（4 車線化工事）に反映させる

ことが可能であり，地域の環境・材料条件を考慮した高速道路の舗装構造設計の具現

化である．また，現場管理者は，補修に充てられる予算の規模，補修工事を実施する

うえで必要な交通規制の容易さ，補修工事を実施する受注者の確保など，各 IC 区間に

より異なる事情を抱えている．本研究の手法は，期待寿命の設定が可変であり，それ

ぞれの実状に柔軟に対応することができる．例えば，本研究の事例において，As 層厚

を 350mm にしても設定した期待寿命を得られなかった区間（図-5.10 および図-5.11

の黒色の区間：図-5.9 の黄色の範囲に含まれる）に対しては，管理実態を踏まえて期

待寿命の設定を見直すことや，現地の詳細調査を通じて本研究では考慮できてない他

の劣化要因を見極めたうえで，適切な対策を検討することが可能となる．  

 なお，本研究で得られた結果は，深層部の損傷の進行を間接的に評価する IRI7)を劣

化指標に採用して求めていることに留意が必要である．今後，舗装構造の健全度を直

接的に評価するたわみ量を採用することや，力学的な舗装構造設計との連携を視野に

入れていくことで，より汎用的なモデルに発展することが期待できる．  
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(a) 現在の骨材を使用した場合 

 

 

(b) はく離面積率 15%以下となる対策を実施した場合 

 

 

 

図-5.10 期待寿命（20 年）に応じた As 層厚 
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(a) 現在の骨材を使用した場合 

 

 

(b) はく離面積率 15%以下となる対策を実施した場合 

 

 

 

図-5.11 期待寿命（30 年）に応じた As 層厚 
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5.6 おわりに 

 

本研究では，深層部の損傷が顕在化している高速道路舗装に対し，統計的手法によ

り舗装の劣化速度に影響を与える要因を分析した．また，地域の環境・材料条件を考

慮した長寿命化が可能となる舗装構造設計手法を提案した．具体的には，深層部の損

傷の進展を捉えられる可能性のある IRI の時系列データを用い，マルコフ劣化ハザー

ドモデルにより劣化速度を推定した．マルコフ劣化ハザードモデルの分析の結果，As

層厚が薄いほど，年間総雨量が多いほど，はく離面積率が 15%を超える骨材の採取地

域ほど，舗装の劣化が速く進行することを確認した．また，As 層厚，年間総雨量，は

く離面積率を説明変数に用いて混合マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，舗装の劣

化速度を IC 区間毎に比較した．混合マルコフ劣化ハザードモデルの分析の結果，舗装

の劣化速度は各 IC 区間（地域）で大きく異なることが明らかになった．さらに，地域

の環境・材料条件を考慮した舗装構造設計として，混合マルコフ劣化ハザードモデル

のパラメータ推定値を用い，各 IC 区間において任意の期待寿命となる As 層厚を算定

した．今後，NEXCO 西日本の主な舗装事業は改築工事や 4 車線化工事となり，供用実

績が明らかな箇所のごく近傍で舗装が建設されることを前提にすると，舗装構造設計

の実務において，従来の TA 法による計算結果と本研究の手法から求まる As 層厚を比

較し，舗装構造を決定するというプロセスが，舗装の長寿命化を図るうえで重要であ

ると述べた． 

 一方で，本研究に関して今後に残された課題がいくつかある．第 1 に，データの更

新，モデルの改善の継続があげられる．5.2.2 で述べたとおり，高速道路舗装の劣化形

態は時代とともに変化していることから，劣化メカニズムに応じた修繕施策を行うた

めには，定期的な路面性状調査で獲得されるデータ等により劣化予測モデルを更新し

続ける必要がある．第 2 に，舗装の劣化要因のさらなる検証があげられる．本研究で

は， As 層厚，年間総雨量，はく離面積率を説明変数に採用し，舗装の劣化速度を表現

した．しかし，本研究の予備検討では明確な関係性は認められなかったものの，舗装

の劣化に影響を与える環境的要因として温度（気温）を指摘している研究事例 15)があ

り，今後は標高も考慮したうえで詳細に分析する必要がある．また，交通量の影響は

As 層厚で考慮していると考え，本研究の対象外としたが，交通量は地域の経済状況に

左右されるなど，舗装では重要な設計条件である．近年，高速道路の入口に設置が進

んでいる自動軸重計により，通行車両の荷重の実測値が蓄積されていることからも，

これらを考慮した交通条件を取り入れる手法の検討が必要である．さらに，既往の研

究事例 5)のように，舗装のライフサイクルのプロセス（計画～建設～維持管理）におい

て生成されるあらゆるデータの流れを明らかにすることで，本来は連携されるべき情

報（例えば，本研究で分析の対象外とした設計 CBR など）が可視化されることや，こ
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れまで着目されていなかった情報を舗装の劣化要因に取り上げることができる可能性

もある．そして，新たな劣化要因を定量化し，高速道路の位置情報と連携させたデー

タベースを構築したうえで，さらなる分析を進めていく必要がある．第 3 に，路面性

状測定車を用いた測定手法のように，舗装構造の健全度を直接的かつ連続的に取得で

きる測定システムの開発があげられる．今後，例えば MWD16)や第 3 章で示した HSWD

を高速道路舗装の調査に適用し，直接的な舗装構造の健全度に関する情報と舗装の劣

化要因の関係を明らかにすることで，舗装の長寿命化に向けたマネジメントの高度化

が期待される． 
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第 6 章 結論 

 

 

本研究では，損傷の深層化に対する高速道路舗装マネジメント手法の確立を目指し，

現場実測データに基づき損傷の深層化の現状をネットワークレベルで評価し，合理的

な補修設計・補修計画を立案する手法を示した．また，舗装構造の健全度を，直接的，

連続的，網羅的に把握することが可能となる調査方法に関して，基礎的検討を行った．

以下にその内容を整理する． 

第 2 章では，これまで別々のシステムで管理されている路面性状調査と日常点検の

データについて，位置情報を介して連携させた分析を行い，IRI が深層部の損傷の進展

や補修・修繕の影響といった舗装マネジメントにおける重要な情報を捉えることがで

きる可能性を示した．また，IRI の時間的な劣化進行性を表現する⊿IRI と，道路延長

あたりの日常点検における変状発生数を表現する点検レコード密度を定義し，それら

の関係性から，ネットワークレベルにおける深層部の損傷状況を評価する方法を示し

た．さらに，深層部の損傷状態応じた予防保全の実施や，舗装構造耐力と密接に関係

している表層・基層・アスファルト安定処理上層路盤の合計厚さ（以下，As 層厚）を

厚くすることの有効性など，舗装修繕サイクルの長期化に向けた具体的な施策を提案

した． 

第 3 章では，高速走行に対応した移動式たわみ測定装置である HSWD の技術開発に

ついて，光切断法を用いた路面たわみ量の測定方法に関する基礎的な検討を実施した．

予備検討として，荷重（軸重）の大きさ，車軸とタイヤの配置，走行速度をパラメータ

にした動的 FEM 解析を行い，HSWD の荷重の載荷方法として，軸重 10t・単軸単輪の

方式が，車両制限令の一般的制限値を満足する中で，最も効果的に路面たわみを生じ

させることを示した．予備検討の結果に加え，光切断法のカメラの視野に対する車軸

等の影響を回避する工夫を実施したうえで，HSWD の試作車両を製作した．そして，

実供用下の高速道路において HSWD の試験測定を行い，光切断法で得られた高さデー

タに対し，移動平均によるノイズ処理と，カメラと路面の相対的な高さの変化量によ

るたわみ量の補正を行うことで，HSWD で測定した路面たわみ量が同箇所で測定した

FWD の D0 たわみ量と近似することを示した． 

第 4 章では，舗装補修計画の策定に統計的劣化予測モデルを適用するにあたり，路

面の管理指標に対する補修目標値が連続値で運用されていることを考慮し，連続量を

用いた劣化ハザードモデルを推定する必要性を示した．適用事例として示した連続量

を用いた劣化ハザードモデルの推定には，劣化指標に損傷の深層化の進展を捉える可

能性がある IRI を，説明変数に深層部の劣化速度に影響を与える As 層厚を採用した．
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モデルの推定結果は As 層厚が薄い箇所ほど IRI の劣化が速く，実務的な経験と整合す

るものであった．一方で，分析データを西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO 西日

本）の 4 支社に分割し，モデルの推定結果を比較したところ，補修履歴の有無がモデ

ルの推定結果に与える影響が大きく，今後，高速道路舗装マネジメントの高度化を図

るうえで，補修履歴の確実な収集が重要であることを指摘した．  

第 5 章では，舗装の劣化要因として As 層厚，年間総雨量，使用骨材のはく離面積率

を取り上げ，マルコフ劣化ハザードモデルによる分析を通じ，As 層厚が薄いほど，年

間総雨量が多いほど，はく離面積率が 15%を超える骨材の採取地域ほど，舗装の劣化

が速く進行することを示した．また，混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定により，

舗装の劣化速度は各 IC 区間（地域）で大きく異なることを示した．さらに，混合マル

コフ劣化ハザードモデルの推定パラメータから，期待寿命に応じた As 層厚の設計方法

を示し，従来の TA 法による計算結果と本研究の手法から求まる As 層厚を比較し舗装

構造を決定するプロセスを，舗装の長寿命化施策として具体的に提案した．  

本論文は，NEXCO 西日本が実測・蓄積してきた膨大な調査・点検データを，位置情

報を介して有機的に連携し，マルコフ劣化ハザードモデルなどの統計的劣化予測手法

を適材適所に実用することで，損傷の深層化に対する高速道路舗装マネジメントとし

て課題解決に向けた具体的な方法論を述べた．今後，新たな獲得データや舗装の損傷

形態の変化に対してモデルを継続的に改善し，舗装工学における力学的な検討との連

携を視野に入れながら，本研究成果を高速道路舗装の設計，施工，維持管理の実務へ

実装していくことが期待される． 
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